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1。1．はじめに
　わが国の住宅は、元来、木造建築が主流であった。しかし、戦後以降、鉄筋コンクリー
ト造のマンションが増え続け、日本における将来の住宅事情を勘案する上では、もはやマ
ンションは無視できない存在になっている。特に年々増え続けるマンションの内、旧来か
ら建ち続けてきた高経年マンションのストックについては、その維持・保全について検討
すべき課題が多い。また、行政の動向としても、耐用年数100年を視野に入れたマンショ
ンの保全対策が進められているが、日本において築後100年を迎えたマンションは存在せ
ず、その保全対策には予測できない未知な部分がある。
　現在の日本は、「スクラップ・アンド・ビルド」から「ストック重視」への転換期にある。
これに伴い、鉄筋コンクリL－．一・ト造建物の改修技術や、建物の長期的な維持・保全の考え方
に関しては様々な分野で研究がされており、建物の長寿命化を踏まえた技術開発が進んで
いる。これらの技術の中には、コンクリートの補修技術やエレベーターの増築などのバリ
アフリー改修に関する技術、さらには耐震改修技術など、マンションにも応用し得る技術
が多く含まれる。しかし、一般的な建物を対象として開発された技術を、マンションにそ
のまま適用する事については困難な一面がある。
　マンションは区分所有された集合住宅であることが大きな特徴の一っと言える。っまり、
マンションには複数の区分所有者が存在し、マンションで行われる様々な行為に対しては、
区分所有者間における合意形成手続きが必要になることが、マンション特有の運営形態と
言える。先に挙げたエレベーターの増築技術を例にとると、集合住宅におけるエレベーター
の増築に関しては、賃貸集合住宅をモデル事例として技術開発が進められている。しかし、
この技術を複数の区分所有者が存在するマンションにそのまま適用した場合、物理的には
増築可能であっても、区分所有者の合意形成の面で大きな障害が生じる可能性がある。
　この様に、建物の長寿命化に対する技術開発が進む中、高経年化したマンションにそれ
らの技術を適用するためには、建物劣化などのハードに関する対策だけではなく、管理・
運営や合意形成などのソフトに関する対策を併せて検討していく必要がある。
　以上の視点から、本研究では、現に生じているマンションの劣化やそのイ彦繕行為の実態
について明らかにしていくことで、建物劣化（ハード）と管理・運営（ソフト）の両面か
ら見たマンションの維持・保全に関する検討を行ない、今後、増大する高経年マンション
の良質なストックの形成に寄与することを目論む。
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1．2．研究の背景と目的
（1）マンションの定義と歴史
　　　　1）マンションの定義
　　　　　　「マンション」とは、今では一般的に使用される言葉として日常に浸透しているが、「マ
　　　　ンション」が日本において法的に定義されたのは2000年に制定された「マンションの管理
　　　　の適正化の推進に関する法律」においてである。
　　　　　　「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」第2条第一項イでは、マンションを
　　　　　「二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分のあるもの並びにそ
　　　　の敷地及び附属施設」と規定しており、同法第2条第一項ロでは、団地型マンションを示
　　　　す条文として、「一団地内の土地又は附属施設が当該団地内にあるイに掲げる建物を含む
　　　　数棟の建物の所有者の共有に属する場合における当該土地及び附属施設」と規定している。
　　　　　つまり「マンション」とは、法定義の上では「区分所有」された「集合住宅」と意訳す
　　　　ることができ、分譲集合住宅といい代える事ができる。
　　　　　なお、現在「マンション」というと、一般には鉄筋コンクリート造、あるいは鉄骨鉄筋
　　　　コンクリート造の建物を連想することが多い。しかし「マンションの管理の適正化の推進
　　　　に関する法律」では、「マンション」に対して建物の構造形式までは規定していない。した
　　　　がって、鉄骨造であっても区分所有された集合住宅であれば「マンション」と言える。
　　　　　ただし、戦後、日本住宅公団の発足をきっかけに爆発的に普及した「マンション」は、
　　　　鉄筋コンクリート造、あるいは鉄骨鉄筋コンクリート造の建物が殆どであり、日本におけ
　　　　るマンションの構造形式は、鉄筋コンクリート造、あるいは鉄骨鉄筋コンクリート造が実
　　　　態としての標準構造形式となっている。そこで、本研究においても研究対象とするマンショ
　　　　ンは、鉄筋コンクリート造、あるいは鉄骨鉄筋コンクリート造のマンションとした。
2）マンションの歴史
　日本で最も古い鉄筋コンクリート造の集合住宅は、1900年代初頭に建設された「三井同
属アパート（1910年）」、つづいて「端島炭坑住宅（1916年）」である。しかし、これらは
区分所有された集合住宅ではなく、今で言うマンションではない。
　1926年から建設された「同潤会アパート」は、日本のマンション史上、重要な鉄筋コン
クリート造集合住宅と言える。ただし、同潤会アパートもまた、マンションとして建設さ
れた建物ではない。
　同潤会アパートは、ユ923年に発生した関東大震災の復興事業として、財団法人である同
潤会によって賃貸集合住宅として建設された。その後、同潤会は1941年の住宅営団の発足
に伴って解散し、同潤会の業務を引き継いだ住宅営団も終戦を経て解散となる。住宅営団
解散後、同潤会アパートは払い下げられ、賃貸集合住宅から分譲集合住宅へと変遷した経
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緯がある。したがって同潤会アパートは、マンションとして建設された建物ではないもの
の、マンションとして成立した最古の建物と言う事ができる。なお、同潤会アパートは、
現在その殆どが残っておらず、現存するのは1929年に建設され、2009年をもって築後80
年を経過した上野下アパートメントのみである。
　マンションとして建設された日本で最初の建物は、東京都によって分譲された「宮益坂
アパート（1953年）」であり、民間分譲の最初のマンションは、「四谷コーポラス（1956
年）」である。なお、昨今、特に高経年化したマンションの耐用性に関する議論が多方面で
行われているが、築56年を数える宮益坂アパート、ならびに築53年を数える四谷コーポ
ラスは、現存するマンションであることを付記する。
　以上がマンションの原点と言える建物であるが、マンションが本格的に普及し始めたの
は、戦後になってからである。
　戦後、住宅不足の解消を目的に、政府は1950年に住宅金融公庫を設立し、1951年には
公営住宅法を制定した。それに続いて1955年には日本住宅公団を発足させている。また、
1965年には地方住宅供給公社法が制定され、各地で住宅供給公社によるマンションの分譲
も始まる。
　これらの政策を受けて、中高層のマンションは1960年代以降、広く一般に普及していく。
また、1990年代に入ると地上6（）mを超える高さの超高層マンションが目に付くようになり、
2000年代以降、都心部を中心に超高層マンションが数多く見られるようになる。
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（2）　マンションのストックと長寿命化に向けた現状
　　　　　　　前項のとおり、日本におけるマンションは1950年代から普及し始めたが、1970年代後
　　　　　　半までに建設されたマンションは、現在築後30年以上を経年しており、これらの高経年化
　　　　　　した莫大な住宅ストックについて、今後の保全対策が社会的な問題になっている。
　　　　　　　図1－1に示す国土交通省の建築着工統計等を基にした推計では、2008年（平成20年）
　　　　　　にマンションのストックは545万戸に達したとしており、その内、築後30年以上を経年す
　　　　　　るマンションは、2010年（平成22年）には100万戸に達する見込みであることが読み取
　　　　　れる。
　　　　　　　これらのマンションストックについて、近年では国策としても本格的な対策が開始され
　　　　　ている。表1－1には、マンションに関わる法の制定、ならびに政策など行政の動向を整理
　　　　　　したが、この内、重要な事項を以下に挙げる。
（万烏
????…??
r
1蠕
〒「r
全国のマンションストック戸数
平成20年末現在　約545万戸（居住人口約1，400万人）
新窺供給芦数
「左目盛り〕
｜驚戸）
Pノ・てノ
?
；；00
イ、ノη
300｝，『
川??　　20η?
戸????〔?ー? ???? ??? 』?? ????? 〔?? ㌔? ?ー?「?? ?」?????，?，??? ????、，???、」??
? ????．???? ー．㌍?????????、?．㌣?、 ??????????? ???，? ????? ???? ．????? ??? ??? ??? ? 、? ??? ??????????
?」????????? ?? ．??????? ??? ???? ??? ．? ?? ﹇????? ?????．?? ??．?? ?? ?? ?? ??? ? ?? ?? ?? ?? ? ??，?? ㍗ ?? 、? ?? ?…? ? ?
tロ－ラロ－ロエ－ふロロ－ロテ－ラロ－ロテララリ　　J　ロ－ロJコココ　i－ロコエ－ロ－－ロロ－－－ロ－－ロJニ’－エ　＋－ロ＋－－”’－－－ロ－‘‘　　テ－コ－－－－ロロ’　ロ　　のド　’コ‘“　　エ　L“ロ　－ロロ－ロロロロロテ－ロロロづi
l（注）1．断規供給戸数は、鷺築着工統計等を基に推計した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
1　　2．ストック戸数は、斬規供鎗戸鼓の累積軽基に、各年末時貞の戸敏を描計した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　3．ここでいうマンションとは、申高層（3賠鷺て以上）・分■・共問■で、鹸筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。　　　　：
1　　4．マンションの農住人ロは、平戚17年■魯■査による1世帯当たり平均人員2．55を笛に算出した。　　　　　　　　　　　　　　　　　1
??????
図1－1全国のマンションストック戸数
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第1章　序
①1962年「建物の区分所有等に関する法律（以下区分所有法）」制定
　区分所有法では、管理組合の構成、共用部分・専有部分などの区分、管理規約の制定、
区分所有者集会など、マンション管理の根幹となる事柄が定められている。
②1981年建築基準法施行令改正
　1981年の建築基準法施工令改正では、建物の構造に関する規定が大幅に見直された。な
お、1981年以降の設計方法は「新耐震設計法」と呼ばれている。
③2㎜年「マンションの管理の適正化の推進に関する法律（以下マンション管理適
　　　　　　　正化法）」制定
　マンションが広く普及していく中、多数の区分所有者が居住するマンションの重要性が
着目され、マンションの良好な居住環境の確保、ならびに生活の安定向上等を目的として
マンション管理適正化法が制定された。
　同法では、マンション管理士の資格の創設、マンション管理業の適正化のための措置な
どが定められた。
④2002年区分所有法改正
　2002年の区分所有法改正では、以下の事項が大きな改正項目となった。
　　・大規模修繕工事の実施に関して、過半数の賛成で可決できる事が明文化された。
　・建替え決議要件にっいて、「老朽化」「費用の過分闇に関する要件が撤廃された。
　　・建替えについて、新旧建物で主たる使用目的を変更することが可能になった。
　　例えば、マンションから商業ビルへの建替えも可能となった。
　・団地内の建物の建替え承認決議（一部の棟の建替え）、ならびに団地一括建替え決議
　　が制定された。
　　・管理組合の法人化に関する人数要件が撤廃された。
　これらの内、特に建替えに関する改正については、マンションの今後のあり方に対して
大きな影響を与えるものであると言える。
　1995年に発生した兵庫県南部地震において被害を受けたマンションの中には、建替えな
ければならないものもあり、この地震をきっかけにマンションの建替えに関する問題が社
会的に表面化することになった。特に団地型マンションにあっては、団地内の一部の棟だ
けの建替え、ならびに復旧なども問題として生じた。
　これに対し、2002年の区分所有法改正にて一部の棟の建替え決議について整備されたこ
とは、兵庫県南部地震で生じた建替え・復旧問題を踏まえての事と推察され、改正前の条
文では対応できずに紛争が生じていた事項について、改正法では建替えの円滑化のための
措置が講iじられている。また、この区分所有法改正に伴い、同年に「マンションの建替え
円滑化等に関する法律」も制定されている。なお、これらの法改正や新法の制定からは、
行政もマンションストックの老朽化対策を注視している事が伺え、これらは高経年化した
マンションストックへの対応の一環であるとも考えられる。
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⑤　2002年　長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発
　　　　　　　（国土交通省　マンション総プロ）
「長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発」は、以下の内容を目的とし、研究・
報告された。
　我が国の建設活動の特徴である「スクラップ・アンド・ビルド」からの転換を図り、
安定成長・循環型社会に適した集合住宅のあり方を確立するとともに、その具体化の
ための最終的な技術開発を目的としている。（長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技
術の開発　p1　引用）
　この中では、長期耐用型集合住宅の建設・供給・改修技術の開発についてや、ストック
長寿命化技術の開発、マンションの円滑な建替え手法の開発などが総合的に報告されてい
る。
⑥2004年　改修によるマンション再生手法に関するマニュアル
　マンションの建替えに関しては、2002年の「マンションの建替え円滑化等に関する法律」
の制定に続き、2003年には「マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュアル」
「マンションの建て替え力修繕かを判断するためのマニュアル」が国土交通省によって整
備されている。
　一方、2002年に国会で可決成立した「建物の区分所有等に関する法律及びマンションの
建替え円滑化等に関する法律の一部を改正する法律」に対する、参議院国土交通委員会の
附帯決議では、「環境保全、高齢者・障害者居住、良質なマンションストックの活用等の観
点から、増築・改造等による既存マンションの再生手法の普及を図るなど、マンションの
長寿命化が図られるよう積極的な取組を行うこと。」とした内容が含まれている。
　このような経緯から国土交通省は、マンションの長寿命化を図る上で重要となる改修に
ついて、その手法の普及を図り、改修によるマンションの再生の可能性についての認識を
深めることを目的に、「改修によるマンション再生手法に関するマニュアル」を作成、公表
した。
⑦2007年マンション耐震化マニュアル
　兵庫県南部地震においては、「新耐震設計法」ではない1981年以前の建物を中心に被害
が生じた。図1・－1を見ると、日本のマンションストックの内、1981年以前のマンションス
トックは全国で約106万戸あり、これらについては建物の劣化対策以前の問題として、建
物躯体そのものにおける耐震性能の問題が指摘されている。
　しかし、マンションにおいて耐震改修工事を実施するためには、3／4以上の決議を要す
る他、多額の耐震診断費用や工事費用が見込まれるなど、区分所有者間の合意形成におけ
る問題が生じやすい。
　そこで国土交通省は、マンションの耐震診断、耐震改修実施などについて、実務的な手
続きや留意点などを取りまとめ、マンションの区分所有者における合意形成の円滑化及び
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耐震改修等の促進を図ることを目的として、同マニュアルを公表した。
　この施策もまた、単に耐震改修の促進を図るだけでなく、1981年以前のマンションス
トックに対する保全対策の一面がある。
⑧2008年長期修繕計画標準様式・ガイドライン
　長期修繕計画とは、マンションの快適な居住環境の確保、ならびに資産価値の維持・向
上を図るためのマンションの長期的な修繕計画である。建設省（現　国土交通省）がマン
ションの管理規約の標準モデルとして1997年に整理・見直した「中高層共同住宅管理規約
（単棟形・団地型・複合用途型）」では、この長期修繕計画の策定・見直しを、管理組合の
業務として規定している。これまで、長期修繕計画は各管理組合、あるいは計画策定者の
判断によって、その計画のレベルや内容が異なっていた。そこで国土交通省は、管理組合
が長期修繕計画にっいて理解し、比較検討を容易にするための資料として2008年に長期修
繕計画の標準様式を整理し公開することとなった。
　以上のとおり、マンション保全に関しては、国として多くの対策がとられており、特に
2002年以降はマンションの建替え、良質なマンションストックの保全に向けた取り組みが
多く見られる。これらの情勢をみると、マンションの維持保全については、日本の住宅事
情を勘案する上で、重要なテーマになっていると言える。
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（3）　既往の研究と研究の目的
　　　　　マンションの維持・保全・管理に関する研究は、1970年代後半から見られるようになり、
　　　　当分野の研究は30年以上の蓄積を持っ。初期の先駆的な研究には、欄甫恒男を代表とする
　　　　日本建築学会近畿支部住宅部会マンション管理班による1980年の「民間マンションの管理
　　　　に関する研究1）」があり、この研究では、マンションの管理・運営全般を考察している。
　　　　また、1979年に発表された松本恭治、水科方一、河野晃一郎による「分譲集合住宅の欠陥
　　　　と老朽化について　東京都公社住宅の場合　その1～32）」とした一連の研究では、居住者
　　　　の概要、設備の老朽化、管理状態に対する居住者の評価がまとめられている。さらに山本
　　　　育三、田辺邦男は、1978年以来、維持・管理に関する継続的な研究を発表しており、「公
　　　　的分譲集合住宅の維持管理に関する研究一1～20－3）」とした一連の研究がある。
　　　　　これらの研究成果の蓄積を経て、1985年には日本建築学会建築経済委員会の中に「集合
　　　　住宅管理小委員会」が、1992年には「日本マンション学会」が設立され、マンションにお
　　　　ける研究活動が活発になっていく。さらに、1990年代後半以降はマンションの膨大なス
　　　　トックの維持・保全、ならびに建替えを視野に入れた研究が多くなってくる。なお、この
　　　　背景には1995年の兵庫県南部地震があり、震災を期に明らかになってきたマンションの建
　　　　替え問題が、1995年以降のマンション研究に少なからず影響を与えているものと推察する。
　　　　そこでここでは、1995年以降の論文を中心に、既往の研究の整理を進める。
　　　　　なお、当分野の既往研究は、大きく「マンションの維持・保全・管理」に関する研究と、
　　　　　「建替え」に関する研究に分けることができ、以下にそれぞれの代表的な研究を整理する。
1）マンションの維持・保全・管理に関する研究
　マンションの維持・保全・管理に関する研究は、「マンションの運営・管理に関する研究」、
「海外の集合住宅に関する研究」、「マンションの改修工事に関する研究」に分けられる。
a．マンションの運営・管理に関する研究
　マンションの運営・管理に関する研究は、比較的多くの蓄積がある。
　鈴木博志による「事業主サイドからみたマンションの形態的特性と費用面の初期設定4）」
では、建設事業主によって設定されるマンションの形態や管理の初期条件が、分譲後の管
理運営に何らかの影響を与えているものと考え、分譲年代別や事業胡リ（地元の事業主や
地元以外の事業主）にそれらの初期設定を整理し、その背景要因にっいて一定の解釈を明
示している。
齊藤広子による「マンション規模による物理的特性と管理水準の相違一居住者による共
同管理のためのマンション規模に関する研究一刃」では、マンションの規模別に、建物特性
や管理水準、管理問題の相違を明らかにしており、50～200戸程度までのマンションが、
居住者の合意形成を考慮すると望ましいとしている。
金貞仁、梶浦恒男、藤田忍による「地方自治体のマンション管理への行政施策に関する
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研究　その1、その26・　D」では、地方自治体のマンション管理に対する行政施策の取り組
みについて、その取り組み状況や施策取り組みにおける阻害要因などを明らかにすると共
に、マンション施策の必要性について、地方自治体の組織的な位置付けと担当者の意見と
のギャップについて論じ、その上で、マンションの区分所有者から見た行政への意向や行
政施策の認知の状況などを明らかにしている。
　曽根陽子、北崎利恵による「昭和40年代に開発された郊外大規模集合住宅団地の維持管
理に関する実態調査8）」では、昭和40年代に建設された郊外に建つ大規模集合住宅団地の
管理実態にっいて、理事会活動、共益費・修繕積立金の額、長期修繕計画の有無、大規模
修繕工事の実施状況、建替えに向けての活動の実態を報告している。この報告の中では、
調査対象とした団地は全体として維持管理状態がしっかりしている事、老朽化は進行しっ
つあるが、まだ深刻な事態には至っていないこと、建替えへの取組はほとんどみられない
事などが述べられている。
久保田孝幸、長尾覚博、齊藤広子、中城康彦による「多世代継続居住を可能にするため
の集合住宅コンセプト『ダイナミック　アセット　ハウジング（DAH）』の開発と検証　9）」
では、複数のサブ住戸ユニソトを可変インフィル（界壁、界床、ドア、階段等）で垂直や
水平に結合した集合住宅の提案をしており、様々なライフステージの変化に対応できる多
世代継続居住が可能な集合住宅の有効性を述べている。この研究は、新型集合住宅の提案
であるが、マンションは基本的に居住空間量が増減できない事に着目しており、住み手の
ライフステージの変化にマンションをどの様に対応させるかという問題を扱っている点に
おいて、マンションの管理・運営に関する研究とすることができる。
b．海外の集合住宅に関する研究
海外の集合住宅に関する研究は、概ね海外の集合住宅と日本のマンションの管理実態な
どを比較することによって、日本のマンションの維持・保全の方向性を探るものが多い。
王宝剛、梶浦恒男等による「中国における都市集合住宅の維持管理の問題点Io）」では、
中国の集合住宅と日本のマンションの劣化実態や修繕実態を比較することにより、中国の
集合住宅における維持管理の実状と問題の所在、およびその原因を明らかにしている。
周藤利一、越澤明による「韓国の集合住宅管理制度に関する研究11）」では、法律の側面
から韓国の集合住宅管理制度に関する問題点を抽出し、その知見から日本の集合住宅管理
に関する制度・政策に対する示唆点を整理している。
松村秀一、村上心、梁成旭、西村秀之による「マスハウジング期に建設された集合住宅
の再生手法に関する国際比較研究　その1、その212・　13）」では、欧米4ヵ国を中心にマス
ハウジング期に建設された集合住宅の改修事例を整理し、日本のマンションにおける今後
のストック再生手法のあり方を見極めるための資料整備を行っている。なお、ここで言う
再生手法とは、日本で言う一般的な外壁改修だけでなく、断熱改修やバルコニーの新設な
ど、付加機能を持たせる工事も扱っている。この様な付加機能を持たせる為の大規模な再
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生工事は、日本のマンションでは一般には殆ど実施されておらず、日本のマンションストッ
クに対して維持・保全を更に発展させた考えとして「再生」の概念を適用させる上では、
重要な資料になると言える。また、同氏等はこれらの資料を整備した上で、再生工事実施
における費用と財源、ならびに再生工事実施に向けた事業推進の過程などを明らかにして
いる。
c．マンションの改修工事に関する研究
マンションの改修工事は、専有部分の工事と共用部分の工事に分ける事ができる。
専有部分の改修工事を扱った研究には、松村秀一等による「既存集合住宅の高齢者向け
改造技術の開発研究14）」がある。既存のマンションストソクの多くは、高齢者、およびそ
の家族の生活を前提に設計されたものではない。そこで同氏等は、「高齢者居住対応イン
フィル」を実際に試作し、その実用化、普及上の課題を明らかにした。
一方、共用部分の改修工事を扱った研究は、先述の「マスハウジング期に建設された集
合住宅の再生手法に関する国際比較研究　その1、その2」もその一つと言えるが、その他
にも幾つかの研究が発表されている。
山本育三、田辺邦男等による「マンションストックの改善計画に対する研究一1～6－】5）」
とした一連の研究では、駐車場の増設、専有部分の改修と管理組合の取り組み、共用部分
の改善等について報告している。
また、マンションの改修工事に関する研究には、工事費用・単価に着目した建築経済の
研究も幾つか見られる。橋本真一、丸木健による「マンション改修工事費の価格変動要因
に関する研究16）」では、マンションの大規模修繕工事など共用部分の改修工事を中心に、
その工事費用と工事周期、戸数、延べ床面積の関係を詳細に分析している。
さらに、粟田啓介、熊田智文、李祥準、小松幸夫による「マンションにおける大規模修
繕工事の実態調査　その1、その2川8）」では、大規模修繕工事の見積書の分析を通して、
新築時期、戸数、延べ床面積と工事費の関係について検討している。
以上がマンションにおける改修工事に関する主な研究であるが、これに対して賃貸集合
住宅の改修工事に関する研究も多く見られる。マンションと賃貸集合住宅ではその管理体
制が根本的に異なるので、本研究では異なった分野の研究と捉えている。しかし、今後、
マンションにおける様々な改修工事手法を検討する上では、賃貸集合住宅の改修工事の経
験が役立っ事も想定される。そこで、ここでは以下に賃貸集合住宅の改修工事に関する既
往の研究についても整理する。
賃貸集合住宅の場合、居住空間と外部の共用空間について、マンションの「専有部分」「共
用部分」の概念を厳密には適用できない一面がある。しかし、賃貸集合住宅の場合はそれ
と類似する概念として、賃借人が「専用使用」している部分と「それ以外」の部分とに分
ける事ができる。
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専用使用部分の工事を扱った研究とは、居室内の内装改修を扱った研究と言い換える事
ができるが、マンションと賃貸集合住宅とでは、居室内の内装の管理に対する考えが異な
る。マンションの場合、居室内の内装は当概区分所有者専属の資産であり、原則として管
理規約に定められる範囲で区分所有者が自由に改修することができる。一方、賃貸集合住
宅の場合、その内装は賃借人の資産ではなく、原則として賃借人が自由に改修することが
できない。この違いに起因し、賃貸集合住宅の内装改修を扱った研究と、マンションの専
有部分の改修を扱った研究とでは、研究の視点に違いが見られ、賃貸集合住宅の内装改修
に関する研究では、改修工事の実施主体に着目した研究が多い。
早川龍星、横山圭、初見学、井出健による「公団賃貸住宅地における住戸の自主改修実
験と検証19）」では、管理主体の手に拠らない、居住者主体の内装改修工事を実験的に実施
し、その工事手法を報告している。
また、今井茜、深尾精一等による「公共賃貸集合住宅における居住者の改善・改修ニー
ズに関する調査研究　一事業者主導型の改修と自己責任型の改修の相違一20）」では、居住者
の改修ニーズについて、管理主体主導か自己主導かによる居住者の意向を報告している。
一方、専用使用部分以外の工事、っまり、マンションでいう共用部分の工事を扱った研
究は、外壁改修などの工事に留まらない、躯体改変を含めた大規模な増築・改築などを扱っ
た研究が多い。
辻壽一、藤田忍による「既設公的賃貸集合住宅におけるエレベーター設置工事の考察
一階段室型エレベーターを中心として一2D」では、階段室型賃貸集合住宅のバリアフリー改
善を目的としたエレベーターの増築工事にっいて、管理主体の動向や居住者から見た評価
をまとめ、エレベーターの設置事例にっいて考察している。なお、ここで扱っているエレ
ベーターは、各階層の中間に位置する階段踊場にエレベーターが着床するシステムであり、
各住居へのアプローチには半階分、階段を昇降せねばならない。したがって、完全なバリ
アフリー改善となるエレベーターの増築工事ではない。
小川仁、深尾精一等による「階段室型集合住宅へのエレベータ付加改修システムの開発
提案　その1、その22ロ）」では、辻等も検討している階段室型エレベーターに対して、
住居までのアプローチが完全なバリアフリーになり、かっ、既存建物に付加をかけず、増
築部分のみで自立可能なシステムの提案を行なっている。
川野紀江、村上心による「公団賃貸集合住宅の2戸1再生における居住者評価24）」では、
2住戸を広い1住戸に改造した賃貸集合住宅にっいて、居住者から見た評価をまとめてい
る。
青木茂、光浦高史、角陸順香による「既存建築物の再生手法に関する研究　その1その
225pa」では、賃貸集合住宅に対して、住みながらの工事によるリファイン建築（建物内
外部、設備、構造躯体の耐震補強、さらには用途変更まで、建物を抜本的に改修・再生し
た建築）の手法について事例的な報告をしている。
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また、改修工事を扱った研究ではないが、新井信幸、小林秀樹等による「郊外居住地再
編を踏まえた団地再生のあり方にっいての研究その1、その227）28）」では、賃貸集合住
宅について、その地域全体としての再生のあり方を検討しており、団地型賃貸集合住宅の
再生の基本的な仕組みを提起している。
以上が、近年の賃貸集合住宅に対する主な研究であるが、この内、マンションでは合意
形成上や権利上、実現が困難と推測される「エレベーターの増築」や「2住戸の1住戸へ
の改造」などの工事についても実例を踏まえて研究を進めていることに注目したい。これ
らの工事は、近年、マンションでも強い要望がある工事であり、賃貸集合住宅におけるこ
れらの研究は、マンションにとっては建物再生に向けた足がかりとなる重要な研究と位置
づける事ができる。
2）建替えに関する研究
マンションの建替えに関する研究は、1995年に発生した兵庫県南部地震を期に多く見ら
れるようになる。この様な社会背景に伴い、マンションの建替えに関する研究は、「震災に
伴う建替え」と「一般的な建替え」に関する研究に二分される。
a．マンションの震災に伴う建替えに関する研究
金印會、梶浦恒男等による「阪神・淡路大震災による分譲マンションの被害実態と復旧
上の問題29）」は、震災によって受けたマンションの被害状況と復興過程における問題を、
震災後、いち早く明らかにした研究であり、ここでは建替えにおける合意形成上の問題点
なども指摘している。
藤本佳子による「阪神大震災被災マンション復興過程に関する事例研究　復旧か建替
え・再建で混乱した要因その230）」では、5っの被災マンションの事例から、建替えか再
建かの判断で混乱した要因について明らかにしている。
b．マンションの一般的な建替えに関する研究
マンションの一般的な建替えに関する研究は、建替えに伴う合意形成の困難性や問題点、
ならびに円滑な建替え手法を模索したものが多い。
米野史健による「分譲マンション建替の合意形成プロセスに関する研究　一首都圏におけ
る実現事例を対象として一31）」では、合意形成を「推進組織」「一般所有者」「外部団体」
の3主体による行為の相互作用の過程として捉え、合意形成の主要な論点、各主体の役割
など、合意形成過程のメカニズムを明らかにしている。また、同氏は「マンションの老朽
建替え事例における合意形成の特徴　一マンション建替えにおける合意形成プロセス構造
その1－32）」において、建替えの合意形成プロセスを「準備段階」「検討段階」「計画段階」
「実施段階」に分け、その段階ごとの合意形成の特徴を整理している。
長谷川洋による「分譲マンション建替えの問題点と実現事例にみる対応策33）」では、合
意形成上、どの様な問題点が具体的に存在し、それを解決するためにどの様な対応策が講
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じられているかを建替え実現事例を調査することによって明らかにし、今後のマンション
の建替え施策の方向性を提言している。
齊藤広子、長谷川洋による「マンション建替えの初動期の合意形成過程とその課題一郊
外団地型マンションの場合一’M）」では、適正な時期にマンションの建替えを円滑に実施す
るためには、建替え初動期の合意形成能力を高める事が重要であるとの視点から、建替え
事業に取り組んでいる、あるいは取り組んだ事のある3マンションを対象に、その初動期
の取り組み過程とその課題を明らかにした。
小杉学、延藤安弘、小林秀樹、森永良丙による「大規模分譲集合住宅団地再生計画にお
ける基本構想づくりの研究　一西小中台団地における「学習段階」の実践プロセスー35）」で
は、建替えの検討を行った後に、団地再生への方向転換を図った事例の分析を行う事で、
増築を含む「団地再生」の基本構想づくりの特徴を明らかにしている。この団地再生は、
先述の「マスハウジング期に建設された集合住宅の再生手法に関する国際比較研究　その
1、その2」における再生手法にも通じており、維持・保全だけでなく、今後のマンション
ストックに対して建替えに変わる方向性を示唆している。
　以上がマンションの維持・保全・管理、ならびに建替えに関する主な既往研究であり、
これらの既往研究を総括すると以下と言える。
　マンションの管理に関する既往研究4）S・6）A8×9）は、マンションの運営などのソフトを
扱ったものが主となる。
　’海外の集合住宅に関する既往研究10・11）・12》13）・14）は、海外の集合住宅の事情から、日本のマン
ションの維持・保全の方向性を探るものが多い。
　マンションの改修工事に関する既往研究は、マンションストックの利便性向上を見据え
た実務的な研究14）・ISや、工事費・工事単価を扱った経済分野の研究10・17）・18）が多い。
　建替えに関する既往研究29）・30）Plpe2）P3）ヌ）35）は、建替えプロセスや合意形成の検討に重点が
置かれている。
　一方、各マンションでは、外壁を主とした大規模な修繕工事（以下大規模修繕工事とい
う）を実施する事が、実質的な建物の保全対策となっている。しかし、既往の研究には、
建物劣化と大規模修繕工事を関連付けてマンションの保全対策を扱った実証的な研究が少
なく、マンションの劣化実態は明らかになっていないと共に、その保全対策に関する準備
は不十分と言える。
　なお、ここまでに挙げた既往研究以外に、マンションの老朽化を抑制し、良好なマンショ
ンストックの形成を目的とした総合的な研究として、国土交通省による「長期耐用都市型
集合住宅の建設・再生技術の開発36）」がある。ただし、この研究もまた、マンションにお
いて実際に生じている建物劣化を検証したものではない。
　そこで本研究では、良好なマンションストックの形成に寄与し、適切な保全工事を行う
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ための基礎的資料を整備する事を目的に、マンションで実際に行われた大規模修繕工事の
データから、経年マンションの劣化実態とその保全対策にっいて明らかにしていく。
　大規模修繕工事は、居住者におけるマンションの一般的な維持・保全活動の内、最も高
額になる工事であり、かつ、建物の物理的劣化に対する修繕行為として重要な意味を持つ。
　したがって、各マンションで実施される大規模修繕工事のデータには、そのマンション
の建物劣化やそれに対して実施した保全行為の実態、さらには工事に要した費用が明確に
示される。
　また、マンションの管理・運営上の最も大きな特徴は、「区分所有されている」事であり、
それゆえにマンションで行われる全ての保全行為に対して「区分所有者の合意形成手続き」
が付きまとう。「1．1．はじめに」でも述べたとおり、建物全般の長寿命化に対する技術
開発が進む中、高経年化したマンションにそれらの技術を適用するためには、建物劣化な
どの「ハード」に関する対策だけではなく、管理・運営や合意形成などの「ソフト」に関
する対策を併せて検討していく必要がある。
　マンションにおいては、大規模修繕工事の実施、ならびにその計画立案に関しても、様々
な場面で「区分所有者の合意形成」を考慮する必要があり、本研究では、単にマンション
における建物劣化について明らかにするだけでなく、大規模修繕工事を実施する上で重要
になる「区分所有者の合意形成」を踏まえた研究を行なう。
一15一
第1章　序
（4）　研究の構成と位置付け
　　　　1）　研究の構成
　　　　　マンションにおける大規模修繕工事の大きな特徴は、以下の2事項が挙げられる。
・工事の発注者が区分所有者団体である事
　　マンションの大規模修繕工事は、区分所有者団体である管理組合が発注者となる。
　　したがって、複数の区分所有者で構成される管理組合は、区分所有者間の『合意形成』
　を視野に入れて工事を計画・運営していく必要が生じる。
・居住者が住まいながらの工事である事
　　マンションの大規模修繕工事では、居住者が住まいながらの工事となる。したがっ
　て、工事品質や工事費用の他、居住者の安全対策や仮設足場による日照障害など、『居
　住者負担』を踏まえた工事計画を検討する必要が生じる。
　以上のとおり、マンションという特殊性を考慮した場合、大規模修繕工事を実施する上
では、『合意形成』と『居住者負担』が大きなキーワードとなる。
　本研究では、ここまでに挙げた社会背景や既往の研究、更にはこの『合意形成』と『居
住者負担』といったキーワードを踏まえ、マンションで実際に行われた大規模修繕工事の
データから以下の3つの主題について研究を進めることで、建物劣化といった「ハード」
と、合意形成手続きに関わる「ソフト」に関する研究を進める事とした。
①建物の躯体劣化の傾向に関する研究（ハードに関する考察）
②団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究（ソフトに関する考察）
③超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究（ソフトに関する考察）
　これらの3主題は全て、マンション保全分野の研究において「区分所有者の合意形成」
に絡む重要案件とも言え、これまでに整備されていない問題でもある。なお、これら3事
項を研究の主題とするに至った理由は、次の「2）研究の位置付け」で詳細を述べる。
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2）　研究の位置付け
　図1－2には、前項で挙げた3つの研究主題と『合意形成』『居住者負担』といったキー
ワードとの関係を整理した。これらを踏まえ、各主題における視点と、その位置付けを以
下に整理する。
マンションにおける大規模修繕工事の特徴
発注者が複数人で構成される区分所有者団体である管理組合 発注者が住まいながらの工事
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大規模修繕工事データに基づく経年マンションの維持・保全に関する研究
図1・－2　研究項目の構成とその関係
①建物の躯体劣化の傾向に関する研究（ハードに関する考察）
　大規模修繕工事の実施に向けて、管理組合が留意しなければならない『合意形成』事項
は多々あるが、重要となる大きな項目は以下の3つと言える。
　　a．建物の劣化に対する修繕実施時期の決定
　　b．工事内容、およびそれに対する予算の決定
　　c．施工会社の決定
　これらの内、「a．建物の劣化に対する修繕実施時期、ならびに「b．工事内容、および
それに対する予算」を決定する手法としては、一般に長期イ1罐計画を拠りどころに大まか
な修繕時期を見定め、予定工事時期が近づいてきた段階で建物劣化調査を実施し、その上
で実際の劣化に応じた工事実施時期や工事内容・予算の詳細を決定していく。
　この様に、マンションの将来を見つめたマスタープランとも言える長期修繕計画は、マ
ンション保全に携わってきた技術者の経験や、先述の「長期耐用都市型集合住宅の建設・
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再生技術の開発」「長期修繕計画標準様式・ガイドライン」、さらには一般に流通している
発行物や既往の研究などを参考資料として、各マンションに応じて策定される。ただし、
ここで策定される修繕計画は、建物を構成する『材料や物品類の一般的な耐用年数』から、
そのイ彦繕時期や工事費の目安を想定している一面が強い。
　これに対して将来の建物の老朽化を視野に入れるならば、『建物本体の一般的な劣化の
傾向』を踏まえた上で、個々の建物における将来の劣化状態を予測し、それに対応する修
繕計画を立案するのが望ましい。特に躯体劣化の傾向を把握することは、建物の長寿命化
を勘案する上で重要と言える。
　例えば、一概に建物躯体の劣化と言っても、その劣化現象としては躯体内鉄筋の発錆や
ひびわれなど多岐にわたり、それぞれの建物の構造条件や表層仕上げの種類によって発生
傾向も異なる。これらの劣化現象の発生傾向を把握することができれば、事前にその予防
対策を講じたり、準備を行なうことが可能になる。
　しかし、マンションの標準的な劣化の状態や傾向について、定量的に言及している資料
はなく、基準と成りえる情報が整備されていない。したがって、将来の建物劣化に備える
ためには、先ずはマンションの標準的な劣化の傾向を明らかにしていく必要がある。
　そこで、当研究主題では建物の一般的な躯体劣化の傾向を把握することにした。
　ここでは、第1回目の大規模修繕工事時までに生じる、躯体劣化の傾向を把握すると共
に、過去に複数回の大規模修繕工事を実施した経歴を持つマンションについて、第1回目
と第2回目の工事データを比較することで、経年に伴う躯体劣化の傾向を明らかにしてい
く。
②団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究（ソフトに関する考察）
　①で挙げた『合意形成』事項の内、「b．工事内容、およびそれに対する予算」を決定す
る上では、各マンションで積み立てられている修繕積立金や、その会計処理のあり方が大
きく関わる。
　一般にマンションで行われる大規模修繕工事は、修繕積立金がその資金源となり、修繕
積立金は「修繕積立金会計」で処理される。
　国土交通省が整備した「マンション標準管理規約（単棟形）（団地型）（複合用途型）」で
は、計画的に行う修繕や、不測の事故などにより必要となる修繕に対しては、修繕積立金
を取り崩すことによって対応する事としている。また、修繕積立金は、管理費とは区分し
て経理しなければならないとも規定している。したがって多くのマンションでは、日常的
な管理に要する費用を「管理費会計」で処理し、それとは別に計画修繕に要する費用は「修
繕積立金会計」を設立して処理している。
　1棟からなる単棟形マンションの場合、修繕積立金会計の処理方法について問題が生じ
る事は少ない。しかし、複数棟からなる団地型マンションでは、その会計処理方法をめぐっ
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て問題が生じる場合がある。
　例えば、団地型マンションで全棟の修繕積立金を一括して会計処理している場合を想定
する。この様な会計処理において、建物の形の違いから1棟のみ窓手摺金物を交換しなけ
ればならない事態が生じた場合、窓手摺を交換しない棟の区分所有者にとっては、自己の
棟の利益につながらない工事に対して修繕積立金を提供する事になり、不公平が生じる。
　この様な問題に対して、建設省（現国土交通省）が策定した「中高層共同住宅標準管理
規約（現マンション標準管理規約）」では、1997年の改正時に、団地型マンションにおけ
る修繕積立金として「団地修繕積立金」と「各棟修繕積立金」を規定し、「各棟修繕積立金」
は棟ごとにそれぞれ区分して会計処理をするものとした。つまり、自らの棟のイ彦繕は、自
らの棟で積み立てた修繕積立金によって対応するという考えである。
　しかし、1997年以前の「中高層共同住宅標準管理規約」では、棟ごとの会計処理を規定
しておらず、先に挙げた例の様に、団地全体を運命共同体として一括管理し、修繕積立金
の会計区分を各棟で分けていない管理組合も多かった。これらの経緯から、現在でも実状
としては修繕積立金会計の構成は各団地の事情によって異なり、イ1多繕積立金会計を棟ごと
に区分していない事例も多く見られる。
　また、修繕積立金に関しては、イ彦繕積立金会計の構成とは別の問題として、修繕積立金
の徴収方法に関する問題も挙げられる。
　各棟で同仕様の工事を実施した場合であっても、各棟の建物の形が違う場合には、各棟
で工事費が異なり、当然、各棟の1住戸あたりの負担費用も変わる。しかし、全棟同一の
基準金額で修繕積立金を徴収している管理組合も珍しくなく、その場合、それぞれの棟の
修繕費に対応した修繕積立金が集められているとは言いがたい。
　以上に挙げた問題は、積立金として脈々と過去から将来に受け継がれ、経年にしたがい
大きな歪として顕在化する恐れがある。さらに、問題が大きく顕在化した場合には、管理
組合運営の面で、保全工事を円滑に行なえなくなる事態も想定される。
　これらを踏まえると団地型マンションでは、修繕工事の内容、およびそれに対する予算
は、それぞれの棟の特性や劣化の傾向にあわせて設定していく事が基本と考えられ、それ
に応じて棟別に修繕積立金会計を整備するのは妥当と言える。
　しかし、修繕費の棟別格差が実際にどの様に生じているかは、既往の研究では明らかに
されておらず、実態を踏まえて棟別会計の必要性が実証されているわけではない。特に、
形が類似した住棟で構成される団地型マンションにあっては、安直な見方をすれば、各棟
で修繕費に差は生じないと考えられる場合もあり、そういった住棟構成の団地型マンショ
ンにあっては、棟別会計の必要性が軽視される場合もある。
　そこで、当研究主題では、団地型マンションにおいて、将来の修繕工事を円滑に行なう
ための修繕積立金会計のあり方を検証することを目的に、団地型マンションにおける修繕
費の棟別格差の実態とその要因について明らかにしていく。特に、形の類似した住棟で構
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成される団地型マンションと、形が異なる住棟で構成される団地型マンション分析するこ
とで、それぞれの団地で生じ得る修繕費の棟別格差の要因を明らかにする。
　なお、表1・－2には、（独）都市再生機構1（旧　日本住宅公団）が2008年までに首都圏で
分譲したマンションの件数・住戸数を示したが、これらの内、団地型マンションは全体数
の9割を超える。したがって、団地型マンションにおける修繕積立金会計のあり方を検証
することは、多くのマンションストックの保全計画に寄与するものと考えられる。
表1－2　UR都市機構の首都圏分譲数
全体総数 単棟 団地型
件数1戸数 件数 戸数 件数　　　　戸数
東京23区 92　20，208 25（27％） 3，624（18％） 67（73％）16，584（82％）
東京都下 132　38，628 5（4％） 646（2％） 127（96％）37，982（98％）
千葉県 143　55，971 5（3％） 417（1％） 138（97％）55，554（99％）
横浜市 81　28，874 8（10％） 691（2％） 73（90％）28，183（98％）
神奈川県下 78　15，731 8（10％） 393（2％） 70（90％）15，338（98％）
埼玉県一一 9（8％） 878（3％） 108（92％）31，928（97％）
栃木・栃木県
ll7　32，806－、一一『　『
R6　　3，082 2（6％）
一一’－
V7（2％）
一一一一一．－
@　　34（94％）
一　一一
R，005（98％）
合　　計 679195，30062（9％） 6，726（3％） 617（91％）188，574（97％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内数値は、全体総数に対する割合
※当表は、以下資料を基に作成している。
首都圏地域UR都市機構事業地区・団地一覧（皿都市機構　住宅・宅地等の分布図　平成20年版）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　著作・発行：財団法人　都市再生共済会
③超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究（ソフトに関する考察）
　①で挙げた『合意形成』事項の内、「c．施工会社の決定」に対しては、各マンションで
様々な手法がとられている。マンションの管理会社や特定の建設会社に対して随意契約と
して施工を依頼する方法や、複数の建設会社に工事金額の見積依頼をした上で、その中か
ら施工会社を選定していく方法などが、その手法として挙げられる。
　ただし、見積金額の妥当性を判断したり、競争原理からなるべく安価に工事を実施する
事を勘案した場合には、複数の建設会社に工事金額の見積依頼をする方法に大きな利点が
あり、多くのマンションでこの方法が採用されている。なお、この場合に注意する事は、
見積金額の公正な比較をする為に、各社に公平な見積もり条件を提示することが挙げられ
る。
　一方、マンションの大規模修繕工事の留意事項として挙げた『居住者負担』にっいては、
工事中の居住性の確保が重要課題として挙げられる。また、居住性の確保の最も大きな障
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害としては、工事用足場の仮設による通風・日照障害が考えられる。
　新築工事における工事用足場は、指定された工事を実行するための手段として施工者が
その工法を設定する傾向にあるが、マンションの大規模修繕工事では、『居住者負担』を考
慮した工事仕様として、工事用足場の仮設工法を発注者側が設定することが多い。この事
は公平な見積条件の提示にも通じ、マンションの大規模修繕工事における見積依頼に際し
ては、発注者、ならびに設計者からの指定工法として足場の種類などが設定される傾向に
ある。
　これまでのマンションの大規模修繕工事では、この様な手法により工事用足場が設定さ
れる事が多く、そこに大きな問題は生じてこなかった経緯がある。しかし、近年急増して
いる超高層マンションの大規模修繕工事では、発注者、ならびに設計者が設定する工事用
足場と、施工者が考える工事用足場との間に乖離が生じ、この手法では対応しきれない事
態が起きている。
　超高層マンションの大規模修繕工事では、工事用足場としてゴンドラ足場を採用する事
例が多い。しかし、ゴンドラ足場は工事作業員の導入計画など、通常、施工者が検討する
工程計画と密接に関わるので、本来は施工者の検討をもって設定すべきである。したがっ
て、超高層マンションの大規模修繕工事では、居住性の確保の面から設定した発注者、な
らびに設計者の考える工事用足場では、合理性のある工程計画に結びつかない事態が生じ
る。
　超高層マンションの建設件数は、1990年頃は1年に数棟であったのに対して、2007年に
は1年に59棟竣工しており勘、今後も超高層マンションは増えていくと予測される。ま
た、1990年代から2000年代前半に竣工した超高層マンションは、築後十数年を経過し、
近年になって第1回目の大規模修繕工事を実施する事例が増えてきた。
　以上を勘案すると、超高層マンションの大規模修繕工事における仮設計画手法、ならび
にそれに伴う施工会社の選定手法は、今後のマンションの保全工事を円滑に進めていく上
で、整備しなければならない火急の課題と言える。そこで本研究主題では、施工会社の選
定といった合意形成手続きを踏まえ、超高層マンションにおける仮設計画プロセスを事例
的に整理することで、その問題点や改善点を明らかにする。
　なお、ここでは超高層マンションの仮設足場計画プロセスについての考察に留まるが、
本研究主題はマンションでの合意形成手続きを踏まえた工事計画手法を扱うものであり、
その成果はマンションで実施される様々な保全工事に応用できると考える。
以上のとおり本研究の特徴は、マンションの特異性を踏まえ、「ハード」「ソフト」の両
面から維持保全について検討を行う事と言える。
マンションで行われる大規模修繕工事は、マンションを健全に維持・保全し、良質なス
トックを形成していく上で、最も重要な保全工事と言える。ここまでに解説した3っの研
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究主題は、大規模修繕工事を実施する上で、現在までに整備されていない重要案件と言え、
本研究の成果は、今後、大規模修繕工事の円滑な実施を促すための重要な基礎的資料にな
ると共に、経年マンションを良好な社会資産とする為の一助を担うものである。
　したがってこれらを総ずると、本研究は、「大規模修繕工事データに基づく経年マンショ
ンの維持・保全に関する研究」とすることができる。
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1．3．研究の枠組
本研究は、6つの章から構成されているが、その構成を図1－3に示した。
第1章　序
　　　・研究の背景と目的
　　　・研究の枠組み
第1章　研究対象とした大規模修繕工事
経年マンションの大規模修繕工事の
実施データに基づく研究
研究対象とした
大規模修繕工事の概要
大規模修繕工事の見積内訳書・工事費精算書の分析を主体とした研究
第皿章　建物の躯体劣化の傾向 第IV章　団地型マンションにおける
　　　　修繕費の棟別格差
「一一一一一一一一｛一一一’　一’一一一
　大規模修繕工事の事例から、工事の計画手法を
　検討した研究
第V章　超高層マンションの
　　　　　　　　　仮設計画プロセス
第VI章　結
　　　　・本研究のまとめ
　　　　・今後の課題
図1－3　論文の構成
　第1章は当章であるが、本研究の背景と目的を述べると共に、関連する既往の研究を整
理した上で、研究の概要を示す。
　第H章では、本研究の分析対象とした大規模修繕工事の全様を述べる。マンションで行
われる大規模修繕工事は、単に外壁の塗替えを行なうだけでなく、躯体改修工事や各種防
水工事、更には住環境の向上を目的とした環境改善工事などが実施されている。ここでは、
マンションの大規模修繕工事の計画の進め方についてその特徴と留意点を整理し、調査対
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象とした分析対象の大規模修繕工事にっいてその内容を示す。
　第III章は『建物の躯体劣化の傾向に関する研究』を行なう。
　ここでは、大規模修繕工事で実施される「躯体改修工事」に着目し、経年に伴う建物の
躯体劣化の傾向を明らかにする。また、複数回の大規模修繕工事を実施した経歴を持つマ
ンションについて、各回の工事データを比較することで、経年に伴う躯体劣化の推移を明
らかにする。
　第IV章は、『団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究』を行う。
　ここでは、団地型マンションにおける修繕費の襯r」格差の実態とその要因を明らかにし、
棟別の修繕積立金会計の必要性を検証する。特に、形の類似する住棟で構成された団地型
マンションでは、形が異なる住棟で構成された団地型マンションと比較して、各棟で修繕
費に差が生じにくいと考えられ、棟別の修繕積立金会計の必要性が軽視されがちである。
そこでここでは、形が類似する住棟で構成された団地型マンションと、形が異なる住棟で
構成された団地型マンションの修繕費の棟別格差の実態を、大規模修繕工事の実績から明
らかにしていく。
　第V章は、『超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究』を行う。
　ここでは、近年急増している超高層マンションの大規模修繕工事において、検討すべき
課題が多い仮設計画に焦点を当て、その計画手法と問題点を整理する。
　第VI章では、各章で分析・検討した結果を要約し、マンションを構成するハードとソフ
トの両面から今後の展望を考察した上で、残された課題を整理する。
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1．4．用語の定義
　本論文中で用いる用語の内、各章において多く用いる用語にっいては、それぞれの章で
定義するが、本論文を通して用いる主要な用語を以下に定義する。
①マンション
　本研究で言うマンションとは、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」で定義
されるマンションの内、鉄筋コンクリート造、ならびに鉄骨鉄筋コンクリート造のものを
指す。
②団地型マンション
　「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」第2条第一項ロに定義するマンショ
ンであるり、一般的には一つの敷地内に、2棟以上の住棟が存在するマンションを言う。
なお、本研究では『団地型マンション』に対する用語として、1棟の住棟のみで構成され
るマンションを『単棟形マンション』と定義する。
③超高層マンション
　2007年以前の建築基準法　第20条では、高さ60mを超える建物を「超高層建築物」と
していた。「超高層マンション」の明確な法的定義はないが、本研究では20階建て以上の
マンションを超高層マンションと定義する。
④区分所有者
　本研究でいう区分所有者とは、マンションを区分所有する者を指す。これに対して、居
住者とは、マンションに居住する者であり必ずしも区分所有者ではない。
⑤管理組合
　本研究で言う管理組合とは、マンションの管理組合を指し、「建物の区分所有等に関する
法律」第3条に示される管理組合とする。マンションの管理組合は、当概マンションの区
分所有者全員が構成員となる。
⑥大規模修繕工事
　躯体改修工事、止水工事、外壁塗装工事などを含む外壁を中心とする建物の総合的な修
繕⊥事は、各管理組合によって呼称が異なる。例えば「外壁等総合改修⊥事」「外壁修繕
工事」「外壁改修工事」「大規模修繕工事」などである。そこで本研究では、外壁を中心と
する総合的な修繕工事は、統一表記として「大規模修繕工事」と示す。なお、「大規模修繕
工事」では、外壁廻りのみならず、バルコニー防水改修工事、建物付帯金物の交換工事な
ど、各所の防水改修工事や多様な環境改善工事を同時に実施する場合が多い。
　管理組合によっては、一定金額以上の工事であれば設備改修工事等であっても「大規模
修繕工事」と呼称する場合があるが、本研究で言う大規模修繕工事とは、給排水設備・電
気設備（ただし照明器具の交換は除く）・ガス設備などの設備改修工事は除外する。
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第1章研究対象とした大規模修繕工事
II．1．大規模修繕工事の実施に向けた手続き
　本研究はマンションで行なわれる大規模修繕工事について分析を進めるが、分析の対象
とした工事は全て、設計事務所が設計・監理を行って実施した工事（設計施工分離方式の
工事）である。本節では、設計施工分離方式の工事を分析対象とした理由について以下に
述べると共に、設計事務所が工事の設計・監理を行って工事を実施する場合の、一般的な
工事計画の進め方とその留意点を整理する。
（1）　工事の実施方式
　　　　　一般的に、マンションの管理に関する諸作業の処理方法については、マンション管理業
　　　　者（管理会社）に委託する方法と、区分所有者が自ら行なう方法の概ね二通りに分ける事
　　　　ができる。この内、マンションの管理会社が管理作業を行っている場合、日常営繕として
　　　　の軽修繕行為は、管理会社が行う場合が多い。一方、大規模修繕工事の様な計画修繕とし
　　　　ての大掛かりな工事については、一概に管理会社が工事の施工者となるわけではない。
　　　　　大規模修繕工事は、長期修繕計画や建物の劣化状態などを考慮して、管理組合がその実
　　　　施時期を見定め、工事計画に着手する。しかし、工事実施に際して、工事の設計作業や施
　　　　工を誰が行なうか、あるいはその作業主体をどの様に選定するかなどは、各管理組合の判
　　　　断で異なる。そこでここでは、大規模修繕工事の実施に際する作業主体について、その代
　　　　表的な考え方を以下に整理した。
　　　　　　①工事の設計から施工までを、管理会社が行う
　　　　　　②工事の設計から施工までを、管理会社とは別の建設会社が行う
　　　　　　③管理会社が工事の設計をするが、他の建設会社が工事の施工を行う
　　　　　　④第三者機関としての設計・監理者を立て、その第三者機関が工事を設計し、管理会
　　　　　　　社、あるいは他の建設会社が工事の施工を行う。なお、この場合の設計者は、工事
　　　　　　　の監理も行なう事が多い。
　　　　　以上の内、①、②は設計施工一括方式、③、④は設計施工分離方式と言われている。こ
　　　　れらの方式を比較すると、一般的には設計施工分離方式の様に、施工者とは別に設計・監
　　　　理者を置いたほうが、専門知識を持たない管理組合にとっては、工事金額や工事数量に対
　　　　してより透明性の高い工事が実施できると考えられる。
　　　　　そこで本研究では、設計施工分離方式で実施された大規模修繕工事を分析対象とする。
　　　　　なお、設計施工分離方式においては、設計作業を管理会社が行なう場合、あるいは第三
　　　　者機関としての設計事務所等が行う場合が想定される。これらについて本研究では、管理
　　　　会社は日常的に発注者である管理組合と深いつながりがある事や、管理会社が工事を請け
　　　　負う場合もある事などを勘案し、より第三者的な立場が強いと言える設計事務所が介入し
　　　　て工事を実施した事例に焦点を当て、研究をすすめることにした。
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（2）設計者ならびに施工者の選定とその手続き
　　　　　管理組合は工事の実施時期を決定する際に、工事を設計施工一括方式で実施するか、あ
　　　　るいは設計施工分離方式で実施するかを決め、その上で、設計施工分離方式で実施する場
　　　　合には設計者を選定していく。また、設計者の選定後は、設計者と共に工事計画を固めた
　　　　上で、施工者の選定を行う。なお、「工事時期」、「工事の実施方式」、「選定された設計者・
　　　　施工者」などの最終決定については、区分所有者集会である総会によってその経緯が報告
　　　　され、合意形成がはかられるのが一般的である。
　　　　　設計者の選定にあたっては、数者の中から一者を選ぶ方法と、随意契約として初めから
　　　　一者を指名する方法がある。数者の中から一者を選ぶ方法にあっては、公募や区分所有者
　　　　の推薦、あるいは他所での評判などを参考にして数者の設計者候補が集められる事が多く、
　　　　その中から、業務報酬金額、設計者の特質などを判断して一者が選定される。随意契約と
　　　　して初めから一者を指名する方法にあっては、過去にそのマンションでの実績を持つ設計
　　　　者に業務委託をする方法等が考えられ、場合によっては、管理会社が随意契約として設計
　　　　業務を受ける事もある。
　　　　　また、設計施工分離方式による工事の施工者選定においても、数者の中から一者の施工
　　　　者を選ぶ方法と、随意契約として初めから一者に工事の施工を発注する方法がある。ただ
　　　　し、大規模修繕工事の施工会社の選定では、複数の施工会社候補の中から一者を選定した
　　　　方が、工事金額の妥当性などを判断し易いため、合意形成上の問題が少ないと言える。
　　　　　なお、設計者についても、複数の中から一者を選定した方が、合意形成上の問題は少な
　　　　い。ただし、設計業務の場合、設計者のコンサルティング能力に基づく信頼性が大きく問
　　　　われる業務内容と言え、過去に信頼のおける設計者と業務委託契約を結んだ経験のある管
　　　　理組合にとっては、その設計者を随意契約として選定した方が、未知なる設計者を新規に
　　　　選定するよりもメリットが大きいと判断する場合がある。したがって、随意契約で特定の
　　　　設計事務所に設計業務を依頼する管理組合は少なくない。
　　　　　設計施工分離方式で工事を実施する場合における施工者選定に際しては、管理組合、な
　　　　らびに設計者は、施工会社候補（以降　工事見積会社とする）に対して公平な見積条件を
　　　　提示する必要がある。したがって、設計者は管理組合との協議の下で工事仕様書を作成し、
　　　　工事項目、工事仕様、工事数量、工事条件などを設定した見積図書を作成していく。その
　　　　上で管理組合は、これらの見積図書を基に工事見積会社に工事の見積を依頼する。なお、
　　　　管理組合や設計者の考え方によっては、工事数量は工事見積会社が積算する条件にする場
　　　　合もあるが、その様な場合であっても、新築時の建築設計図面など、共通の積算材料が工
　　　　事見積会社に提示されるのが一般的である。
　　　　　これらの手続きを踏んだ上で、発注者である管理組合は、工事見積会社から提示された
　　　　見積金額、各社の工事運営体制、現場代理人の特質などを総合的に評価し、工事の施工会
　　　　社を選定していく。
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II．2．研究対象とした大規模修繕工事の内容
（1）研究対象とした工事データの一般性
　　　　　本研究で調査の対象としたのはS設計事務所の設計・監理によって実施されたマンショ
　　　　ンの大規模修繕工事の工事データである。S設計事務所は東京都に籍を置く設計事務所で
　　　　あり、過去30年近くにわたってマンションの維持・保全に特化した業務を行ってきた経緯
　　　　がある。
　　　　　大規模修繕工事を実施するにあたって、その工事内容の大前提となるのは工事仕様書で
　　　　あるが、本項ではS設計事務所の工事仕様書にっいて、その一般性を以下に述べる。
　マンションの改修仕様書の初期のものとしては、1984年に日本住宅管理組合連絡協議会
（現NPO法人日本住宅管理組合協議会）が『止水・防水研究報告』としてまとめた「集合
住宅の外壁等の躯体改修・止水工事標準仕様書」がある。ここでは、コンクリート面、モ
ルタル面に対する改修仕様、ならびにひびわれ巾などの劣化程度に対する工法の指定が記
載されている。次いで1986年に建設大臣官房官庁営繕部監修による『建築改修設計指針』
が財団法人建築保全センターから発行されている。ここで示された指針を『止水・防水研
究報告』と比較すると、劣化程度に対する工法などに若干の差異が認められるものの、工
事仕様の考え方は概ね同一である。さらに1992年には財団法人建築保全センターから『建
築改修工事共通仕様書』が発行される。この共通仕様書は、『建築改修指針』の仕様を踏襲
すると共に工事仕様書としてさらに補強された内容になっている。
　S設計事務所の改修仕様は『止水・防水研究報告』を基に作成され、これまでに『建築
改修指針』『建築改修工事共通仕様書』などに準じて若干の補正を繰り返しながら現在に
至っている。また、S設計事務所の主宰者は、　NPO法人日本住宅管理組合協議会の協力技術
者として改修工事仕様書の整備に携わってきており、この成果は、全国各地のマンション
管理組合団体が加盟するNPO法人全国マンション管理組合連絡協議会に提供され、全国の
団体で広く使用されている。以上から、S設計事務所の改修工事仕様書を基に実施された
工事データは、設計施工分離方式で行われる改修工事の一般的な傾向を示しているとする
ことができる。
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（2）研究対象とした工事内容
　　　　　　先述のとおり、工事項目、工事仕様、工事数量は設計者が発注者（管理組合）と協議の
　　　　　上で設定していくが、本研究で調査文豫とした大規模修繕工事の主な工事囎は、却一1
　　　　　のとおりである。表ll－1に示した工事項目は、調査対象とした各マンションの工事仕様書、
　　　　　ならびに工事見積書を基に整理しており、以下にそれぞれの工事項目について、その概要
　　　　　を述べる。
表nヨ　調査対象とした大規模修繕工事の主要工事項目
①　仮設工事 共通仮設工事
直接仮設工事
　　　呪場事務所、仮設トイレなどの設営
戸糠費’広搬
　1建物躯体調査費・試験施工費
　1
　産廃処理費・運搬費
　書類作成費・関係官庁手続き費
　！その他
　1
一一一一t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－一　　　　　　　’　
1工事用足場の仮設
②躯体改修工事 コンクリート躯体改修工事
ひびわれ補修工事
モルタル補修工事
1鉄筋発錆部の補修
1ジャンか巣穴など輪修
1巾0．3mm未満のひびわれ補修
J
l・…㎜迦ひびわ聯
金物取合い部のひびわれ補修
Lす　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tmtt　　　r　　　　mu　　　　　L　　－　　?
1モルタル層の浮き補修
1面糎元願処理
1線状復元修復処理
③タイル補修工事
④　止水工事
．タイル仕上部補修工事
シーリング工事
⑤ケレン洗浄工事 ケレン・除去・洗浄工事
1タイルの賭え補修?
　　イル浮き部のエポキシ樹脂注入処理
　　　一　一　一　 一　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　．　　一　 一　　　 一　　　 ．　外壁目地のシーリング処理
??
［額㊥のシーリング処理
1鈎取合い部のシ＿リング処理
L　　　　　　　　　　　　　＿＿＿．＿　＿＿　＿＿　＿＿　　t　t　　1外壁廻りのケレン．洗浄
1タイル仕・、部の薬聯
　⑥1塗装工事　　　　 ．外壁塗装工事　　　　1！コンクリートモルタル面の塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
－．一一・一一．．，・＿一一一．＿＿一一　．童亘塗塞工璽＿．．＿＿一」竺堕竺竺豊＿一一．＿＿・＿一一＿＿＿．．＿一．＿＿・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　⑦防水工事　　　　．防水改修工事　　　 1庇などの雑防水改修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1共用廊下．外階段．バル。ニーなどの防撤修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　渥上防水改修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　－gr 　 T－．　　　 　 　．－ 　 L 　　　．’　 －t　 　 　 tt　　　　tr 　－　 　　　　　t－　1t－　－－－　　　　　　　－・－　－　　　　　　　　　－．．．　－　tt　　　　　　　　　　　
　⑧　建物の付加価値を高める工事．環境改善工事　　　　　　　　集合郵便受けの交換等
　　　　　　　　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　手摺の交換等
　　　‘　　　　　　．　　　　　　　1その他
　⑨：諸経費　　　　．諸経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Nmaft
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①仮設工事
　【共通仮設工事】
　調査対象とした見積書の共通仮設工事で
は、表H－1に示すとおり工事に付帯する準
備工事や諸作業が項目立てされている。現場
事務所や仮設トイレの設営の他、広報費や関
係官庁へ提出するための書類手続き費用、産
業廃棄物処理費、運搬費などがそれにあたり、
これらは表H－1における②～⑧に示す工事
を実施するための作業と位置づける事がで
きる。
　【直接仮設工事】
　直接仮設工事とは、工事用仮設足場の設置工事である。
　第V章では、超高層マンションの仮設計画について研究を進めるが、第V章で文豫とす
る仮設計画とは、主に直接仮設工事の工事計画を指す。
　ここではマンションの大規模修繕工事における工事用足場を以下のとおり大きく3っに
区分し、その概要を述べる。
　　・支柱などによって支持される足場
　　・機械的に作動する足場
　　・その他の足場
　「支柱などによって支持される足場」とは、枠組み足場や単管足場、あるいは足場材メー
カーが独自に開発した存置型の足場である。
写真1－2中高層マンションの足場仮設事例
　　　　（5階建て）
写真n－3超高層マンションの足場仮設事例
（下層部は枠組み足場、上層部はゴンドラ足場）
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　また、「機械的に作動する足場」とは、主にゴンドラ足場が該当し、その他には電動昇降
足場などがここに分類できる。
　さらに「その他の足場」としたのは、a一リングタワーや高所作業車などの足場が想定
される。
　設計施工分離方式でマンションの大規模傷善工事を実施する場合、仮設足場は設計者、
ならびに発注者の指定工法となる事が多い。
　中高層マンションの大規模修繕工事では、主として「支柱などによって支持される足場」
が採用される傾向にあり、枠組み足場、単管足場などが多く見られる。一方、超高層マン
ションでは、「機械的に作動する足場」が主として採用される傾向にあり、特にゴンドラ足
場が多く見られる。
　ただし、中高層マンションであっても、マンションの立地条件などによってはゴンドラ
足場が採用される場合もあるし、超高層マンションであっても枠組み足場が採用される場
合がある。
②躯体改修工事
　躯体改修工事では、主に建物を構成するコンクリート躯体、あるいは、コンクリート躯
体表面を整えるために躯体に付け送ったモルタル部の改修を行う。
　躯体改修工事は、「コンクリート躯体補修工事」「ひびわれ補修工事」「モルタル補修工
事」から構戒されれており、第皿章では、主にこれら3つの工事項目を分析の対象とした。
この内「コンクリート躯体補修工事」とは、コンクリートに生じた鉄筋の発錆などの不
具合、ジャンカや巣穴などの不具合の補修等に対応し、「ひびわれ補修工事」では、コンク
リートやモルタルに生じた各種ひびわれの補修に対応する。また、「モルタル補修工事」で
は、付け送りモルタルの浮きや剥離など、モルタルで形成された部分の不具合補修に対応
している。
なお、躯体改修工事の文像となるコンクリート・モルタル部の不具合箇所数は、外壁面
に工事用足場を仮設し、打診調査などの詳細調査を行なわなければ正確な数量を把握する
ことができない。したがって、大規模修繕工事の工事計画段階では、工事用足場が仮設さ
れていないために詳細調査が実施できず、正確な数量を把握することは困難と言える。
これらの不確定な工事数量に対して、工事施工会社と合理的な工事請負契約を結ぶため
には、「実数精算契約」が有効になる。
　「実数精算契約」では、契約時に「工事仕様」「工事単価」のみを決め、「工事数量」は
予測数量を計上するものの、固定的な数量としては扱わない。この条件下で工事を実施し、
工事完了後に実際に行った工事数量と契約時の予測数量との差額を精算する。
　例えば、工事請負契約時に、躯体改修工事の工事数量が固定されている場合、実際には
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契約数量より多くの劣化が確認されたにもかかわらず、施工者は契約で定められた数量し
か補修を行わない事態が想定される。しかし、契約数量に制約が無い「実数精算契約」で
あれば、実際の劣化数量に応じた実数補修を行える条件の工事契約となる。
本研究において調査対象とした大規模修繕工事は、躯体改修工事において、この「実数
精算契約」を用いて工事を実施した事例とした。
巾O．・3rrm以下のひびわれ補修
（フィラー処理）
写真H－7巾O．・3MTi以上のひびわれ補修
（Uカットシール処理　※シール充填段階）
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外壁面表層に付け送られた
モルタル層の浮き補修
手摺下笠木部分の付け送り
モルタルの不具合
③タイル補修工事
　タイル補修工事では、タイル仕上げ面に生じたタイル不具合部の張替えやタイルの浮き
に対する補修工事が行われる。
　タイルの浮きなどの不具合部は、躯体劣化部分と同様に打診調査を行なわなければ正確
な不具合箇所数は把握できない。従って、本工事項目もS設計事務所の仕様書では実数精
算契約となっている。
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④止水工事
　止水工事とは、外壁目地や建具廻りなどに施してあるシーリング材の打ち替え工事を指
す。また、手すり金物や樋支持金物などの各種金物と、コンクリート・モルタル面との取
合い部に対する雨水浸入防止処置として、これらの部位にシーリングを施すこともここで
は設定している。
　なお、S設計事務所の工事仕様では、外壁目地のシーリング打ち替え処理、ならびに建
具廻りのシーリング打ち替え処理は、工事中に劣化箇所を精査することを前提としており、
躯体改修工事と同様に「実数精算契約」を採用している。
外壁目地のシーリング材の
打ち替え
手摺支柱付け根部分の
シーリング処理
⑤ケレン洗浄工事
　ケレン洗浄工事とは、主に工事対象面
を高圧水洗浄機にて洗浄する工事を示
す。当工事では、工事対象面を洗浄する
ことはもとより、外壁塗膜の脆弱部を剥
がしとると共に、「②躯体改修工事」の
対象となる躯体不具合部を洗い出す事
前処理の意味合いもある。
　また、タイル仕上げのあるマンション
にあっては、タイル面の薬剤洗浄も本工
事項目で処理されている。
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⑥塗装工事
　S設計事務所の仕様書における塗装工事では、「外壁等のコンクリート・モルタル部の塗
装工事」と「鉄部塗装工事」が規定されている。この内、「外壁等のコンクリート・モルタ
ル部の塗装工事」は、大規模修繕工事の基幹となる工事であり、外壁が塗装仕上げの中高
層マンションにおいては、工事金額が最も大きな工事項目となる場合が多い。したがって、
当工事項目が大規模修繕工事全体に与える影響は大きく、第IV章の「団地型マンションに
おける修繕費の棟別格差に関する研究」では、塗装工事が修繕費の棟別格差に与える影響
も注視すべき事項と言える。
　なお、タイル仕上げが多いマンションにあっては、塗装工事のボリュームが相対的に小
さくなるが、タイル仕上げのマンションに特有する工事としては、タイルの薬剤洗浄、な
らびにタイル補修工事の費用が見込まれ、
大規模修繕工事の総工事費用を比較し
た場合、一概にはタイル仕上げのマン
ションの方が、同規模の塗装仕上げのマ
ンションに対して低額になるとは言え
ない。むしろ、タイルの不具合箇所数が
多いマンションにあっては、同規模の塗
装仕上げのマンションより総工事費用
が高額になる場合がある。
⑦防水工事
　防水工事は、概ね「庇天端など防水改修」「共用廊下・外部階段など防水改修」「バルコ
ニー防水改修」「屋上防水改修」が工事対象となる。
本研究で調査対象としたマンションの大規模修繕工事では、「庇天端などの防水改修」は
必ず実施されている。これに対して、「共用廊下・外部階段など防水改修」「バルコニー防
水改修」については、何らかの形で工事範囲としているマンションが多いものの、各マン
ションとも必ず工事範囲となっているわけではない。また、「屋上防水改修」に関しては、
防水層のトップコートの塗替えや不具合部の部分補修を工事仕様としている事例が多く、
大規模修繕工事時に併せて防水層の全面改修までを実施している事例は少ない。
　調査対象とした大規模修繕工事において、防水工事の範囲が以上の様な傾向になった理
由は、次のとおりである。
　「庇天端など防水改修」は、施工に際して工事用足場が必要になる場合が多い。そこで
S設計事務所では、工事用足場を外壁全面に仮設する大規模修繕工事に併せて、「庇天端な
ど防水改修」は必ず工事範囲とする様にしている。
　一方、「共用廊下・外部階段など防水改修」「バルコニー防水改修」にあっては、工事用
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足場が無くとも工事を実施する事ができる。しかし、これらの工事は単独で行うより、大
規模修繕工事と同時に行った方が、工事のスケールメリットから工事費用の低減が望める。
また、共用廊下やバルコニーなどの防水改修工事の修繕周期と大規模修繕工事の修繕周期
は概ね10年～15年程度と考えられ、工事時期が符合する場合が多い。したがってS設計
事務所では、長期的な視野における修繕費の低滅を勘案し、「共用廊下・外部階段など防水
改修」「バルコニー防水改修」についても極力大規模修繕工事に併せて工事を実施する事を
推奨している。なお、共用廊下などの床面の状態が良好なマンションにあっては、これら
の部位を大規模修繕工事の範囲から除外している事例もあるが、その様な場合であっても、
床面に付帯する排水溝などは雨水が集まる箇所であるので、排水溝のみの部分防水改修を
工事範囲として設定している事例が多い。
　「屋上防水改修」にあっては、その全面改修の修繕周期と大規模修繕工事の修繕周期が
異なっており、大規模修繕工事の範囲にならない事例が多い。
　例えば、マンションにおける屋上防水の一般的な仕様として「アスファルト露出防水」
があるが、国土交通省による「長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発」では、
「アスファルト露出防水」の耐用年数は20年としている。これに対して、大規模修繕工事
は、10～15年程度の周期で実施される事例が多く、12年程度の周期で大規模修繕工事を実
施した場合、「屋上防水改修」の実施時期と大規模修繕工事の実施時期は符合しない。ただ
し、大規模修繕工事の実施時には、屋上防水層の延命化と漏水への予防保全を兼ね、部分
補修やトップコートの塗替えを実施する事例が多い。
歩行用塩ビシートによるバルコニー一防水
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⑧環境改善工事
　環境改善工事では、「集合郵便受けなど建物付帯物品類の交換」や「階段・バルコニーな
どの手摺の交換」「玄関扉の交換」など、現在建物に付帯している金物類、物品類の交換や
グレードアップの他、「バリアフリ・一・一・改善」や「エントランス廻りのオートロック化（防犯
改善）」など、建物に付加機能を持たせる住環境のグレードアップ工事などが設定されてい
る。
　国土交通省が整備した「改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル」では、
大規模修繕工事の実施回数が進むにつれ、これらの環境改善工事（図ll　－1における［莚］）
の割合を大きくする必要があるとしており、高経年化したマンションでは、この環境改善
工事が建物の維持・保全において大きな意味を持つ。
　本研究で調査対象とした大規模修繕工事でも、各工事事例で環境改善工事が実施されて
おり、詳細は第IV章で述べるが、特に高経年マンションにおいては環境改善工事の規模が
大きくなっている傾向にある。
　なお、既往の研究には、マンションの「再生」を扱った研究が見られることは先に述べ
たが、この改良工事を大規模化し、発展させた工事が再生工事と成り得、環境改善工事は
マンションの「再生」に通じている。
?? 社会の変化等により
向上していく水準
今Eiの一般的住宅水準　””°°°‥
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??
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※回数を重ねるごとに、改良の割合を大きくした改修工事とすることが重要
図1－1計画修繕と改修の重要性
　出典：改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行：国土交通省
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第皿章　建物の躯体劣化の傾向に関する研究
皿．1．研究の背景と目的
　多くのマンションストックを抱えるわが国において、築後30年を超えるマンションは、
2010年には100万戸に達する見込みであり注1）、マンションの老朽化対策が緊急課題となっ
ている。これに対し、マンションの維持・保全に関する研究は多岐にわたって行われてい
るが、現状ではマンションの躯体劣化の進行を予測するための基礎的データ、ならびにそ
れに基づく保全対策の整備が充分ではない。
　第1章で述べたとおり、現時点でのマンション保全に関する代表的な成果としては、国
土交通省による『長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発1）』がある。ここでは
新たに供給されるマンションの技術指針、仕上や各部材の想定耐用年数の整理、既存マン
ションの調査・診断法の確立、建替えに向けての手法が総合的に提言されている。しかし
ながら、既存マンションの躯体劣化の実態については評価されていない。建築経済、なら
びに建築社会システムの分野における既往の研究をみると、第1章でのべた研究の他、マ
ンション管理2）3）4）、修繕工事の品質・運営S、長期的な保全計画や修繕費θ7）、建替
えに関わる合意形成や問題8）9）などについて幾つかの研究が発表されている。しかし、こ
れらにあっても躯体劣化の補修量などを明らかにしたものではない。構造・材料の分野で
は、コンクリートの鉄筋腐食に関する研究10）など、コンクリートの物性に関する研究は
多く見られるものの、これらもまたマンションの劣化の実態を明らかにしたものではない。
なお、現在、多くのマンションが保有する長期修繕計画は、過去の経験に基づき、材料の
耐用年数や修繕工事費から、長期的な保全計画を策定している。
　そこで、本章の研究では、大規模修繕工事の実施データから、マンションに生じる躯体
劣化の実態を数量的見地から明らかにし、マンションの保全対策の一助とすることを目的
とした。
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皿．2．研究の概要と特徴
（1）　研究の概要と特徴
　　　　　築後20年を超えるマンションの多くは、初年度入居後10～15年程度で行う第1回目の
　　　　大規模修繕工事を終え、第2回目、あるいは第3回目の大規模修繕工事の時期を迎えてい
　　　　る。マンションを良好に維持・保全していく上で、大規模修繕工事は重要な位置付けとな
　　　　るが、この工事の中で行われる躯体改修工事は、経年マンションの躯体劣化の状態を如実
　　　　に示している。
　　　　　先述のとおり、マンションの大規模修繕工事に関する既往の研究は、マンションストッ
　　　　クの利便性向上を見据えた実務的な研究や、工事費用・単価、ならびに工事内容の分析な
　　　　どが中心であり、第1回目、第2回目といった複数回の大規模修繕工事を継続的にとらえ、
　　　　経年に伴う躯体劣化の実態を明らかにしたものはない。
　　　　　本章の研究では、築後10数年で生じる躯体劣化として、第1回目の大規模修繕工事の躯
　　　　体劣化の実態を明らかにすると共に、第1回目と第2回目の大規模修繕工事の躯体改修数
　　　　量を継続してとらえることのできる事例を整理することによって、経年に伴う躯体劣化の
　　　　傾向を整理・分析する。
　　　　　なお、近年のマンションの大規模修繕工事では、躯体改修工事に対して
　　　　実数精算契約注2）を採用する事例が増えてきたが、1980～1990年代に行われた工事では、
　　　　一式総価契約注3）を採用した事例も多い。一般的に躯体の劣化部分は、工事用の仮設足場
　　　　を設置した上で、目視や打診調査などによって詳細調査を行わないと実際の劣化数量が把
　　　　握できない。一式総価契約では躯体改修工事の総額は決めるものの工事数量が明確になら
　　　　ないため、この契約で工事を行った事例からは、実際の劣化数量を把握することは困難で
　　　　ある注4）。したがって、実際の劣化数量を把握する上では、実数精算契約によって工事を
　　　　実施した事例の精算数量を調査する必要がある。特に実数精算契約を用い、工事に対して
　　　　第三者としての工事監理者を置いた場合、劣化の実態に即した補修工事が行えると言える。
　　　　そこで本研究では、第1回目、第2回目の大規模修繕工事のどちらも実数精算契約を結び、
　　　　工事監理者を置いて工事を実施した事例を分析対象とした。
　　　　　このような躯体改修工事の数量に着目した実証的研究から得られる知見は、個々のマン
　　　　ションにおける躯体の劣化特性や、現時点での躯体劣化の程度、さらには将来起こり得る
　　　　躯体劣化の予測などを定量的に判断する為の基準となる。なお、工事に実数精算契約を採
　　　　用する場合、契約時に見込みの数量で予算措置を講じるのが一般的であり、本章における
　　　　研究の成果は、実数精算契約による見込みの数量、ならびに標準的な躯体改修工事費を設
　　　　定する上でも有効に活用できる。
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（2）研究項目
　　　　本章では、以下の2項目を主体にマンションの躯体劣化の実態を明らかにする。
　　　　　　1）第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量
　　　　　　　　　マンションにおける第1回目の大規模修繕工事は、一般的に築後10年～15年程
　　　　　　　　度の期間に実施することが多い。そこで、それぞれのマンションで実施された第1
　　　　　　　　回目の大規模修繕工事における躯体改修工事数量を分析し、築後、10数年を経過
　　　　　　　　することにより生じる一般的な躯体劣化の傾向、ならびに躯体劣化の特性を把握す
　　　　　　　　る。
　　　　　　2）経年に伴う躯体劣化数量の推移
　　　　　　　　過去に複数回の大規模修繕工事を実施した経歴を持っマンションについて、第1
　　　　　　　　回目と第2回目の工事データを比較することで、経年に伴う躯体改修数量の推移を
　　　　　　　　検証する。
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皿．3．第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量
（1）　研究の対象
　　　　　躯体改修工事の実績から、実態に即した躯体劣化数量を把握するためには、実数精算契
　　　　約によって躯体改修工事を実施したマンションの精算数量を検証する事が有効である。ま
　　　　た、それぞれのマンションで行われる躯体改修工事仕様の差異を勘案すると、同一の工事
　　　　仕様に基づいて躯体改修工事を行ったマンションを比較することが好ましい。そこで、同
　　　　一の設計事務所の仕様設計・工事監理の下で、実数精算契約を取り入れて大規模修繕工事
　　　　を実施した事例としてS設計事務所に蓄積された大規模修繕工事の工事竣エデータを分析
　　　　対象とした。
　　　　　また、本章ではS設計事務所が保有するデータの内、以下の事項に該当する事例を調査
　　　　対象とした。
1）第1回目の大規模修繕工事のデータであること
　築後10年～15年程度の間に第1回目の大規模修繕工事を実施したマンションの、躯体
改修工事精算数量を調査対象とする。
2）棟別の躯体劣化数量が明確であること
　団地型マンションにあっては、各棟別にデータ分析を行うこととし、棟別の改修数量が
示されているものを調査対象とする注5）。
　以上の条件に該当するデータを抽出すると、調査対象は1970年～1994年の間に供給さ
れた単棟形マンション15棟、ならびに団地型マンション13団地133棟合計148棟とな
る。対象マンションの概要を表m－1に示した。なお、本章の研究に際しては、各工事時の
状況をS設計事務所の現場監理担当者からヒアリングすると共に、可能な限り工事現場を
視察し、工事の実態を確認した。
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表皿一1調査対象マンションの概要
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（2）　研究の方法
　　　　　本章では、対象マンションで実施された大規模修繕工事における躯体改修工事数量を分
　　　　析するが、躯体劣化の発生傾向は、建物の構造形式、外壁仕上げの下地、外壁表面仕上げ
　　　　の違いなどに影響される。そこで、調査対象マンションを「構造」「仕上げ下地層の有無」
　　　　　「仕上げの種類」の3要素の違いで分類した上で分析を行うことにした。この様な分類を
　　　　することによって、建物形態別に劣化の傾向の違いを把握するとともに、建物形態の違い
　　　　が、将来建物躯体に及ぼす影響を予測する為の基礎的データを整備することを目論んだ。
　　　　これらの分類を図皿一1に整理した。
???ョ?
構造
モルタル下地層有り 　塗司　上げ^イル貝り　上げRC造
モルタル下地層無し 　塗斗　上げ^イル貝り　上げ
　　　下地層　　　　　　　　　仕上げ　　　　　　区分
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　【分類1】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【分類4】
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　【分類2】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　【分類4】
　　　　　　　　　　　　［一］一→該当無しモルタル下地層有り　　　　　　　　　　　　　タイル貝り　上げ　　該当無し
　　　　　　　　　　　　　　塗装　上げ　　　　【分類3】モルタル下地層無し　　　　　　　　　　　　　タイル貝り　上げ　　該当無し
　　※塗装下地の薄付けセメントフィラー層はモルタル下地層に含まないものとした
　　図皿一1マンションの分類
　調査対象マンションを図皿一1に示す「区分」の該当項目に分類すると、各調査対象マン
ションは、【分類1】～【分類4】に振り分けることができる。したがって、これらの分類
別にそれぞれのマンションの劣化特性を把握することにした。各分類ごとの調査対象数は、
【分類1】が6棟、【分類2】が59棟、【分類3】が55棟、【分類4】が28棟であり、各分
類の概要を以下に示す。
【分類1】
　　RC造で、コンクリート躯体の上にモルタル下地層が施され、さらにその上に外壁塗
　装仕上げが施されているマンション。
　　外壁仕上げ下地のモルタル層は、躯体コンクリートの打設精度のずれを修正する意
　味がある。したがって、コンクリートの打設精度の悪かった比較的築年数の古いマン
ションにおいて、厚さ10㎜以上のモルタル層を付け送っている事例が多い。本節の
　分析においても、当分類に該当するマンションは全て1970年代に竣工しており、比較
　的古いマンションとなっている。
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【分類2】
　　RC造で、コンクリート躯体の上に、外壁塗装仕上げが直接施されているマンション。
　　時代の推移に伴う躯体コンクリートの打設精度の向上にしたがい、外壁面のモルタ
　ル下地層を省略するマンションが増加する。ただし、そういったマンションであって
　もコンクリート型枠の継ぎ目や塗装仕上げの下処理として、薄付けのセメントフィ
　ラーによって素地調整を行う場合が多い。当分類では、これらの薄イ寸けセメントフィ
　ラーは、モルタル下地層ではなく、塗装仕上げに含む下処理と解釈した。
【分類3】
　　PC造で、コンクリート躯体の上に、外壁塗装仕上げが直接施されているマンション。
　　PC造のマンションには、一般的に下地モルタル層が施されていない。ただし、【分
　類2】と同様に、薄付けセメントフィラー層が施されている場合はある。
【分類4】
　　RC造で、外壁の一部にタイル貼り仕上げがあるマンション。
　　タイル貼り仕上｝栢に対しては、モルタル下地層が無い場合でも、タイルの接着モ
　ルタルが一定の厚さで施されている。したがって、外壁表層に表出する躯体劣化の発
　生状態を見る上では、これらのモルタル層は同一に扱うのが合理的であると判断し、
　当分類にあってはモルタル下地層の有無の区別はしなかった。該当マンションは1974
　年に竣工した1団地（6棟）を除くと、その他は1986年以降に竣工しており、比較的
　新しいマンションで構成される。なお、表皿一1には外壁全体面積に対する外壁タイル
　仕上げ面積の割合を示した。その値が10％以下のものにあっては、エントランスの一
　部や、外壁のポイント装飾としてタイルを使用しているため、【分類4】には区分して
　いない。また、妻壁の全面にタイルを使用しているマンションもあるが、これらのマ
　ンションであってもタイル使用率が外壁全体面積の10％以下である場合には、【分類
　4】には区分していない。
　なお、「該当無し」の区分にあっては、実態としてこれらの形式をとるマンションは一般
的に少ない。
以上の分類にしたがい、本分析ではマンションに生じる躯体劣化の特性を建物形態別に
明らかにし、その劣化数量の検証を試みる。
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（3）分析対象とした躯体改修工事項目
　　　　　　分析文豫とした躯体改修工事を大別すると、「躯／榊修1、「ひびわれ補修」、「モルタル
　　　　　補修」の3項目に区分できる。この内、「躯体補修」は鉄筋の発錆現象やコンクリートの巣
　　　　　穴・ジャンカなどの補修であり、PC造の場合には、コンクリートパネル接合部の埋め戻し
　　　　　モルタルの浮きや欠落補修も「巣穴・ジャンカなどの補修」で処理されている。「ひびわれ
　　　　　補修」はコンクリート躯体や表層モルタルに生じたひびわれの補修である。また、「モルタ
　　　　　ル補修」は、表層モルタルの浮き補修や手すり笠木などを整形しているモルタルの欠落補
　　　　　修に適用される。
　　　　　　それぞれの補修工事に対する工事の細目綱は表皿一2に示すとおりである。
表皿一2　対象工事項目一覧
NO 工事項目 詳細項目 単位
1 躯体補修 10cm以上の鉄筋発錆に伴う補修　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一
（鉄罐踊修の内訳）：般部分の鯛発錆に伴う補修
m－，－
　　　　　　　　　　　　　一?ﾘり目地底の鉄筋発錆に伴う補修 rn　　一
▲Ocm未満の鉄筋発錆に伴う補修 m
巣穴・ジャンカなど（0．1㎡未満） 箇所
2 ひびわれ補修 巾0．3mm未満のひびわれ補修　　　　　　　　　　　　　　一一一　一一一
巾03mm以上のひびわれ補修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一⌒
m　－一一
?
金物取り合い部のひびわれのハツリ・復元補修 箇所
3 モルタル補修 モルタノレ層の浮き補修
?
面状復元修復処理　　　　　　‘0，1㎡未満 箇所
?????? ?
線状復元修復処理　　　　　‘庇・面台（10Cln未満） 箇所一　一一
庇・面台（10～50cm） 箇所
　調査対象としたマンションの中には、表皿一2の精算区分を基にして工事内容をさらに細
分化しているものもある。これらにあっては、細分化された内容を表皿一2に示した単位に
集約して分析をおこなった。なお、S設計事務所の躯体改修仕様は、概ね国土交通省大臣
官房官庁営繕部の『建築改修工事共通仕様書11）』に準じた仕様となっている。
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（4）　建物の形態別劣化特性
　　　　　表皿一3に各補修工事項目における分類別の平均補修数量とその標準偏差を示した。また、
　　　　図m－2～4には、代表的な補イ顔目である「10cm未満の鉄筋難青に伴う補修」、「巾0．3㎜
　　　　以上のひびわれ補修」、「モルタル層の浮き補修」に対する分郷喘修数量のヒストグラム
　　　　を示した。
　　　　　表皿一3の補修数量、ならびに図皿一2～4の横軸数値は、躯体改修工事文豫部位の総面積
　　　　に対する単位補修数量である。工事総数量は、各マンションの規模によって大きく異なり、
　　　　これらのデータを比較するためには基準単位あたりの補修数量を整理する必要がある。そ
　　　　こでここでは、躯体改修工事の文豫となるコンクリート・モルタルに対する塗装仕上げ面
　　　　積、あるいはタイル仕上げのあるマンションにあってはタイル仕上げ面積と塗装仕上げ面
　　　　積との合算数値から、躯体改修工事ヌ豫部の総面積を算出し、単位数量を整理した。
表皿一3　分類別補修数量の平均値
工事項目 単位
分類1 分類2 分類3 分類4
精算区分
奉均離辞　標準偏差 鞠聴触‘標準偏差 問聴鰻　標準偏差 鞠唖修額　標準偏差
躯体補修 n］／㎡ 0037　　　0011 0025　　　0043 0017　　　00二5－．一一一・一一一一10cm以上の鉄筋発錆に伴う補修
@　　　　　　　　　　　　　　　　．一般部分の鉄筋発錆に伴う補修　　　　〔鉄筋発錆に伴う補修の内訳） m／㎡ （0037）．　〔0011）　　　　　一一一・．一’「@　（0022）！　（0043）一一←一一一　一
　　　0042　　　0046｝一一1．一｝一．
@　（OOO8）　〔0007｝一「一．　一
@　10033）　　（0046）水切り目地底の鉄筋発錆に伴湘修 孤／㎡ 　　　　　一．　一ｦ1（0）　　　（0） 　　　「i0003）　（0006）
泊Ol3）　　〔GO24）．一一L．・『．．一
i0004）　　〔00U
10cm未満の鉄筋発錆に伴う補修 箇所／㎡ 0253　　　0208Oll8　　　0［030174　　　01180024　　　004
巣穴・ジャンカなどの補修（Ol㎡未満） 箇所／㎡ OB5　　　0063 OlO6　　　0U302ユ2　　　00S8 0056　　　0054
ひびわれ補修 巾03mm未満のひびわれ補修　　　　　　　　　　　　　　一1「一．一一一．’．・ ｝n／n｛ 　　‘O074．　　0087 Ol7　　　0102054　　　　0040039　　　005
一一一ﾐ03mm以上のひびわれ補修 m／㎡ 0048　　　0026GO57　　　0035　　． 　　．O015　　　0041　　　　　一一 OCI　　　O引2　　　｝一一一金物取り合い部のハツリ復元 箇所／㎡ 0003　　　000700］7　　　0021 0016　　　0027．　0005　　　0012
モルタル補修 モルタノ↓層の浮き補修 ㎡／n｛ 0039　　　0051 0011　　　0016 0001　　　GOO2GO㊦ 　　00n
面状復元修復処理　　　　　　　　　　iOl㎡未満 箇所／㎡ 0018　　　0020013　　　　0020001　　　00040003　　　0003　　　　　　　一
．Ol㎡以上 ㎡／㎡
r－
@　※2　0　　　0001 00D2；　。005※20　　　001200G3　　　0005
線状復元修復処理　　　　　　　　　　庇・面台（10cm未満） 箇所／㎡ 0007　　　0017 0001　　　0003 0001　　　0DO3　　　　一一一　nDOI　　　OOO2
庇・面台（io～50cm） 箇所／㎡ 0006　　　0014※2　0　　　000i ※2　0　　　00010008：　　0009
※1該当補修数量が無いために平均数量0とした。 ※2　平均数量がO．ODO5未raとなったため、平均数量0とした。
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1）躯体補修
　表皿一3、図IH－2に鉄筋発錆に伴う補修数量を見る。10cm未満の補修では【分類4】の補
修数量が最も少なく、他の分類と比較すると、1／10～1／5の値を示した。また、10cm以
上の補修も10cm未満の補修と同様に、【分類4】の数量が他の分類と比較して少ない。さ
らに、【分類1，2，3】について、10cm以上の補修の内訳の「一般部分の鉄筋発錆に伴う補修」
を見ると、【分類3】と比較して、【分類1，2】の補修数量は2倍以上の値を示した。
　これらのことは、タイル貼り仕上げ部のある【分類4】は、塗装仕上げのマンションと
比較して補修数量が少なくなることを示す。また、PC造とRC造のマンションを比較する
と、10cm以上の広範囲に渡る鉄筋発錆に伴う補修は、　RC造のマンションの方が多くなる
と言える。なお、10cm以上の補修数量の合計では【分類3】の補修数量が【分類2】より
多くなっているが、これは【分類3】の一団地において、バルコニー天井先端に施された
水切り目地に著しい鉄筋露出が生じたことに起因する数量増が影響したもので、一般的な
劣化の傾向を見る上では、内訳の「一般部分の鉄筋発錆に伴う補修」の数量で判断するの
が合理的である。
　鉄筋の発錆に伴う躯体劣化は、コンクリートの中性化を要因とする。タイル仕上部は空
気中の二酸化炭素の透過抑制効果が高く、このことが【分類4】の改修数量を少なくして
いる一因と判断する。
　また、鉄筋発錆に伴う補修数量の多い部分は、10cm以上の補修はバルコニーなどの天井
面に、10cm未満の補修はバルコニースラブ先端、庇先端に多く生じている。これらの劣化
の多くは、鉄筋のコンクリートに対する被り厚さが不足していることに起因しており、配
筋、ならびにコンクリート型枠の施工精度不足が原因と考えられる。【分類1】【分類2】は
現場打ちコンクリートであるため、これらの剖立の施工誤差によって、全般的に改修数量
が多くなったと判断される。また、【分類3】は工場成形コンクリートパネルによるPC造
建物であるものの、バルコニー等のスラブ先端の鉄筋発錆は多く、この部分で鉄筋の配筋
精度が低くなったと考えられる。なお、【分類1】は先述のとおり比較的古いマンションで
構成されており、【分類1】の平均補修数量が他の分類と比較して多いのは、時代の推移に
伴う施工精度の向上が関与していると考えられ、近年のマンションは、1970年代のマン
ションと比べて施工精度が向上していると言える。このことは【分類4】の補修数量にも
反映されていると考えられる。【分類4】の調査対象マンションは全てRC造であるが【分
類1，2】と比較して躯体補修数量が少ない。【分類4】のマンションは比較的新しいマンショ
ンで構成されているので、【分類1】とは逆に施工精度の向上が、本分析結果を導いた一因
と推測される。
　表皿一3に巣穴・ジャンカなどの補修を見ると【分類3】の平均値が0222箇所／㎡であ
り、他の分類の平均補修数量の1．5倍～4．4倍の数値を示した。【分類3】はPC造であるた
めその補修内容は、巣穴やジャンカなどのコンクリL－一一一ト打設時の不具合ではなく、PCバネ
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ルジョイント部の埋め戻しモルタルの浮き・欠損に伴う補修が多い。
2）ひびわれ補修
　外壁に生じるひびわれは、コンクリート、およびモルタルの乾燥収縮を原因として発生
することが多く、発生初期のひびわれ巾はO．3mm以下であるが、コンクリートの初臓燥
が終息した後も、温度クリープ現象によりひびわれが伸張し、経年に従って0．3mm以上に
成長する。分析対象マンションにおいては、構造耐力不足を原因とするひびわれは生じて
おらず、ひびわれの発生要因は金物取り合い部のひびわれを除くと、コンクリート、およ
びモルタルの乾燥収縮を主原因としていると判断する。
ひびわれrbが0．3㎜未満、ならびに0．3㎜以上のひびわ揖甫修数量を表皿一3、図皿一3
に見る。巾0．3㎜未満、ならびに0．3㎜以上とも、【分類1】【頒2】の平均補イ繊量カミ
多い。最もひびわれ補修数量が少なかったのは、【分類4】であった。これらのことから、
RC造よりPC造の方がひびわれの発生は少なく、タイル貼り仕上げ部のあるマンションは、
塗装仕上げのマンションに比べて、ひびわれが表出しにくいと判断できる。
　一般的に現場でコンクリートを打設するRC造に比較して工場成形されるPC造の方が、
密実で信頼性の高いコンクリートが打設できると考えられている。また、PC造においては、
RC造と比べてパネルどうしのジョイント目地が多くなるため、コンクリートの微細な挙
動や伸縮を、目地によって吸収することができる。したがって、RC造の建物よりPC造の
建物の方が、ひびわれは生じにくいと仮定することができ、当分析結果はこの説を実証し
ている。
　なお、【分類4】は、平均補修数量は少ないものの、タイル仕上げ部にあっては、タイル
下地のコンクリート躯体面にひびわれが内在している可能性は十分に考えられる。
【分類4】の平均補修数量が最小になっていることに対しては、このことに配慮しなけれ
ばならない。
　金物取り合い部のひびわれ補修数量は、各マンションの金物取り合い部の箇所数、なら
びに取り合い部の止水処理方法などに影響されると考えられ、各分類での明確な特性は見
られない。
3）モルタル補修
　モルタル補修の主な工事対象部位は、外壁下地のモルタル層、あるいは、手摺笠木天端
などのモルタル整形部である。【分類1】にあっては、外壁全面にモルタル層が施されてい
るため、工事対象部位が【分類2，3，4】と比較して多くなり、劣化が生じる要因も多い。一
方で【分類3】のPC造にあっては、外壁廻りにモルタルで整形している剖立は殆ど無く、
【分類1，2，4】と比較すると劣化が生じる要因が少ない。表M－3、図皿一4のモルタル補修数
量には、このことが顕著に現れている。
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　以上から、モルタル補修は、それぞれのマンションに付帯するモルタル整形部の量に、
その補イ彦数量が関係すると考えられる。特にPC造のモルタル補修数量はきわめて少なく、
それに比較してRC造ではモルタル補修の数量が多くなると言える。なお、モルタル整形
部は、複雑なデザインのマンションに多い様に見受けられる。
（5）補修数量の平均値
　　　　　前項までで、躯体劣化の傾向は建物分類別に異なることが確認できたが、表IH－3に示す
　　　　建物分類別平均補修数量は、今後のマンションの保全行為において一定の目安になる。こ
　　　　れらの数値データは、物価変動や工事請負会社の契約単価には影響されないデータである
　　　　ので、経済的変動要因にとらわれず、躯体劣化の状態を定量的に判断することができる。
　　　　　大規模修繕工事における躯体改修工事の実施数量と表m－3の数量を比較することによっ
　　　　て、当該マンションの経年劣化の程度を図ることも可能であるし、表皿一3の数値に安全率
　　　　を加算し、大規模修繕工事の実数精算数量の予測を立てることもできる。また、マンショ
　　　　ンの長期修繕計画に表III－3の数値を活用し、将来の躯体劣化数量の目安を推計する方法も
　　　　あり得る。
　　　　　本節では、各棟における躯体改修数量の分析を試みたが、一っの団地であっても棟別格
　　　　差が生じている。一例として図皿一5には各団地における「10cm未満の鉄筋発錆に伴う補
　　　　修数量」を示す。数値は各団地の補修数量平均値、ならびに補修数量が最小であった棟の
　　　　数値、補修数量が最大であった棟の数値である。図M－5の内D－Horiは、戸数に違いがある
　　　　ものの、全棟PC造、5階建て、階段室型の住棟であり、各棟で構造、ならびに建物形態に
　　　　大きな差異は無いが、補修量の巾は大きい。ここでは10cm未満の鉄筋発錆に伴う補修数
　　　　量についてのみを記載したが、ひびわれ、モルタル不具合部の補修数量にっいても棟別格
　　　　差が生じている。これらの格差には建物の形態差、施工精度、立地条件など様々な要因が
　　　　あるものと判断される。
（箇所／㎡）
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皿．4．経年に伴う躯体劣化数量の推移
（1）　研究の対象
　　　　　前節「m．3．第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量」での結果を踏まえ、本
　　　　節では、第1回目と第2回目の大規模修繕工事の躯体改修数量を比較し、経年に伴う躯体
　　　　劣化の推移について分析する。これらの結果は、マンションの経年に伴う躯体劣化進行の
　　　　実態を明らかにするもので、今後のマンションの高経年化に対する保全計画において、重
　　　　要な基礎的データとなる。
　　　　　そこで、ここではS設計事務所が保有するデータの内、第1回目、ならびに第2回目の
　　　　大規模修繕工事とも、工事竣工時の躯体改修工事精算数量データがあるマンションを調査
　　　　対象とし、それぞれのマンションの経年に伴う躯体改修数量の推移を分析する。
　　　　　これらの条件に該当するデータを抽出すると、調査対象は1970年～1983年の間に供給
　　　　された単棟形マンション1棟、団地型マンション4団地51棟、合計52棟となる。
表皿一4　分析対象マンションの概要
工事実施時期（年）
No 物件名 住棟数 住戸数 構造 階数 入居年度 第1回目 第2回目　　　　　　　　r
　　　　　新築時西暦　　　　からの期目 　　　　　前回工事西暦　　　　　か　の　　a
1 T－Toho 1 91 RC 13階 】，970 1，986116年目1，999　　13年目　　　　‘
2 D．Oo．1 8 230 RC 5階 1，978 1，99211・年・ 2，005　　13年目
3 D－Kum 16 560 RC 5階 1，979 1，992　　13年目 2，005！13年目
4 D－Horl 13 300 PC 5階 1，980 1β92111年目2，006　　14年目
5 D，Es．k 14 293 PC 5階 1，983 L994　　11年目
2，005111年目　　　　1
（2）　経年に伴う躯体改修数量の推移
　　　　　表皿一5に、対象とした5マンションの各回工事における躯体改修数量を整理した。表中
　　　　の数字は工事対象面積1㎡当たりの改修数量である。図皿一6～11では、表皿一5の躯体改修
　　　　工事項目の内、代表的な改修工事項目について、第1回目、ならびに第2回目の工事にお
　　　　ける躯体改修数量の推移を整理した。以下にその内訳を見る。
表皿一5経年に伴う躯体改修数量
T－T伽 D・Hon D・K皿 D・Es・K Dのo．1
こ事囎 輔区分 鞍 1回目 2回目 前回比 1回目 姻目 前回比 ｜回目 2回目 前回比 1回目 姻目 前回比 ｜回目 2回目 前回比
麟難 はm以上の臨賭に艮う擁 m／㎡ 03330030 go腹 00080004　’ 548％0028000133％ 00090001 67％ 00080008　－一
　一『P氏阻嬬の銭践費に俸う罷 臨／㎡ 0499GO61 1230〃 03530031 88％ Ol860037200％Ol57000321％ Ol8｜ 0075
996％一一一一．
S16％
ジヤンカ・欺などの縫似蘇劃 箇所／㎡ 0（肋 00餌 66取 02390058242％0200 0044220％023600｜2 5｜％ 00610049805％
ひびわ鳩修 　①／己A‘｝一
@匝届
2引％『『　 0311　一 0080－　一 258％0029－一
???
246％一一
??? ??? ????
加3㎜未満のひびわf溝修一一一一　一
ﾐ田㎜肚のひびわれ糖　　　　　　　　　　　　　’一一．
0〔噂0　
O218一一一
0435　－－
O047－．－
O0U
＿　　峯
@216％一一
????????????????
0005｝．
nOOO
????
00294｜8％　『 0005 308％
@妥鋤取り合い勘ハツリ復元 一一一f／㎡ 0㎜ 0006 ?
0069
O0000000 峯［
0020　　．
O044 0003
229％一一一
V0％
0055－1－
O000
0017－一一
Z〇〇2
モルタ備修 モルタル層の浮き魍 6246％00B00332540％一　　鵜 0001　－一 842％一一一
@　茶i
0012－一一
Z〇〇〇
　132％一一一
一一一一X復元雛処理o［㎡癩　　　　　　F－一一一一一←
　　　㎡／㎡一一一一A一
@　　鮪／ゴ　　ー一
@　　㎡／㎡
?????〔?????
0047
OGl9一
　4550’
???????
oooo－一一　
??????
0001一ぶ　
O021　－一一
Z〇10
15361％00GO 0036 0000
?????
0002　一一
Z〇〇〇
田剃上 00222061靴 602％0000 0003／※ 0000 0002
?﹈ 0002 0000
　　　劇一一一
@222％
徽復元纏枝庇面台畑cロ束渤 酬／㎡ 0（蜘 0000 憂1 000200031481％00000000 ? OGO｜ 000000％ ooo20000 79％
庇・離畑～50c凶 甑／ゴ 00000036 憂「 ODOO0009／鵜 0000Gooo，／峯 oooo000000％ 0008 0001130％
※1］回目、2回目とも、改修数量0であった工事項目
※2　1回目の改修数量が0であったが、2回目工事時に改修数量が生じた工事項目
一55一
第皿章　建物の躯体劣化の傾向に関する研究
1）鉄筋発錆に伴う補修
　図皿一6を見ると、5マンション共、第1回目より第2回目の工事の方が、改修数量は減
少している。T－Tohoは88％減、　D－Horiは91％減、　D－Kuruは80％減、　D－Es－kは98％減、
D－Oo－1は58％減であった。また、表皿一5に10cm以上の鉄筋発錆に伴う補修数量を見ると、
lOcm未満の鉄筋発錆と同様に各マンションで減少している。
　鉄筋発錆は、鉄筋のコンクリートの被り厚さが不足している部分に生じていることが多
い。したがって、最初の工事時にそれらの部位にアルカリ質を付与し、被り厚さを確保す
る改修をすれば、それ以降、鉄筋発錆による不具合は大幅に減少するものと判断される。
　なお、D－Hori、　D－Kuru、　D－Es－kにおいて、それぞれ第2回目の工事時に、工事現場にて
実際の劣化状況を確認したが、1回目の工事時における補修跡で不具合が再発している部
位は少量であった。したがって、一度不具合が生じた部位であっても、改修工事における
品質管理を徹底すれば、その後の再発は低減することができる。
　　　■：第1回目の外壁等総合改修工事
　　　ロ：第2回目の外壁等総合改修工事
D－o・－11一一戸■■■■
D－E・－kW■■■■■■■■
D－Kuru∈竺F■■■■■■■
D－H・・iE璽戸■■■■■■■■■■■■■■■
T一丁・h・1一一戸■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
0，000 0．100 0．200 0．300 0．400．500　　　　　　　0．600
　　（箇所／㎡）
図皿一6　10㎝未満の鉄筋発錆に伴う補修
2）ジャンカ・巣穴などの補修
　図皿一7を見ると、5マンション共、第1回目より2回目の工事の方が、改修数量は減少
している。
　　　　■：第1回目の外壁等総合改修工事
　　　　口：第2回目の外壁等総合改修工事
D－O・－11一一一1■
D－E・－kE－■■■■■■■■■
D－Kuru∈一一『■■■■■■■■■「■■■■■
D－H・ri∈璽一璽一苧■■■■■■■■■■■■■■■■■
L
T－Toho
O．000 O．050　　　　　　　0．100 0．150 0．200
　1
0．250　　　　　　　0．300
　　　＿（箇所∠凶＿」
図皿一7　ジャンカ・巣穴などの補修
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　ジャンカ・巣穴の補修工事は新築施工時の不具合の補修であるので、経年に伴う劣化で
はない。したがって、本来は最初の工事時に徹底して補修を施せば、次回の工事時には補
修数量を無くすことができる。ただし、表層の軽度な巣穴補修などは、意匠上の観点から
現場監理者の判断に委ねられることが多く、監理者によっては補修対象とする程度が変わ
る。したがって、2回目の工事時には、これらの補修数量は減少するものの、補修数量が0
箇所にはならないのが実態である。
　また、PC造のマンションの場合には、コンクリートパネル接合部の埋め戻しモルタルの
浮きや欠落補修などに対する補修数量も本項目に含んでいる。これらの補修は巣穴・ジャ
ンカ補修とは異なり、埋め戻しモルタルの浮きや欠落が、経年に伴い新たに生じる。ただ
し、PC造であるD－Hori、ならびにD－Es－kのデータを見る限りでは、　RC造の建物と同様
に、2回目の工事の方が減少している。
3）ひびわれ補修
　ひびわれ補修は、そのひびわれ巾によって改修方法が異なり、S設計事務所の仕様書で
は、ひびわれ巾がO．3mm未満はフィラー処理を、0．3㎜以上は主にUカットシール処理
を施す仕様注7）となっている。
■：第1回目の外壁等総合改修工事
」コ：第2回目の外壁等総合改修工事
D－0・－1【■■■■■■■■■■■
｜D－E・－k甲■
1　　　　　・D－Kuru　E璽一一三声■■■■■■■■■■■■■
D－H・ri　8■
T－Toho
0．000　　　　　　　　0．100 0．200 0，300 0．400 　0．500
（m／ma）
図皿一8巾0．3㎜未満のひびわれ補修
　　　　■：第i回目の外壁等総合改修工事
　　　　．口：第2回目の外壁等総合改修工事
…D－0・－1■一戸■■■■
rlD－E・－k1■
lD－Kuru一■■■■
D－Hori　P
T－Toho
0．000 0，050 O．100 0，150 0．200　　　　　　　　　0，250
　　　　　（m／㎡）
図皿一9巾0．3㎜以上のひびわれ補修
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　図皿一8、図IH－9を見ると、　D－Hori、　D－Kuru、　D－Es－k、　D－Oo－1の4マンションで、第1回
目より2回目の工事の方がひびわれ巾0．31㎜未満、ならびに0．3㎜以上の補修共、改修
数量は減少した。一方、T－Tohoでは、第2回目の工事時にUカットシール処理は約1／5
に減少しているものの、フィラー処理は新たに生じている。これは第1回目の工事時に、
バルコニー手摺斜壁部分に塗装工事の下地処理として施した厚付けポリマーセメントが表
層でひびわれたためで、第2回目の工事時にその部分に対する処置が必要になったことが
原因である。
　各マンションとも第2回目の工事では、最初の工事時にフィラー処理を施した部分のひ
びわれが、一部で再発している箇所が見られた。特に開口部廻りなど、躯体の歪が集中す
る箇所に再発が多く見られる。これらのひびわれに対しては、第2回目の工事時にUカッ
トシール処理を施して再発を防止している。一方、最初の工事時にUカットシール処理を
施した部立のひびわれの再発は少ない。
　以上のことから、5つのマンションを総合的に見ると、初期の内に、ひびわれ補修を適
切に実施すれば、その後はひびわれの進行を抑制できると考えられる。ただし、躯体の挙
動性が高いと推察される部分にフィラー処理を施すと、ひびわれは再発する可能性が高い。
したがって、躯体の挙動性が高いと擦される部分に対しては、巾O．3mm未満のひびわれ
であってもUカットシール処理を施すことが望ましい。
4）モルタル層の浮き補修
　本節の分析における調査対象マンションでは、外壁にモルタル下地層が施されているマ
ンションは無い。したがって、当工事項目の対象部位は、手摺壁天端や庇天端などのモル
タル整形部、ならびにT－Tohoにおいてはバルコニー手摺斜壁部分の段差修正モルタル層で
ある。
　図皿一10にこれらの浮き補修の改修数量を見る。T－Tohoは他の調査対象と比較して建設
年度が古く、コンクリートの打設精度が悪い。したがって、T－Tohoにあっては、施工精度
　　　　■：第1回目の外壁等総合改修工事
　　　　口：第2回目の外壁等総合改修工事
D－0・－1日‖■■■
D－E・－kl
lD－Kuru　E一一一一一一竺：：：：：±：：：：：：：：：］
D－Hori‖LT－T・h・∈璽璽≡一一一竺一≡一≡！■■■■■■■■■■■■■■■■■O．000　　　　　　　0，020　　　　　　　0．040　　　　　　　0、060．080
　　　　　　　　1
0．100　　　　　　　0．1201
　　　　（㎡／㎡）1
図皿一10モルタル層の浮き補修
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の誤差を補うために整形モルタルが施されている剖立が比較的多く、改修数量も多くなっ
ている。T－Tohoの経年に伴う劣化数量の推移を見ると、第2回目の工事時の方が、第1回
目の工事と比較して補修数量が減っている。これに対して、D－KLiru、　D－Horiは、第1回目
の工事時は、モルタルの浮き補修数量がT－Tohoと比較して少ないものの、第2回目の工事
時には第1回目より改修数量が増えている。
　これらの事を勘案すると、T－Tohoの結果からは初期の内に発生したモルタル層の著しい
浮きは、補修することによって補修後の劣化進行をかなりの程度まで抑制することが可能
であると言えるが、D－K㎜、　D－Horiの結果からは健全なモルタル層であっても、経年に伴っ
て徐々に浮いてくると言える。したがって、モルタル層の浮きに対しては、経年に伴い新
たな浮きが発生することが予測できるので、定期的な点検、ならびにそれに基づく保全対
策が重要になる。
5）　モルタルの面状・線状修復処理
　表皿一5、図m－11に、モルタルの面状、ならびに線状修復処理の改修数量を見る。この処
置の対象は整形モルタルの劣化・浮きが著しい部分であり、既存モルタルを研り取った上
で再整形する仕様である。
　モルタルの面状、ならびに線状修復処理に関する補修数量の推移は、「躯体補修」「ひび
われ補修」の補修数量の様に明らかな減少傾向は見られず、むしろ増加している項目が多
い。また、補修数量が増加したマンションと減少したマンションとの間に有意性があると
は言えず、これらの増減は個々のマンションの特性によるものと考えられる。しかしなが
らこの結果からは、モルタル整形部の浮きは築後10数年目に健全であった部位であっても
経年に伴い浮きが生じ、やがては剥落することを示唆している。改修工事時に将来的な保
全対策の検討を盛り込むならば、剥落が即時事故につながる剖立などにあっては、健全な
部位であっても落下防止措置などを講じるのも建物保全の一つの手法と言える。
一　一　．　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　 ＿
﹇
　　　　■：第1回目の外壁等総合改修工事
［　P：第2回目の外壁等総合改修工事
ID－0・－1日■－
I
　D－Es－k　〔＝：コ
　D－Kuru　〔＝＝：：コ
D－H・riE璽一一一璽一一一璽『■■■■■■一■
τ一T・h。E一一一三一一璽一一＝＝＝＝＝±＝＝＝＝＝＝±＝コ
0．000　　　　　　　　　0．005 0．OIO O．015 0．020 　O．025
（㎡／mn）
図皿一11　モルタルの面上復元修復処理（O．　1㎡以上）
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皿．5．まとめ
　本章では、老朽化が懸念されるマンションの維持・保全対策の一環として、躯体劣化を
予測するためのデータ整備を図ることを目的に、マンションで行われる大規模修繕工事の
躯体改修数量を分析した。これらの分析結果からは、マンションの躯体劣化の実態として
以下のことが明らかになった。
（1）　第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量
　　　　1）躯体補修の劣化の傾向
　　　　　10cm以上の鉄筋発錆はRC造のマンションで、10cm未満の鉄筋発錆はPC造のマンショ
　　　　ンで比較的多く生じている。また、タイル仕上げのマンションでは鉄筋発錆による劣化は
　　　　少ない。これらの劣化は施工精度に起因する側面が大きい。
　　　　2）ひびわれ補修の劣化の傾向
　　　　　ひびわれはPC造に比較してRC造の方が多い。これはRC造に比べてPC造のコンクリー
　　　　　トは均一で緻密であり、建物全体の歪を吸収する目地も多いことから、ひびわれが生じ難
　　　　いことを示している。また、金物取り合い部のひびわれは、その取付仕様など各マンショ
　　　　ンに付帯する要因に依っている。
　　　　3）モルタル補修の劣化の傾向
　　　　　モルタル補修は建物に付帯する整形モルタルの量と補修数量に関係性があると考えられ、
　　　　整形モルタルが多いマンションでは補修数量も多くなる。したがって、近年の建物の複雑
　　　　化や意匠上の多様化に伴うモルタル整形部の増加は、今後の建物保全を勘案すると十分な
　　　　注意を要する。
　　　　4）平均補修数量
　　　　　本章の研究では、各工事項目に対する建物形態分類別の平均補修数量を整理した。これ
　　　　らの数量からは、今後のマンション保全において様々な活用法を見出すことが可能である
　　　　が、今後は単一の設計事務所が保有するデータだけではなく、多くの改修データを蓄積す
　　　　ることによって、保全予測の基準となるデータの精度を高めていく必要がある。また、一
　　　　っの団地であっても棟別に格差が生じていることが解った。この事から、団地型マンショ
　　　　ンでは、棟別の保全計画を策定することが重要になる。
（2）経年に伴う躯体劣化数量の推移
　　　　1）躯体補修の経年に伴う補修数量の推移
　　　　　鉄筋発錆に伴う躯体劣化は、第1回目の工事時に適切な処置を施せば、その後の工事で
　　　　は劣化数量が減少すると言える。また、ジャンカなどの新築時からの不具合にあっても、
　　　　第1回目より第2回目の方が、補修数量が減少する。
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2）ひびわれ補修の経年に伴う補修数量の推移
　ひびわれ補修も躯体補修と同様に、第1回目より2回目の方が補修数量は少なくなる。
ただし、第1回目の工事時に、微細なひびわれであっても躯体の挙動性が高いと推察され
る部分にあっては、Uカットシール処理などの処理を施し、ひびわれの再発を防ぐ必要が
ある。
3）モルタル補修の経年に伴う補修数量の推移
モルタル層の浮きや成形モルタルの不具合は、適切な補修を施すことによって、ある程
度まで劣化の進行を抑制できるが、経年に伴って新たな劣化が生じる。したがって、将来
的には健全な部立も含めて保全対策を講じることが望ましい。
以上から、概ねコンクリート躯体に関しては、第1回目より第2回目の工事時の方が補
修数量は少なくなると結論付けた。したがって、将来のマンション保全を見通す上で、第
1回目の工事の重要［生は非常に高い注8）。また、モルタル整形部にあっては、改修工事に
関わらず、経年に伴う不具合が増えるとした。これは、「皿．3．第1回目の大規模修繕工
事における躯体劣化数量」でも指摘するとおり、デザイン形態の複雑さが、モルタル整形
部を増やしていると考えられ、今後は整形モルタルの在り方について保全上の注意が必要
となる。
　本章の研究では、築後12年前後で生じる躯体劣化の実態を明らかにし、さらには、その
後に生じる躯体劣化を継時的に実証してきたが、築後30年以上を経年する高経年マンショ
ンの老朽化を検証するためには、さらなる継続的な躯体改修データの検証が望まれる。ま
た、高経年マンションの耐久／生を検証するこれらの研究は、マンションの維持保全に留ま
らず、耐ク牲を向上させる上でも重要である一方で、新築マンションの工法などを見直す
上でも基礎的データとしての役割を担う。
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皿．6．注と参考文献
注
注1）　国±交通省「建築着工統計」をもとにした、国土交通省の推計によると、日本のマ
　　ンションストック数は1981年に100万戸に達しており、これらのマンションは、2010
　年には築後30年以上経年することになる。なお、ここでいうマンションとは、中高
　層（3階建て以上）、分譲、共同建て、鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造・
　欽骨造の住宅を指すが、本研究で分析対象として扱うマンションは、鉄筋コンクリー
　　ト造、ならびに鉄骨鉄筋コンクリート造の分譲集合住宅を指す。
注2）　実数精算契約では、契約時に「工事仕様」「工事単価」のみを決め、「工事数量」を
　確定させない。その上で、工事完了後、実際に行った工事数量を精算する。
注3）　一式総価契約では、工種別の内訳を定めず、工事総額を請負金額とする。
注4）　例えば、一式総価契約で躯体改修工事を実施した場合、実際には多くの劣化が生じ
　ているにもかかわらず、工事請負者は請負金額で賄える数量しか補修を行わない事態
　が想定される。しかし、契約数量に制約が無い実数精算契約であれば、実際の劣化数
　量に対して実数補修を行える条件の工事契約となる。
注5）　調査対象の団地型マンションの中には、RC造とPC造の建物が混在している団地
　　もある。「IH．3．第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量」では構造形式の
　違い、外壁仕上仕様の違いなど、各建物を形態別に分析するため、団地型マンション
　に対しては棟別のデータを分析することとした。
注6）　本研究で採用した工事の細目は、S設計事務所によるものであり、他の設計事務所
　によっては、工事の細目は若干異なる。ただし、これらの工事項目は、国土交通省大
　臣官房官庁営繕部の『建築改修工事共通仕様書』に準じた仕様を基にしているため、
　　「躯体補修」「ひびわれ補修」「モルタル補修」の大項目やその改修内容の考え方に、
　各設計事務所で大きな差異はない。なお、今後は、工事の細目に対して標準共通項目
　を整備することが、工事単価・工事品質の安定につながると考えられる。
注7）S設計事務所の仕様書では、巾0．3㎜以上のひびわれに対する処理ま、Uカット
　シール処理とエポキシ樹脂注入処理が仕様指定されている。ただし、現場では、巾
　O．3mm以上のひびわれに対しては、概ねUカットシール処理で対応している。
注8）　本研究においては、第1回目の工事を実数精算工事契約によって実施したマンショ
　　ンを調査対象としている。したがって、本研究の対象マンションは、第1回目の工事
　時に十分な躯体改修工事を実施できたと判断される。これに対し、設計・監理者を選
　任せず、実数精算工事方式も取り入れずに工事を実施するマンションも少なからずあ
　　る。これらのマンションにあっては、第1回目の工事時に十分に躯体改修がされず、
　第2回目の工事時に躯体改修数量が激増する可能性がある。
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第N章　団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究
IV．1．研究の背景と目的
　複数の住棟からなる団地型マンションでは、一般的に区分所有者全員で管理する部分と、
各棟の区分所有者が各棟それぞれで管理する部分が存在する。
　「建物の区分所有等に関する法律」（以下、区分所有法）第3条では、「区分所有者の団
体」を規定する中で、マンションの「全体共用」と「一部共用」の概念が示されている。
いわゆる、団地型マンションにおいては、敷地などの様に区分所有者全員で管理する部分
を「全体共用」、名住棟など各棟それぞれで管理する部分を「一部共用」と見る事ができる。
　また、建設省（現国土交通省）が策定した「中高層共同住宅標準管理規約（現マンショ
ン標準管理規約）」では、1997年の改正時に、団地型マンションの修繕に対する積立金と
して「団地修繕積立金」と「各棟修繕積立金」を規定し、各棟修繕積立金は棟ごとにそれ
ぞれ区分して経理するものとした。
　これらは団地型マンションにおける棟別管理や棟別会計を示す内容であるが、棟別管理
や棟別会計の重要性が社会的に注目されたのは、1995年1．月に発生した兵庫県南部地震の
際である。団地型マンションにおいて一部の棟だけが大きな被害にあった場合、その復旧
に関する問題が噴出した。当時も「全体共用」と「一部共用」の概念はあったものの、多
くの団地型マンションでその概念規定が十分にされておらず、団地全体を運命共同体とし
て一括管理していたところが少なくない。これらの団地にあっては、一部の棟だけの修繕、
または建替えに対する費用負担や合意形成手続きなどに関して大きな問題が生じた。なお、
2002年の区分所有法改正では、これらの諸問題を踏まえ、団地全体の建て替えと、1棟ま
たは数棟の建て替えが規定されている。
　以上の社会的背景の下、現在では多くの団地型マンションで「全体共用」「一部共用（棟
別共用）」の概念が導入されているが、修繕積立金における棟別会計制度を十分に整備して
いる管理組合は多くない。また、これまで修繕積立金を団地全体で一括会計してきた管理
組合が棟別会計に移行しようとした際に、区分所有者総会において否決された例もある。
　これらの原因の一つには、居住者レベルにおける棟別会計に対する認識の低さが挙げら
れる。棟別会計が求められる理由としては、建て替え時の問題とは別に、建物の維持・保
全における修繕費などの棟別格差の問題がある。しかし、これまで一括会計で円滑に管理
されてきた管理組合にあっては、実態として棟別格差の問題に直面する機会が少ない。特
に、同形状の住棟が建ち並ぶ団地の場合、一般居住者が修繕費の棟別格差を認識する機会
は少なく、棟別会計に移行する必要性の認識が低くなる。
　団地型マンションにおける修繕費の棟別格差は、今後の建て替えを見据えた上でも大き
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な問題になることが予測される。また、修繕費の棟別格差の問題は、積立金として脈々と
過去から将来に受け継がれ、経年にしたがい大きな歪として顕在化する恐れがある。さら
に、問題が大きく顕在化した場合には、管理組合運営の面で、大規模修繕工事をはじめと
した保全工事を円滑に行なえなくなる事態も想定される。
　そこで本研究主題では、団地型マンションで生じている修繕費の棟別格差の実態とその
要因を明らかにし、棟別会計の必要性を検証することで、大規模修繕工事の円滑な実施の
一助となることを目的とする。
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rv．2．研究の概要と特徴
（1）研究項目
　　　　　一般的にマンションの修繕費は、修繕積立金会計で処理されており、団地型マンション
　　　　における各棟の修繕費の棟別格差に対しては、修繕積立金会計を棟毎に区分し、棟毎の積
　　　　立金額を設定することで対応できる。しかし、全棟一括の会計処理や、全棟同一の基準で
　　　　修繕積立金を算出している団地は少なくない。
　　　　　そこで、本章では、団地型マンションにおける修繕積立金会計の会計処理の構成と、積
　　　　立金額の算出方法を整理した上で、修繕費の棟別格差の実態を明らかにすることとし、以
　　　　下の3項目を整理・分析する。
1）修繕積立金会計の会計区分と修繕積立金の構成
2）形が類似した住棟で構成される団地型マンションの修繕費
3）形が異なる住棟で構成される団地型マンションの修繕費
　なお、本章における研究の目的は、団地型マンションにおける修繕費の棟別格差の実態
を把握し、問題点を整理した上で、修繕積立金の棟別会計の必要性を検証することにある。
したがって、2）では棟別格差が生じにくいと考えられる「形が類似した住棟で構成される
団地型マンション」を分析し、3）では2）との対比の上から、「形が異なる住棟で構成される
団地型マンション」を分析することで、団地型マンションに起こり得る棟別格差の問題点
を可能な限り抽出する。
（2）　研究の対象
　　　　　マンションでは様々な修繕工事が実施されているが、多額の修繕費を要する工事として
　　　　は、一般的に大規模修繕工事が最も高額になる。そこで、ここでは大規模修繕工事におけ
　　　　る工事費を分析することで、団地型マンションにおける修繕費の棟別格差の実態を明らか
　　　　にする。
　　　　　大規模修繕工事における工事費の棟別格差の要因は、各棟の形状の違いに伴う格差、各
　　　　棟の劣化程度に伴う格差、さらには各棟の居住者の要望に伴う格差が想定される。この内、
　　　　各棟の劣化程度に伴う格差は、主に躯体改修工事の工事費が分析対象となるが、これらを
　　　　検証する上では、第H章、第皿章でも述べたとおり大規模修繕工事における躯体改修工事
　　　　にっいて、実数精算契約を用いて工事を実施した事例を分析することが有効である。
　　　　　そこで、本章においても設計事務所の仕様設計・工事監理の下で、躯体改修工事に実数
　　　　精算契約を用いて大規模修繕工事を実施した事例として、S設計事務所に蓄積された大規
　　　　模修繕工事の工事竣工データを分析対象とした。
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IV．3．修繕積立金会計の会計区分と修繕積立金の構成
（1）　修繕積立金会計の会計区分
　　　　　団地型マンションの修繕積立金会計は、それぞれの団地で様々な処理方法がとられてい
　　　　るが、国土交通省によって整理された現行の「マンション標準管理規約（団地型）」の内容
　　　　から一般に普及していると考えられる修繕積立金会計の形態を図IV－1に整理した。
　　　　　　①一一一一彦繕積三金厄理竺伝一拮会語一一一『．一一1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　一一　　　1
　　　　　　②団地唇蓮当⊥一住棟醒斑㌫醒一括竺≡二□
◎地修慈積≧盤［tttkSill・一’t…，liSlt［盤・・…
図IV－1会計区分概念図
　図IV－1の内、①は団地の全体共用部分の修繕に対応するための「団地修繕積立金」と、
各棟の共用部分の修繕に対応するための「各棟修繕積立金」の概念が無く、修繕積立金会
計を一括して行うタイプ、②は「団地修繕積立金」と「各棟修繕積立金」の区分は導入し
ているものの、棟別会計までは導入していないタイプ、③は現行の「マンション標準管理
規約（団地型）」に規定する棟別会計を導入したタイプである。
　これらの他に、棟別会計は導入しているものの団地修繕積立金会計が無く、団地修繕費
は必要に応じて各棟修繕積立金会計から支出するタイプや、③に類似するものとして、各
棟ではなく住棟の建物形状注1）ごとに会計区分を設定しているタイプなども想定される。
（2） 修繕積立金の算出方法
　　　各団地の修繕積立金は、それぞれの団地で様々な方法によって設定されているが、その
　　算出方法は、「全棟同一の積立基準」から算出する方法と、「各棟それぞれの積立基準」か
　　ら算出する方法の二つに大別できる。これらの概念を図IV－2に整理した。
　　　各住棟の修繕費は、外壁面積など、建物の規模や建物形状に影響される。また、建物の
　　規模は、各棟の住戸数や1住戸あたりの専有面積に影響される。これらを踏まえ、図IV－2
　　に示す各タイプの修繕積立金算出方法の特徴を以下に概説する。
　　　　　　　　　　　　　　L［1］　　　　　　　　全戸同一金額　全棟同一の積立基準1　－．一．一＿．．＿一．＿＿一　一一　一．一＿，－
　　　　　　　　　　　L［・］‘、例鷺瀦讐雇餐に磐毒禽鑑，
∈三三ピニ1壽諜欝鞭）ヨ
　　　　　　　　　　図IV－2　修繕積立金の算出方法概念図
﹈
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［1］：全戸同一の金額設定であり、各棟の住戸数による建物規模の違いには対応するものの、
　各住棟の形状の違い、各住戸の専有面積の差は考慮しない算出方法。
［2］：各住戸の住戸形式の違いや専有面積の差は考慮するが、各棟の形状の違いは考慮せず
　に、全棟同一の積立基準から各住戸の修繕積立金を算出する方法。例えば、全棟同一
　の基準単価に各住戸の専有面積を乗じて、各住戸の修繕積立金を算出する方法などが
　ある。
［3］：各棟の建物形状の違いを考慮して、各棟それぞれの積立基準を設定するが、その棟内
　の各住戸では、住戸形式の違いや専有面積の大小に関わらず、同一金額の設定とする
　方法。例えば、長期修繕計画などから、今後25年間に必要な各棟の修繕費を算出し、
　その費用を各棟それぞれの住戸数で除して1住戸あたりの修繕積立金を算出する方法
　などがある。
［4］：各棟の建物形状の違いを考慮して、各棟それぞれの積立基準を設定し、さらに、その
　棟内の各戸の住戸形式や専有面積を考慮して、各住戸別に修繕積立金を算出する方法。
　例えば、各棟それぞれの基準単価に各住戸の専有面積を乗じて、各住戸の修繕積立金
　を算出する方法などがある。
　前項に示す③の会計処理方法の様に、棟別会計を導入している団地であっても図IV－2に
示す［1］，［2］の様に「全棟同一の積立基準」で修繕積立金を算出している事例もある。この様
な場合、必ずしも各棟それぞれの修繕費に応じた修繕積立金が設定されているとは言えな
い。したがって、様々な形状の住棟や住戸で構成される団地型マンションにあっては、各
住棟の形状の違い、1棟あたりの住戸数、各庄戸の専有面積などを加味した修繕積立金の
設定をするのが合目的であり、棟別会計に伴う修繕積立金の算出に際しては、図IV－2に示
す［4］の手法を用いるのが望ましい。
（3）会計区分と修繕積立金の設定
　　　　　前項までで整理したように、団地型マンションにおける修繕積立金は、「会計区分」と「修
　　　　繕積立金の算出方法」の二っの要素で構成される。したがって「マンション標準管理規約
　　　　　（団地型）」に規定する棟別会計を導入するためには、まずは「（1）修繕積立金会計の会計
　　　　区分」で示した③の会計区分を設定した上で、「（2）修繕積立金の算出方法」で示した［4］
　　　　の修繕積立金算出方法を整備していくことが望まれる。
　　　　　なお、都市基盤i整備公団（現（独）都市再生機構）による2002年の団地管理規約の標準
　　　　例では、各住棟別に棟別修繕積立金を経理し、その積立金は各住棟別に所要額を算出した
　　　　上で、その住棟の組合員が専有面積の比により負担することとしており、本節で言う③の
　　　　会計区分、ならびに［4］の修繕積立金算出方法を設定している。
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N．4．形が類似した住棟で構成される団地型マンションの修繕費
（1）　研究の対象
　　　　　形が類似した住棟で構成される団地型マンションにあっては、建物形状の違いに伴う修
　　　　繕費の棟別格差は生じにくいと考えられがちである。したがって、この様な団地に住まう
　　　　一般居住者にあっては、修繕費の棟別格差を実感する機会が少ない。そこで本節では、形
　　　　が類似した住棟で構成される団地型マンションについて、修繕費の棟別格差の実態を明ら
　　　　かにし、この様な団地における棟別会計の必要性を検証する。
　　　　　分析対象は、S設計事務所に蓄積された大規模修繕工事のデータの内、形が類似した住
　　　　棟で構成される団地型マンションであり、躯体改修工事に対して実数精算契約を用いて工
　　　　事を実施した事例として、H団地を選定した。　H団地は、これまでに2回の大規模修繕工
　　　　事を実施してきているが、第1回目、ならびに第2回目共、S設計事務所が仕様設計・工
　　　　事監理を行っている。したがって、H団地の工事データからは、経年に伴う修繕費の棟別
　　　　格差も検証することができる。
（2）H団地の概要
　　　　　H団地の住棟概要を表IV－1に、　H団地の建物概念図を図IV－3に示した。
表IV－1　H団地住棟概要
号棟　　階数 戸数　　　階段数　　構造　　専有面積　　住戸形式　　会計区分
1－A棟一一一．
P・B棟
5F 10戸 1階段 ????? 77．821㎡　　　一一一
5F 10戸 1階段 77．82nf3LDK（1） A区分
1－C棟 5F 10戸 1階段 PC造 7794㎡ 3LDK（2）
2－A棟　　　5F
2－B棟　　　5F
20戸　　　2階段　　PC造　　56．81㎡
20戸　　2階段　　PC造　　56．81nテ
3・A棟 5F 30戸　　　3階段　　PC造　　56．81㎡
3－B棟 ?? 30戸　　　3階段　　PC造　　　56．81㎡
3－C棟
3－D棟
3－E棟
5F
5F
5F　　　30戸
30戸　　　3階段　　PC造
30戸　　　3階段　　PC造
56．81㎡ 3DK B区分
56．81㎡
3階段　　PC造　　56．8ihi－’
3－F棟 5F 30戸　　　3階段　　PC造　　56．81㎡
3－G棟 5F 30戸　　　3階段　　PC造　　56．81㎡
合　計 13棟　300戸 平均専有面積　6292㎡
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階段室
一一一Q住戸
図IV－3　H団地の建物概念図
　H団地は1980年に日本住宅公団（現　（独）都市再生機構）によって分譲された首都圏に
建つ団地型マンションである。13棟からなる住棟は概ね類似した建物であり、全てPC造、
5階建て、住戸が直列に配置された階段室型建物である。これらの住棟は住戸形式によっ
て大きく3LDK、3DK、4LDKの3タイプに分けられる。この内、3LDK住戸の1－A棟と
1－B棟は同形状の住棟であり、同様に、3DK住戸における2－A棟と2－B棟、さらには3－A
～G棟もそれぞれ同形状の住棟となっている。また、2－A，B棟と3－A～G棟とは、階段数
が異なるものの、建物形式注1）は同一である。各棟とも1棟を構成する住戸は、階段室を
挟み左右反転した同一平面構成、ならびに同一専有面積の住戸で構成されている。
　H団地のこれまでのイ彦繕積立金会計は、表IV－1の「会計区分」に示すとおり、「A区分」
「B区分」「C区分」と、「団地イ顔善積立金」の4つの会計区分から構成されており、住戸
タイプ別の会計制度は導入されているものの、棟別会計制度は導入されていない。また、
H団地の修繕積立金は、会計区分ごとに金額設定がされているが、「A区分」における1－A，B
棟と1－C棟との違いや、「B区分」における2階段タイプの住棟と3階段タイプの住棟の違
いは考慮されていない。これらの経緯から、H団地では、2007年度に実施した第2回目の
大規模修繕工事の実績を踏まえ、棟別会計への移行の検討を2008年度から始めている。
（3）　H団地における大規模修繕工事の内容
　　　　　H団地では初年度入居後、鉄部塗装工事や屋上防水改修工事、給排水設備改修工事など
　　　　様々な修繕工事を実施している。表IV－2には、　H団地において過去に1000万円以上の支
　　　　出を伴った修繕工事暦を整理した。表IV－2を見ると、第1回目、ならびに第2回目の大規
　　　　模修繕工事における工事費が、他の工事と比較して突出して高額になっている事が判る。
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表IV－2　H団地の修繕暦
入居暦 工事項目 概算金額
13年目 第1回目　外壁等総合改修工事 177，000，000
一一一一　－@　17年目一 一鉄部塗装工事 12，200，000－　一一1－一
　　　　一一一鼈鼈黶D一@　20年目 一一一一一一． 鼈鼈鼈鼈鼈 一一一一一．屋纐h水改修工事　　　　　　　　　　　　　一一一一一一一一? ー? 一? 67，100，000－一一一一一一
　　一一　@一21年目?? 一一一一一一鼈齟梼ﾔ場増設工事給
r水設備改修工事?
4，000，0009
S，800，000　　　　　
一一一r　@23年目? ス埋設管更新照
ｾ器具交換?
4，800，0003
T，400，000　　　－一一
　一一一2W年目? ? 一一一一一一一一一　第Q回目　外壁等総合改修工事? ．一．－3P1，300，000
本来、修繕費における棟別格差を厳密に把握するためには、これまでに実施した修繕工
に関する全ての工事費を累計した上で、棟別の修繕費を比較・検討するのが望ましい。
かしながらH団地のこれまでに実施した工事の中には、棟別の工事費が算出されていな
ものも含まれている。
そこでここでは、棟別の工事費が判明しており、費用の突出する大規模修繕工事につい
分析を行なうこととした。
お、本章では、各住戸の広さを考慮した上で、各戸の負担額を把握するために、各棟
専有面積1㎡あたりの工事費を用いて分析をすすめる。
団地では、入居13年目にあたる1992年に第1回目、入居28年目にあたる2007年に
2回目の大規模修繕工事を実施した。図IV－4には、これらの工事内容と、専有面積1㎡
たりの平均工事金額を示した注2）。
なお、表示金額は、国土交通省が公表している建設工事費デフレーターの「非木造住宅
C造jの数値を基にし、2000年度を基準とした工事実施年度の実質値である注3）。
仮設足場
e防水工事
躯体改修工事　　　囹塗装工事
環境改善工事　　　誉諸経費・消費税
2回目■樋懸懸獲　　　　　　　　　　　　　　＼一一　mr一一二三三三＝「ヲ
1回目醗醗熱〆一一一一／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　」　　　　1
，500　　　5，000　　　7，500　　10，000　　12，500　　15，000　　17，5001
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円／㎡）
IV－4　H団地の2回の工事における専有面積1㎡あたりの工事費
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　図IV－4に示す工事の内、「仮設足場」は外壁廻りに仮設した工事足場の費用、「躯体改修
工事」はひびわれ、鉄筋露出部などの躯体補修費用、「塗装工事」は外壁廻りや鉄部廻りの
ケレン・塗装費用、「防水工事」はバルコニー・階段室・庇廻りの防水、ならびに外壁廻り
のPCパネルジョイント部などのシーリング打ち替え費用、「環境改善工事」はサソシの改
善や階段手摺の交換などの住環境改善工事に要する費用である。
　これらの内訳を見ると、第1回目の工事時には外壁廻りをはじめとする「塗装工事」が
主要な工事となっているのに対して、第2回目の工事時には「環境改善工事」が主要な工
事となっている事が判る。これは、サッシの改善や、居住者の高齢化に伴う階段手摺の改
善などが生じたことが原因である。また、第1回目の工事時は、工事費の総額は
9，452円／㎡であったのに対して、第2回目の工事時には「環境改善工事」の費用が高額と
なったことを主因として、第1回目の約1．7倍の金額である15，713円／㎡となっている。
（4）H団地における大規模修繕工事費の棟別格差
　　　　　図IV－5に各棟の専有面積1㎡あたりの工事費を示した。また、表IV－3に各会計区分にお
　　　　ける、最高金額を示した住棟と最低金額を示した住棟との専有面積1㎡あたりの差額を整
　　　　理した。これらの図表から、H団地の大規模修繕工事費の棟別格差を以下にみる。
　　　　　工事費の棟別格差が大きかったのはA区分の住棟であった。これは、1－C棟の工事費が
　　　　A区分の他棟より高額になった事が原因であり、第1回目、ならびに第2回目の工事費を
　　　　併せた合計金額では、平均工事費の約11％にあたる2，318円／㎡の差が生じている。A区
　　　　分の1住戸あたりの専有面積は約78㎡であるので、2，318円／㎡に78㎡を乗じて1住戸当
（円／㎡）
30，
■第1回目の工事金額　　　　口第2回目の工事金額
25，
　　A区分
平均：20，859円／㎡
Bコ2AZ
　　B区分
平均　24，999円／㎡
　　C区分
平均　23，379円／㎡
20，000
‘i5，000
‘10，000
　5，000
L＿ A 1－B　l－C 3－A　3－B　3＜　　3－D
　一一一一 「???????????? ????????????????
F一3E一3 4－A
図IV－5　H団地の各棟の専有面積1㎡あたりの工事費
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表IV－3各回工事において最高金額・最低金額を示した住棟の金額差
第1回肛事時纐 第2回肛事時鑑
　　　　　一黶D一一
　　　　　第咽目・第2回胎計金額一一一一一一一一
会言枢分 一一一
f厚費　最大の舗差別
　　　　一
f欝費賦行
@差鋤㌢合
一平均淳費　最大の錨差潮 閣工事費に対る
@差譲〔噛合
一
鞠工事費　最大の金額差※1
　　一．@ 　　　一一f工事費に対する
@差額の審合
枢分 8．132円／㎡　　123円／㎡2％　一一 12、727円／㎡‘　2、374円／㎡　一一． 　　19％一一一 20．859円／㎡　2．318円／㎡　　　　　　　　　　　　　．一一r一　Il％　一一
一．@B区分
一一 K9円76　疏／㎡　　　　　　一一一 15、呂19円／㎡　　466円／㎡一一一一▲．．一
????????
24．999円／㎡　　886円／㎡　一→一一 4％
一C区分 一8982円／㎡　　　　・　　　　　一’@ ，r”@　　ププ　ー’@’^
14．397円／㎡　　　　．
一
23、379円／㎡　　　　．　　　　一　〔
全体 8192佃／㎡　B75円／㎡15％ 14、996円／㎡　4、198円／㎡28％ 23，919円／㎡　5．471円／㎡123％
※1　’最大の金額差」とは、各会計区分において、工事金額が最高であった住棟と最低であった住棟の差額を示す
たりの金額差を算出すると約180，804円／戸の差が生じたことになる。また、工事費の差
が大きく生じたのは第2回目の工事時であり、2，374円／M2の差であった。　A区分の住棟の
内、格差が生じた1－C棟は、他の2棟とは建物形式が異なり、手摺金物など建物付帯鉄部
の仕様が違う。この事が工事費に差が生じた原因であり、その詳細は次項で述べる。
B区分の住棟の工事費をみると、第1回目、ならびに第2回目の工事費を併せた合計金
額の差は、平均工事費の約4％にあたる　886円／㎡であり、最高金額は2階段住棟である
2－A棟、最低金額は3階段住棟である3－D棟であった。また、B区分の住棟の内、第1回
目、ならびに第2回目の工事費を併せた合計金額の平均は、2階段住棟が25，510円／㎡、3
階段住棟が24，853円／㎡となっており、2階段住棟の方が、専有面積IM2あたり
657円／㎡高くなっている。なお、同一形状の3階段住棟の中でも、最高金額と最低金額
とでは328円／㎡の差が生じている。
以上から、A区分の住棟からは、同程度の規模の住棟であっても建物形式の違いにより、
専有面積1㎡あたりの修繕費には差が生じると言え、B区分の住棟からは、同一形式の住
棟であっても階段数（住戸数）の違いにより、専有面積1㎡あたりの修繕費に差が生じる
と言える。また、全く同じ形状の住棟であっても修繕費には差が生じることが判った。
H団地全体を見ると、2回の工事における合計金額の棟別格差は、全体の平均工事費の
約23％にあたる5，471円／㎡となっており、これにH団地の平均専有面積である62．92㎡
を乗じると、約344，000円／戸の襯ll格差が生じていることが判る。
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（5）H団地における修繕費の棟別格差の内容
　　　　　本項では、修繕費の椥r」格差にっいて、その原因を明らかにする。そこで、表rv－4，5、図
　　　　IV－6，7には、大規模修繕工事における各工種を工事費の変動要因ごとにまとめ、各回工事
　　　　時の最高金額を示した住棟と最低金額を示した住棟との専有面積1㎡あたりの差額を示し
　　　　た。なお、以下に図表に示した各工種の工事費の変動要因を整理する。
　　　　　1）「仮設足場・塗装・防水工事」
　　　　　　これらの工事は、建物の形状によって工事対象面積が変わるので、工事費の棟別格差は
　　　　主に建物形状の違いに起因する。
　　　　2）「躯体改修工事」
　　　　　躯体改修工事は、実数精算によって工事が実施されるので、各住棟の劣化程度によって
　　　　その改修数量が変化する。したがって、躯体改修工事の費用が高額になった住棟にあって
　　　　は、他棟と比べて躯体劣化が多かったことを示す。
　　　　3）「環境改善工事」
　　　　　環境改善工事は、階段手摺の取替え、サッシの改善など、住環境を向上させるための工
　　　　事であり、各庄棟の区分所有者の要望や各住棟にイ寸帯する金物などの劣化程度が反映され
　　　　た工事である。
　　　　4）「諸経費・消費税」
　　　　　諸経費・消費税は、各棟同率の経費率・税率が工事費に乗じられて算出されている。
表IV－4　A区分において最高金額・最低金額を示した住棟の金額差
1回目工事時金額 2回目工事時金額
工種 平均・酬最樽額差。‡竃㌫ 　　　　　　最大の金額差　平均工事費に平均工事費　　　　　　　　　　　　　対する差額の割合
諸経費哨費税 725円／㎡　　　11円／㎡1　　　2％ 1292円／㎡　　241円／㎡　　　19％
環境改善工事 488円／㎡ 84円／㎡　　17％ 5，088円／㎡　　L860円／㎡　　　37％
躯体改修工事 326円／㎡ 247円／㎡　　76％ 175円／㎡　　223円／㎡　　　127％
仮設足場・塗装・防水工事 6，593円／㎡ 276円／㎡　　　4％ 6，171円／㎡　　110円／㎡　　　　2％
※1「最大の金額差」とは、各会計区分において、工事金額が最高であった住棟と最低であった住棟の差額を示す
　　　　　■A区分第1回目工事
　　　　　　　　　　　L　　　諸経費’消費税「
‘　　　　　環境改善■一一　　一一一　『一一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿
…　　　躯体改修〔一己
｜仮設足場・塗装・防水■」■
｜　　　　　　　　　　　　一一．．一一一　　　一ttt－
1　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　500
＝A区分第2回目工事
1000 1500　2000（円／㎡）
図IV－6　A区分における各工種の工事費の差額
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表IV－5　B区分において最高金額・最低金額を示した住棟の金額差
工種
1回目工事時金額 2回目工事時金額
一一ｽ均麟最大n縫　平均工事費にﾎする差額の割合 平均工事費 駄ξ㌍差 　平均工事費にP対する差額の割合
諸経費・消費税 812円／㎡　　41円／㎡ 5％ 1599円／㎡ 47円／㎡ 3％
環堤改善丁事　一 983円／㎡　　67円／n』 7％ 7，596円／㎡1　　　　　1Q15円／㎡1　　　　　‘ 3％
一．
躯体改修工事 　　　　一一．T35円／1㎡　168円／n了31％ 318円／㎡ 　　　　　I撃n7円／nぞ 34％
一
仮設足場・塗装・防水工事 6．778円／1寸　378円／㎡6％ 6，231円／nf274円／㎡ 4％
※1「最大の金額差」とは、各会計区分において、工事金額が最高であった住棟と最低であった住棟の差額を示す
　　　　　■B区分第1回目工事
　　　諸経費・消費税■
　　　　　　環境改善■一一一
　　　　　　躯体改修　＿
　　　　　　　　　　　L一仮設足場・塗装・防水■■■■■■
一B区分第2回目工事
0 500 1000　　　　　　　1500　2000（円／M2）
図IV－7　B区分における各工種の工事費の差額
　表IV4、図IV－6にA区分の各工種における工事費の棟別格差を見る。
A区分の工事費の棟別格差は、第2回目工事時の環境改善工事が突出して大きい。した
がって、前項で指摘したA区分の棟別格差は、環境改善工事が大きな要因になったと言え
る。A区分の住棟の内、1－A，B棟は窓に付帯する手摺がアルミ製であったのに対して、1－C
棟は鋼製であり、腐食による劣化が生じていた。そこで、1－C棟のみ窓手摺の交換を図っ
た。また、1－A，B棟はバルコニー手摺に化粧パネルが付帯していなかったが、1－C棟は鋼製
の化粧パネルが付帯しており、このパネルの交換も大きく工事費に影響している。
　表IV－5、図IV－7にB区分の各工種における工事費の棟別格差を見る。
　第2回目の工事を見ると、「環境改善工事」の格差が「仮設足場・塗装・防水工事」に次
いで大きく生じている。B区分の住棟は、全て同じ建物形式であるので、「環境改善工事」
にあっても各棟で同じ工事仕様である。各棟共通の工事仕様であるにもかかわらず「環境
改善工事」に棟別格差が生じたのは、1階専用庭に付帯する上部からの落下物防護ネット
の腐食部補修費用が主因になっている。落下物防護ネットの劣化程度は各棟で異なり、補
修部の箇所数が工事費の格差にっながった。
以上の様に、「環境改善工事」は、外壁面積や建物の規模に関わらない工事であり、居住
者の要望や建物に付帯する物品類の劣化程度に影響される。また、「環境改善工事」は建物
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の経年と共に増加することが想定される。H団地の事例では、第2回目の工事時における
環境改善工事費が、全体工事費の約半分を占める大規模な工事となっており、今後も環境
改善工事の増加によってさらに大きな棟別格差が生じる可能性がある。例えば、1棟のみ
バルコニー手摺の劣化が著しく進行した場合は、その棟のみ交換することもあり得るし、
玄関扉の交換を1棟のみ実施する事も想定される。これらの工事には高額な費用が必要と
なるので、将来の維持・保全工事を考える上では、環境改善工事が棟別格差に与える影響
は大きい。
　「躯体改修工事」は、図IV－4によると全体工事費に対する割合が最も小さい工事である
が、工事費の棟別格差は比較的大きい。ただし、A区分、　B区分とも、第1回目と比較し
て第2回目の工事時の方が棟別格差は小額になっており、平均工事費も第1回目と比較し
て第2回目の方が減少している。
躯体劣化は、第1回目の工事時には新築時の施工精度によって、各棟で劣化の生じ方に
差が出ると考えられる。これらの劣化に対して、第1回目の工事時に適切な処置を施せば、
躯体の状態は各棟で概ね均質になると考えられ、第2回目の工事時には棟別格差が減少す
るものと推察する。
　「仮設足場・塗装・防水工事」の工事費格差は、A区分においては1－A，B棟と1－C棟と
の差であり、B区分においては2階段住棟と3階段住棟との差である。特に、　B区分にお
ける工事費の格差は第1回目、第2回目の工事とも「仮設足場・塗装・防水工事」の差額
が最も高額になっており、前項で指摘した2階段住棟と3階段住棟との工事費格差は、「仮
設足場・塗装・防水工事」において生じたと判断できる。これらの工事は、同じ形状の住
棟であれば同じ工事数量が計上されるので、階段数（住戸数）の違いによる建物形状の違
いが、棚1酪差を生じさせた原因である。
　「仮設足場・塗装・防水工事」にあっては、A区分における「環境改善工事」の様に高
額な棟別格差は生じていないものの、同形式の住棟を比較する上では、階段数（住戸数）
の違いに伴う修繕費の棟別格差は、比較的大きな要因になると言える。
（6）　H団地に見る棟別格差の問題点
　　　　　本節の分析結果をまとめると、以下のとおりとなる。
　　　　　1）同程度の規模の住棟であっても、建物形式の違いにより建物付帯物が異なるため、「環
　　　　　　境改善工事」に伴う修繕費の棟別格差が大きく生じる。また、「環境改善工事」は、同
　　　　　　形状の住棟であっても、建物付帯物の劣化程度によって修繕費に棟別格差が生じる。今
　　　　　　後、これらの棟別格差は、経年に伴う環境改善工事の増加に伴い広がる可能性がある。
　　　　2）　「躯体改修工事」は、大規模修繕工事全体からすると小額工事であるが、修繕費の棟
　　　　　　別格差は生じやすく、第1回目、ならびに第2回目の工事とも、比較的大きな格差が生
　　　　　　じている。ただし、第1回目の工事時よりも第2回目の工事時の方が、工事規模が減少
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　しており、修繕費の棟別格差も減少している。
3）同形式の住棟であっても、階段数（住戸数）の違いにより、「仮設足場・塗装・防水工
　事」の工事費に棟別格差が生じる。この格差は「環境改善工事」の様に高額な格差には
　なっていないが、同形式の住棟間における最も大きな格差の要因となっている。
H団地では、住戸タイプ別の会計は取り入れているものの、各会計区分内においては、
建物形状の格差を考慮した修繕積立金の設定にはなっておらず、棟別会計制度も導入して
いない。しかし、これらの結果を踏まえると、住戸タイプ別の会計処理では不十分であり、
類似した形の住棟で構戒された団地であっても、棟別会計、ならびに棟ごとの修繕積立金
の設定が望ましい。
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IV．5．形が異なる住棟で構成される団地型マンションの修繕費
（1）　研究の対象
　　　　　前節「IV．4形が類似した住棟で構成される団地型マンションの修繕費」では、概ね形
　　　　が類似した住棟で構成される団地型マンションの事例として、H団地の大規模修繕工事に
　　　　ついて分析を試み、修繕費の棟別格差の実態を明らかにした。これに対し、本節では様々
　　　　な形の住棟で構成される団地型マンションとして、K団地の大規模修繕工事について分析
　　　　することで、建物形状の違いが及ぼす修繕費の棟別格差を明らかにする。
　　　　　K団地の住棟は、H団地と同様に5階建て階段室型であり、概ねH団地と同規模の住棟
　　　　で構成されている。そこで、H団との対比の観点から、　K団地の大規模修繕工事を分析対
　　　　象とした。
（2）　K団地の概要
　　　　　K団地の概要を表IV－6、図IV－8に示す。　K団地は首都圏に建ち、住宅・都市整備公団（現
　　　　　（独）都市再生機構）から1987年に分譲された団地型マンションであり、7棟、168戸で
　　　　構成される。全棟階段室型5階建て住棟であるが、4棟がPC造、3棟がRC造である。　PC
　　　　造の住棟は全棟直列型の平面形状であるが、その内の1棟は南側にエントランスがあり、
　　　　ライトコートが付帯している。RC造の住棟は全棟雁行型の平面形状となっている。また、
　　　　7棟の内、6棟は陸屋根であるが、RC造住棟の内の1棟はスレート瓦による勾配屋根になっ
　　　　ている。以上をまとめると、K団地は6タイプの異なる住棟で構成されており、各タイプ
　　　　で建物形状の違いによる工事費の格差が生じると考えられる。また、K団地の住棟は、左
　　　　右対称形状の住戸を除くと、各棟とも専有面積の異なる2つの平面構成の住戸で構成され
　　　　ている。
　　　　　表IV－7には、　K団地において過去に1000万円以上の支出を伴った修繕工事暦を整理し
　　　　た。表IV－7を見るとH団地と同様に、第1回目、ならびに第2回目の大規模修繕工事にお
　　　　ける工事費が、他の工事と比較して突出して高額になっている事が判る。
　　　　　なお、H団地の事例では、第1回目、ならびに第2回目の大規模修繕工事のデータにつ
　　　　いて分析をしたが、S設計事務所に蓄積されるデータの内、　K団地の工事データは第2回
　　　　目の工事時のものしか保存されていない。したがって本節では、第2回目の工事のみを分
　　　　析対象とした注4）。
　　　　　K団地の修繕積立金会計は、棟ごとに会計区分が分かれているものの、全棟同一の基準
　　　　単価に各住戸の専有面積を乗じる方法で修繕積立金が設定されており、本章第3節におけ
　　　　る③の会計区分、［2］の修繕積立金算出方法を採用している。K団地においては、2007年度
　　　　に実施した第2回目の工事実績を踏まえ、建物の高経年化に向けた準備として、棟別格差
　　　　の整備が求められている。
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表IV－6分析対象団地の概要
住　棟　　住戸数　　平均専有面積 階数 構造曄段数1備考
A棟　　　20戸　190．73（㎡／住戸）
B棟　　　20戸　　83．28（M2／住戸）
　　　　　　　　1
????」 ?
??　－　　　 －　　2階段
　　　1　ライトコート2階段　　　1　直列型
　　　1　　直列型
C棟 29戸　　72．74（1㎡／住戸）　5F（一部4F） PC 3階段 直列型
D棟 29戸　　72．74　（m2／住戸）　5F一部4F 工「直列型
E棟
F棟
20戸　　87．69（㎡／住戸） 5F
30戸　　87．69（㎡／住戸） 5F
　　　　　　　　勾配屋根RC　　　2階段　　　　　　　　　雁行型L＿＿
RC 3階段
　r一一一一一一u5F　　　RC　l2階段　　　‘　　　　　　1
雁行型
G棟 20戸　　87．69（㎡ノ住戸） 雁行型
　　　　　　　　　　　　平均合　計　　　168戸　　　　　　　　　　82．36（㎡／住戸 PC　4　98互RC棟　　3棟　　70戸
??
▼
?
　　ライトコート
▼　　　　　　　▼
＼
?
4F部分
　C，D棟
　　　▼
B棟
F棟
▼一”－i－一一LL－一一一一エントランス
　　　ー一一一階段室
　　　　　　住戸
?
?
　↑’・÷’一≡．
@↓
?→‥?「?〉　↑一一一曽一一’
@↓　↑“”一一一F－
@↓ ＼勾配屋根
E棟
▼
G棟
図IV－8　K団地の建物概念図
表IV－7　K団地の修繕暦
入居暦 工事項目 概算金額
5年目一一一 駐車場増設工事 57，871，000
ll年目一一一一 　　　　　　　　　　　　一一一一一．一一一謔P回目　外壁等総合改修工事 一一一@　　一一 一－一　一一一一一@101，998，000
13年目 鉄部塗装工事、A棟屋上防水工事 12，955，000
　17年目一．．一一一一 階段防水改修工事、B，C，D，　F，G棟屋上防水改修工事 　　　　一R3，742，021
21年目 一 ．　　一　｝一一一一一謔Q回目 外壁等総合改修工事 一一一1一一一． ．一一一、一一． 一．一 ??，????
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（3）K団地における大規模修繕工事費の棟別格差
　　　　　図IV－9には、　K団地の第2回目の大規模修繕工事における、各棟の専有面積1㎡あたり
　　　　の工事費と、各棟の専有面積1㎡あたりの外壁廻り塗装工事対象面積を示した。
　　　　　なお、図IV－9に示す工事の他に、第2回目の工事ではE棟のみ勾配屋根の全面葺き替え
　　　　工事を実施している。E棟以外の住棟は陸屋根であり、全面的な屋上防水改修工事を今回
　　　　工事の4年前に実施済みである。したがって、E棟勾配屋根改修に伴う工事費は、他棟の
　　　　屋上防水改修工事費と比較するべき事項であるので、E棟の勾配屋根改修工事費は除外し
　　　　て分析を進める。
　　　　　図IV－9に専有面積1㎡あたりの全体工事費を見ると、最低金額はB棟の5，542円／㎡、
　　　　最高金額はE棟の8，790円／㎡、その差は3，248円／㎡であり、約1．6倍の開きがあった。
　　　　B棟とE棟の平均戸当たり工事費を算出すると、B棟は461，538円／戸、　E棟は　770，795
　　　　円／戸となり、住戸間における工事費格差は309，257円となっている。
　　　　　各棟の専有面積1㎡あたりの塗装対象面積と、全体工事費を比較すると、この二つの要
　　　　素は類似した傾向を示し、建物形状の違いに伴う工事対象面積の棟別格差が、全体の工事
　　　　費に影響を与えていると考えられる。
（円／㎡）
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（4）K団地における修繕費の棟別格差の内容
　　　　　表IV－8，図IV－10には、　H団地の分析と同様に、大規模修繕工事における各工種を工事費
　　　　の変動要因ごとにまとめ、最高金額を示した住棟と最低金額を示した住棟との専有面積1
　　　　㎡あたりの差額を整理した。
表IV－8　K団地において最高金額・最低金額を示した住棟の金額差
2回目工事時金額
工種 平均工事費　　　　最大の金額差※、i　　　　　　　　　　　　　　　　l 平均工事費に対する
@差額の割合
諸経費・消費税　　　一一一 1，083円／㎡‘　　　　832円／㎡　　　一’一一一一一．一
??．??
一 一一ﾂ境改善工事 一一 一 　　　　　　　　一P，365円／㎡　　　　　919円／㎡ 67％躯体改修工事　　．一 259円／1ぜ　　　　　　306円／nfi　　　　　　　　　　　　　　　　一118％　一一一．一
一　　　　　　　　　　一ｼ設足場・塗装・防水
‥ 　 454・円／㎡‘　15・7円7司一一一35％
合　　計 　　　　　　　　　　　　　　　‘V，247円／㎡…　　　3，248円／㎡〔 45％
※1　「最大の金額差」とは、各会計区分において、工事金額が最高であった棟と最低であった棟の差額を示す
諸経費・消費税
環境改善
躯願修一
仮設足場・塗装・防水
0 500 1000 1500　　　　　　　　　　　2000
　　　（円／㎡）
図IV－10各工種の工事費の差額
　これらの図表を見ると、最も工事費の格差が大きかったのは「仮設足場・塗装・防水工
事」であり、建物形状の違いが棟別格差の大きな要因になった事が判る。なお、「仮設足場・
塗装・防水工事」における最低金額を示したのはB棟の3，743円／㎡、最高金額を示した
のはE棟の5，350円／㎡であり、建物形状の違いに伴う工事対象面積の差によって生じた
金額差は、平均工事費の35％にあたる1，607円／㎡になった。これは、全体工事費におけ
る棟別格差金額の約1／2にあたり、各棟の工事対象面積の違いが工事費全体の棟別格差に
大きな影響を与えていることが判る。
　以上の他に「環境改善工事」の棟別格差が「仮設足場・塗装・防水工事」に次いで大き
くなっている。「環境改善工事」の工事費の格差は、E棟のみ最上階大庇に雨垂れ防止用の
樋を設置した事が大きく影響した為であり、この工事費用の格差も他棟と建物形状が異な
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ることが要因になっている。
　「躯体改修工事」における棟別格差は315円／㎡であり、H団地と比べてやや高額となっ
ているが、K団地におけるその他の工種と比較すると、最も少ない差額となっている。
（5）K団地に見る棟別格差の問題点
　　　　　本節の分析結果をまとめると、以下のとおりとなる。
　　　　1）6タイプの異なる住棟で構成されたK団地において、各棟の大規模修繕工事における
　　　　　全体工事費は、各棟の外壁廻りの塗装対象面積と相関する。また、修繕費の棟別格差が
　　　　　最も大きい工種は「仮設足場・塗装・防水工事」である。これらの事から、K団地にお
　　　　　　ける修繕費の棟別格差は、建物形状の違いに伴う、工事対象面積の格差が主因になった
　　　　　　と言える。
　　　　2）各棟の建物形状の違いは「環境改善工事」にも影響しており、H団地と同様に、建物
　　　　　形状の違いに伴う「環境改善工事」の費用格差が、棟別格差を拡大させる要因になって
　　　　　　いる。
　　　　3）K団地の「躯体改修工事」における棟別格差は、H団地と比較してやや高額になって
　　　　　　いるが、K団地におけるその他の工種と比較すると、最も少ない差額である。
　以上のとおり、K団地における修繕費の棟別格差は、建物形状の違いに伴う要因が大き
く影響している。これに対して、K団地では全棟同一の修繕積立金算出基準として、各庄
戸の専有面積に140円／㎡を乗じた金額を1ヶHあたりの修繕積立金としている。
　K団地では、これまで10年毎に大規模修繕工事を実施してきた実績があるので、「仮設
足場・塗装・防水工事」の最大差額である1，607円／㎡を10年（120ヶ月）で除すと、1ヶ
月あたり約13円／㎡の差額になる。したがって、本来、工事費の最低金額を示したB棟
と、最高金額を示したE棟との間には、修繕積立金の算出基準金額に13円／㎡以上の差
額を設定しなければならない。この差額は、現行の積立金算出基準である140円／㎡の約
1割に当たる。また、環境改善工事費の棟別格差や諸経費・消費税などを加味すると、さ
らに修繕積立金の算出基準額に差をつける必要がある。
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】V．6．まとめ
　本章の研究では、修繕積立金会計の構成概念を整理した上で、団地型マンションの二事
例から、‖獺の棟別格差に伴う問題の抽出を試みた。
　本章第3節では、修繕積立金会計と修繕積立金の算出方法を整理した。
　本章第4節では、形が類似した住棟で構成されるH団地の2回の大規劇罐工事につい
て分析した。その結果、形が類似した住棟であっても、「環境改善工事」で大きな修繕費の
格差が生じることが判った。特に第2回目の大規模修繕工事時には「環境改善工事」の金
額が増大しており、これに伴い、2回の工事費の合計金額では、「環境改善工事」を主体と
して、最大5，471円／㎡の棟別格差が生じている。なお、この金額にH団地の平均専有面
積を乗じると、約344，000円／戸の差額が生じたことになる。
　本章第5節では、形が異なる住棟で構成されたK団地の第2回目の大規模修繕工事につ
いて分析を試みた。その結果、全て5階建て階段室型の住棟で構成される団地であっても、
その住戸配列や住戸の専有面積に伴う各棟の工事対象面積の違いによって、工事費に大き
な影響を与えていることが判った。これらの工事対象面積に伴う修繕費の棟別格差は専有
面積1㎡あたり1，607円／㎡となっており、これを月額の修繕積立金に反映させる為には、
最高の工事費を示した住棟と最低の工事費を示した住棟との間に、現行積立基準額の約1
割に当たる専有面積1㎡あたり13円／㎡以上の差額を設定しなければならない。また、K
団地においてもH団地と同様に、建物形状の違いに伴う「環境改善工事」が修繕費の格差
を拡大させていることが判った。
　ここで明らかになった棟別格差の問題は、多くの団地型マンションで同様に生じる可能
性が高い。特に高経年化した団地型マンションにあっては、建物の劣化に伴う鉄部・金物
類の交換工事や、居住者の高齢化に伴うバリアフリー化工事など、様々な環境改善工事が
発生することが予測され、今後は修繕費の棟別格差が大きく生じる可能性がある。したがっ
て、これまで一括会計で円滑に運営されてきた団地型マンションであっても、団地修繕積
立金会計と各棟の修繕積立金会計を整備した上で、各棟それぞれの修繕費に応じた積立金
の算出基準を設け、これからの建物の高経年化に向けて、棟別会計制度を準備する必要が
ある。
　また、本章の研究では5階建て階段室型住棟で構成された団地型マンションを分析文豫
としたが、低層棟と高層棟が混在する団地型マンションなどでは、住棟形状の違いに伴う
修繕費の棟別較差は広がると考えられる。さらに、本章の研究では初年度入居後20年代の
団地型マンションにおける棟別格差の実態を明らかにしたが、修繕費の棟別格差の要因は、
建物の高経年化に伴いさらに増大すると考えられ、これらの問題は建替えに伴う諸問題に
も通じる。マンションの老朽化に伴う対策を検討する上で、団地型マンションにおける修
繕積立金の棟別会計制度の整備は重要な役割を担うと言える。
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IV．7．注と参考文献
注
注1）　本研究では、住棟の形を示す文言として、「建物形状」「建物形式」を以下のとおり
　定義する。
　　「建物形状」：規模・建物様式を含む建物の形を示す。したがって、「同一の建物形状」
　　とした場合、窓の形や手摺の形などの建物様式、さらには住戸数・階段数など、全て
　同じ形の建物を示す。
　　「建物形式」：窓の形、手摺の形など、建物様式を示す。したがって、住戸数や階段
　数が違う場合であっても、建物様式が同一であれば、「同一の建物形式」と表記する。
注2）　団地型マンションにおける大規模修繕工事では、住棟の外壁改修等の様に各住棟に
　付帯する工事の他、外構工事や集会所棟の工事など全体共用部分に付帯する工事を併
　せて実施する場合が多い。本研究の第4節、ならびに第5節で分析対象とした団地型
　マンションでも、大規模修繕工事に際しては、全体共用部分の工事も同時に行われて
　いる。これに対し、本研究は、住棟間の修繕費の格差を明らかにすることを目的とし
　ているので、第4節、第5節での修繕費の検証にあたっては、全体共用に関わる工事
　費は除外して分析を進めた。また、工事に際する現場事務所設置費など、総合仮設工
　事費も厳密には各1主棟で費用按分ができない。したがって、これらの費用は全体共用
　にイ寸帯する工事と解釈し、本研究では分析の対象から除外した。
注3）　本研究における建設工事費デフレーターは、国土交通省が2008年6月17日に公表
　　したデータに拠っている。第4節の分析対象であるH団地では、1992年度、2007年
　度に大規模修繕工事を実施しているが、その工事見積は、それぞれ1991年度、2006
　年度に工事施工会社から取得している。したがって、各回工事費の実質値を算出する
　にあたっては、1991年度、ならびに2006年度の値を採用した。また、第5節の分析
　対象であるK団地では、本研究の対象とする第2回目の大規模修繕工事を2007年度
　に実施している。ただし、H団地と同様に、工事見積は2006年度に工事施工会社か
　　ら取得しているので、2006年度の値を採用した。なお、国土交通省が公表している建
　設工事費デフレーターによると、2000年度を100．0とした場合、1991年度は98．8、2006
　年度は103．0となっている。
注4）　K団地における大規模修繕工事の内、S設計事務所によって仕様設計・工事監理が
　実施されたのは、第2回目の工事時のみである。したがって、S設計事務所はK団地
　　における第1回目の工事データを保有していない。K団地の管理組合が保有する第1
　回目の工事デL－一一タなどを調査したところ、工事費総額は判明したものの、棟別の工事
　金額は明確にならなかった。また、躯体改修工事については、第2回目の工事時には
　実数精算契約を用いて実施しているが、第1回目の工事時にはその精算方式や工事金
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額が明確になっていない。したがって、K団地においては、第1回目と第2回目の工
事を比較することは困難であり、第2回目の工事のみを研究対象とすることにした。
参考文献
1）奥澤健一，藤木良明，藤木亮介：中・高層混在型団地住棟における建物構成部位の棟
　別面積格差について（分譲集合住宅の耐久性回復に関する研究一12），日本建築学会大会
　学術講演梗概集F－・1分冊，ppl277～1278，2000．9
2）奥澤健一，藤木良明，藤木亮介1中・高層混在型団地住棟における計画修繕費用の棟別
　格差にっいて（分譲集合住宅の耐久性回復に関する研究一14），日本建築学会大会学術講
　演梗概集F－］分冊，pp　1021～］022，2001．9
3）奥澤健一，藤木良明，藤木亮介：中・高層混在型団地における大規模修繕工事費用の棟
　別格差について（分譲集合住宅の耐久性回復に関する研究一16），日本建築学会大会学術
　講演梗概集F－1分冊，pp　1343～1344，2003．9
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第V章超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究
V．1．研究の背景と目的
　超高層マンションの分譲戸数は1990年代から急増し、近年これらの超高層マンションに
おける第1回目の大規模修繕工事が増えてきた。しかし、マンションの改修工事市場にお
いて、超高層マンションの経験や情報は乏しく、その改修手法については工事用足場の仮
設計画を主体に未整備な部分が多い。外壁改修、防水改修などの工事手法は、これまでに
培われてきた中高層マンションの改修仕様を準用することができるものの、工事用足場の
仮設計画に関しては、中高層マンションの考えを準用できない一面がある。
　マンションの大規模修繕工事では、足場仮設計画は工事の設計者注1）が立案するのが一
般的である注2）。中高層マンションの大規模修繕工事では工事用足場に枠組み足場を採用
する事例が多く、設計者は過去の経験から足場の仮設計画を比較的容易に立案することが
できる。一方、超高層マンションの大規模修繕工事では、ゴンドラ足場を仮設計画に採用
する事例が多く1）、ゴンドラ足場の場合、その仮設方法やゴンドラの種類等について、多
様な工法を検討しなければならない。さらに、超高層マンションの工事では、ゴンドラ足
場だけでなく、枠組み足場や特定の建設会社が開発した特殊な足場を採用する場合もある。
したがって、設計者はゴンドラ足場のみならず、様々な足場の中から適切な仮設方法を選
定する必要が生じるが、これらの足場を選定するための一般化された目安は無く、設計者
における仮設計画立案手法は未整備の状態にあると共に、設計者のみの判断で仮設計画を
立案することに不具合が生じている。
　また、中高層マンションの大規模修繕工事と比較すると、超高層マンションの大規模修
繕工事では、仮設計画が工事金額、工事品質、工期などに与える影響は非常に大きいと考
えられ、仮設計画の整備は無視できない大きな問題となっている。
　以上を踏まえると、超高層マンションの維持・保全を考える上で、仮設計画の整備は重
要な意味を持つと言え、現在その対策が火急の課題となっている。
　そこで本章では、超高層マンションにおける大規模修繕工事の円滑な実施の一助となる
事を目的に、現在、未整備の部分が多い仮設計画について、事例的に計画プロセスを分析
することで、その問題点と課題の整理を行う。
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V．2．研究の概要と特徴
（1）研究項目
　　　　　本章では、以下の2事項を主体に、超高層マンションにおける仮設計画プロセスの問題
　　　　点とその課題を整理、検討する。
　　　　　　1）超高層マンションの大規模修繕工事における足場仮設計画プロセスと問題点
　　　　　　　　超高層マンションの大規模修繕工事にあっては、標準的な工事用足場の仮設方法
　　　　　　　が定着していないだけでなく、足場仮設計画の立案手法や計画プロセスに様々な問
　　　　　　　題が生じている。そこで、近年実施された超高層マンションの大規模修繕工事事例
　　　　　　　を基に足場仮設計画のプロセスを整理し、それに伴う問題点を明らかにする。
　　　　　　2）　超高層マンションの大規模修繕工事における足場仮設工事費のシミュレーショ
　　　　　　　　ン
　　　　　　　　超高層マンションの大規模修繕工事においては、足場仮設計画が工事全体に与え
　　　　　　　る影響は大きいと考えられる。しかし、その詳細は必ずしも明らかになっていない。
　　　　　　　　ここでは、足場仮設計画が工事全体に与える影響にっいて工事費の面から考察し、
　　　　　　　その位置付けを明らかにする。また、超高層マンションにおける仮設足場は、ゴン
　　　　　　　　ドラ足場を主体に検討する場合が多い。しかしその一方で、工事に枠組み足場を採
　　　　　　　用する事例もある。そこで、「枠組み足場で仮設計画をした場合」、「ゴンドラ足場
　　　　　　　で仮設計画をした場合」、「枠組み足場とゴンドラ足場を複合させて仮設計画をし
　　　　　　　た場合」の足場仮設工事費についてシミュレー一一ションを行うことで、ゴンドラ足場、
　　　　　　　ならびに枠組み足場の選定手法を工事費の観点から検討する。
（2）　研究の対象
　　　　1）　調査対象の概要
　　　　　マンションの大規模修繕工事は、設計施工一括方式で実施する場合と設計施工分離方式
　　　　で実施する場合がある。これらの方式を比較すると、一般的には施工者注1）とは別に設計・
　　　　監理者注1）を置いた方が、専門知識を持たない発注者t「　1）にとって、工事金額や工事数
　　　　量などに対して透明性の高い工事が実施できると考えられる。そこで、設計事務所の
　　　　設計注3）・監理注4）の下で実施された、超高層マンションの大規模1彦繕工事事例を分析対
　　　　象とした。
　　　　　超高層マンションの工事用足場の仮設手法は日々進展しており、最新の工事事例を分析
　　　　するのが望ましい。現状では超高層マンションの改修工事事例は乏しく、設計・監理者を
　　　　置いて工事を実施した事例はさらに少ない。この様な状況下にあって、S設計事務所は2007
　　　　年～2008年にかけて2つの超高層マンションの改修工事にっいて設計・監理を行っており、
　　　　最新の工事データを保有している。そこで、S設計事務所に蓄積された工事データを分析
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することにした。なお、S設計事務所ではこの2つの工事事例の他に、1997年～1998年に
かけて実施した工事事例が1例ある。したがって、これら3つの超高層マンションの工事
事例を研究対象にし、足場仮設計画プロセスと足場仮設工事費について検討する。
　調査対象とした超高層マンションの工事費の構成を整理する上では、その比較対象とし
て、それぞれの工事の施工者が、同年に実施した中高層マンションの工事事例についても
分析する。なお、比較対象とした中高層マンションの工事事例もS設計事務所の保有する
データから抽出した。以上の調査対象の概要を表V－1に示す。
表V－1調査対象の概要
　　　‘ｪ類　マンション名
建物概要
．　一一一一一．一 ????階数　　「二榛薮一　「1径戸1薮．一建砺形悪 実施年 施工会社←　「一E工期
l　　N 1988年1　　25階　　　　3棟　　｜　576戸　［ボイド型一】＿＿　一　＿　＿ 1997～1998年築後10年目O・T社（JV）「IGケ月。曙。L一1992年i　　　一一一一　一．R1階　　　ユ⊇」ホール型　一一一一一一一一w－Q007～2008年：築後16年目A社 IlOケ月Y 1993年‘25階　　　　1棟　　i　367戸　1ボイド型2008年　案後16年目K社 6ケ月
　　　　　　　D?qw 1986年i
3階　　l　l棟　」　40戸　　階段室型1998年　築後13年目T社
H 1988年11階　　　1棟　　1　36戸　1片廊下型2008年　築後20年目一一一．⌒ A社
」　3ケ月　’一一1’－　4ケ月
マンション@　　　　l　　T 1996年 4階　　　3棟　　｜　84戸　1片廊下型2008年　築後13年目K召 14ケ月
2）　調査対象の特徴
　S設計事務所における、超高層マンションの仮設計画プロセスの特徴は、施工者からの
仮設提案を積極的に取り入れる手法を取っていることにある。設計者は多種多様な足場か
ら適切な仮設方法を選定しなければならないが、その判断は、設計者のみでは難しい一面
がある。これに対してS設計事務所では、仮設計画に施工者の意見を反映させることによっ
て、設計者が立案した仮設計画を補っている。本研究では、この提案型の仮設計画を取り
扱うことによって、設計者のみに頼らない、新たな仮設計画の立案手法を探る。
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V．3．超高層マンションの大規模修繕工事における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足場仮設計画プロセスと問題点
（1）超高層マンションにおける足場仮設計画プロセス
　　　　　　超高層マンションの足場仮設計画プロセスをS設計事務所の事例を基に整理する。図
　　　　　V－1には、分析対象とした3つの超高層マンションに共通する、足場仮設計画プロセスに
　　　　　ついて整理した。以下にその過程を解説する。
基本計画
仕様設計
　見積依頼
｡■．．．，
施工者内定
H事契約
工事着手
仮設計画の内容
設計者の考え
情報
提供←
ゴンドラメーカーの
　　技術知識
仮設基本案の立案
亡憂三コ選 管理組合の要望
設計仕様
ギ闇糎壌闇
：　　　　　≡告＝　　．、h・，　　　’nU，－
i　　　　　・fS3Q　，・－
i　　　　E活②　＿1ピ．，諺・
：　　　　　　　設計仕様　　　　　・…
　　　　　　　　　　　　ロも　　　ほのコ　ロロ　ロ　．　ら　ロ　ロ　‘　　　ロロ　コ　エ　ロ　ロぼロ　　　　　　ほ　　ロ　ロ　エ　．　ら
：’…1院　　他の優れた仮設提案　　：・・…
凡例　　［：：：：］：設計者（発注者）の考える仮設計画
　　　　＿：施工者の考える仮設計画
　　　　圃■■露圃・
　　　　　　　　図V－1
見積者による提案
施工者（内定者）の意
見を参考に仮設計画
を選定
設計者・発注者・施工者の考えが反映された仮設計画
　超高層マンションの足場仮設計画プロセス
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1）基本計画・仕様設計
　中高層マンションでは、設計者は過去の経験から存置型の足場を主体に足場仮設計画を
立案することができる。一方、超高層マンションの足場仮設計画では設計者は過去の経験
に頼ることができない。
　超高層マンションの仮設計画では、ゴンドラ足場をどの様に計画に組み入れていくかが
主な検討事項となるが、ゴンドラ足場の仮設方法だけでも多種多様な方法があり、さらに
は枠組み足場とゴンドラ足場を併用する方法や、最上階まで枠組み足場を仮設する方法な
どもある。超高層マンションの改修工事事例が少なく、技術的な蓄積が乏しい中で、この
様な多岐にわたる選択肢を設計者が独自の判断で適切に選択していくことには限界がある
と言える。
　そこで、S設計事務所では、先ずはゴンドラメーカーの技術協力を得て仮設計画を立案
し、発注者であるマンションの管理組合と協議をしている。ゴンドラ足場の技術開発は近
年目覚しく様々な形態のゴンドラが開発されているが、これらの開発の多くは大手ゴンド
ラメーカーが担っている。したがって、設計者がゴンドラメーカーから最新の情報を得る
ことには意義がある注5）。
　このような経緯から、設計者と管理組合との協議においては、設計者はゴンドラ足場で
の仮設方法を主体に、仮設計画案を提示することになる。また、仮設計画案の提示にあたっ
ては、設計者はゴンドラの養生方法などが違う複数の案を提示し、工事中の居住性の確保
や推定足場仮設工事費などを管理組合と協議・検討する。その上で、大規模修繕工事の工
事種目と、その工事に適する仮設足場の仕様を設定していく。なお、超高層マンションの
場合、外装仕上げがタイルや鋼板パネルになっていることも少なくない。それらの状態が
著しく悪くなければ、外装仕上げの目地シーリング材を打ちかえるだけの工事でよい場合
もあり得る。このような工事であれば、建物の全面にメッシュシート養生を施し、飛散防
止に配慮したゴンドラを仮設するのではなく、単体のゴンドラを養生なしで仮設すること
も想定される。したがって仮設方法は、工事内容によっても大きく変わる。
2）見積依頼
　管理組合は、複数の建設会社に工事の仕様書を配布し、工事金額の見積依頼をする。そ
の際、仮設足場については、仕様書の指定とは別に見積者注1）において適切と判断する仕
様提案がある場合、その費用と方法を別途提示するように求める手続きをとっている。
　超高層マンションの改修工事において、指定仕様の見積とは別に「仮設足場の提案」を
求める理由は以下のとおりである。
　ゴンドラ足場は一度に作業できる人数が制限される為、仮設計画を立案する上では、作
業員の導入人数や作業期間、工区分けなど、通常、施工者が立案する工程計画と併せて検
討する必要がある。しかし、見積依頼時に提示する仮設足場の仕様は、ゴンドラメーカー、
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設計者、管理組合の視点で計画した側面が強く、工程計画との兼ね合いは検討されていな
い。そこで、工程計画などを考慮した施工者の考えを「仮設足場の提案」という形で得る
手法が生じた。
　また、「仮設足場の提案」を求めるのは、次の理由もある。先述のとおり、基本計画・仕
様設計時における超高層マンションの仮設仕様は、ゴンドラ足場を主体に計画している。
しかし、超高層マンションであっても、枠組み足場を採用する場合があり、ゴンドラ足場
と枠組み足場を併用する場合もある。さらには、建設会社が独自に開発した仮設方法も想
定される。そこで、これらの工法にあっては、建設会社である見積者の検討を踏まえた提
案を募り、ゴンドラ足場にとらわれない仮設方法の可能性を探ることを目的としている。
3）施工者内定・工事契約
　設計者は、管理組合と共に、見積者から提示された見積金額、ならびに仮設足場の提案
工法を精査する。その上で、各見積者と面談し、提案された仮設方法にっいての考え方を
聴取する。その後、管理組合は工事金額、仮設に対する考え方、面談の内容などを総合的
に判断し、工事の施工者を内定する。
　なお、詳細は本章第4節「V．4．超高層マンションの大規模修繕工事における足場仮設
工事費のシミュレーション」で述べるが、超高層マンションにおける足場の仮設工事費は、
全体工事費の約2割になっており、仮設工事費が全体工事費に与える影響は少なくない。
しかし、施工者の選定過程において、仮設方法、ならびに仮設工事金額は判断の一要因に
過ぎず、仮設工事以外の工事を含めた総体的な工事金額、ならびに現場代理人の信頼性な
どが施工者を決める大きな判断材料となっている。
　したがって、施工者の内定に際しては、内定した施工者から提案された仮設方法や設計
者が設定した仮設方法、さらに状況によっては、他の見積者から提案された優良な仮設方
法に対して、内定した施工者と協議を行い、最終的な仮設方法を確定する。その上で、総
会を経て工事契約に至る。
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（2）　超高層マンションにおける足場仮設計画プロセスの問題点
　　　　　図V－2，3，4には調査対象とした超高層マンションの、最終的に決定した足場仮設計画の
　　　　概念図を示した。本項では、これらの図に示す足場仮設計画の実態と前項で述べた内容を
　　　　踏まえ、足場仮設計画プロセスにおける問題点を抽出する。
上階は、
ゴンドラ
商業施設棟 枠組み足
枠組み足場 ゴンドラ
全面メッシュ養生
至 3階まで、
’ 全面メッ
　　　　ゴンドラ吊り足場
廻りメッシュ養生
着床ステージ
で、枠組み足場
シュ養生
図V－2Nマンション仮設概念図
ゴン
ゴン
理主体が異なる
高層マンション
工事対象外）
4F
3階
ドラ吊り足場
ドラ廻りメッシュ養生
以下、工事対象外
図V－3Cマンション仮設概念図
騨場　　L4F
枠組み足場
全面メッシュ養生
上階は、ゴンドラ吊り足場
全面メッシュ養生
　組み足場上部
ゴンドラ着床ステージ
3～13階まで、枠組み足場
全面メッシュ養生
1～2階　高所作業車で対応
　　　　　図V－4Yマンション仮設概念図
※図は概念であり、表記のゴンドラ台数などは実際の台数と異なる。
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1）基本計画・仕様設計での問題点
　調査対象においては、基本計画・仕様設計時に特定のゴンドラメーカーが開発した特殊
工法を、設計仕様に設定した事例はない。
　今回取り上げた仮設計画プロセスでは、設計者はゴンドラメーカーからの技術協力を得
て仮設計画を立案しているが、設計者がゴンドラメーカーから情報を得る上では、一般的
に特許工法などの特殊工法に注意する必要がある。特殊工法を採用する場合、一社のゴン
ドラメーカーを特命指定にしなければならない事態が想定され、価格競争が抑えられるこ
とから、足場仮設工事費が高額化する原因になり得る。したがって、基本計画、ならびに
仕様設計の段階では、極カー般工法を採用するのが望ましい。これらのことから調査対象
とした超高層マンションの仮設計画では、仕様設計時に一般的な工法で仮設計画を立案せ
ざるを得ない状況があった。
　この様な仮設計画の立案手法では、計画の初期段階からゴンドラメーカーの協力を得て
いるにも関わらず、仮設仕様に最新のゴンドラ工法が反映されないという問題が生じる。
また、仕様設計時には、枠組み足場の採用に対する検討がされない事も問題と言える。
2）見積依頼時の問題点
　「1）」で指摘した問題に対して調査対象とした超高層マンションでは、見積依頼時に見
積者から仮設足場の提案を受けることで、多様な工法の可能1生を探るようにしている。し
かし調査対象の内、見積依頼時に、見積者から最新の特殊工法が提案された事例はない。
一方、枠組み足場の導入提案については、積極的になされている。
　Yマンションは、仕様設計時には3階以上の足場は全て単体のゴンドラを仮設する予定
であった。しかし、施工者の提案により中層階までを枠組み足場、高層階をゴンドラ足場
とする計画になった。Nマンション、　Cマンションにおいても、見積依頼時には中層階ま
でを枠組み足場で仮設する計画の提案があった。なお、Nマンションでこの工法が採用さ
れなかったのは、下層階と上層階とで足場の仕様が異なる事に対して、住民の合意を得る
事が難しいと判断された為である。これは、工事中の居住性に差が生じることを懸念した
結果である。また、Cマンションで枠組み足場が採用されなかったのは、　Cマンションの
下層部は屋根が張り出している部立があった為、ゴンドラ足場の直下に枠組み足場を仮設
し難い条件であったのと、外壁がGRCパネルで構成されており、詳細調査の結果、枠組
み足場の設置に伴う控えアンカーが外壁面に取り付けられないという技術的な理由が生じ
た為である。
　以上を踏まえると、見積者にとって、ゴンドラ足場における最新の特殊工法は提案し難
く、枠組み足場の提案はし易いと判断できる。
　見積者は、工事中の作業性などを想定した上で工事金額を算出する。したがって、作業
員の導入人数等と密接に関わるゴンドラ足場の仮設方法において、過去に経験のない新た
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な工法を積極的に取り入れることは避けたい事情がある。また、特殊工法は一般的に普及
している工法と比較して費用が高額になる場合がある。それゆえに、工事品質の向上が見
込める工法であっても、工事の受注を目途に工事金額の低減を図りたい見積者は、特殊工
法の提案を控えることも想定される。一方で、枠組み足場の検討にあたっては、これまで
の技術蓄積から工事の予測が立て易いと言える。また、枠組み足場はゴンドラ足場と比較
して作業効率が高く、施工者にとっては利点が多い。この事が枠組み足場の提案が多くなっ
た理由と判断する。
3）工事施工会社内定に伴う足場仮設仕様確定時の問題点
　仮設計画は、超高層マンション、ならびに中高層マンション共、仕様設計、見積依頼、
施工者内定の手続きを経て確定するが、仕様設計時に設定された仮設仕様の位置付けは異
なる。
　中高層マンションの場合、仕様設計時の仮設仕様は、そのまま工事が実行されることを
前提に設定される。これに対して、超高層マンションにおける仕様設計時の仮設仕様は、
見積者から示される提案工法を判断するための、基準仕様とする意味合いが強い。つまり、
超高層マンションにおいて、実際の工事に採用される足場の仮設仕様を確定する為には、
施工者の考えと、設計者、ならびに発注者の考えとをすり合わせる必要が生じる。
4）分析対象とした仮設計画プロセスの問題点のまとめ
　設計者は基本計画・仕様設計時に、ゴンドラメーカーからの技術協力を得ているにも関
わらず、最新の特殊工法を仕様指定できない。これに対して見積者の提案は、最新工法を
取り入れた積極的な提案ではなく、工事金額や施工者の経験が反映された提案が中心に
なっている。したがって、今回取り上げた仮設計画の立案手法では、最新の特殊なゴンド
ラ足場は採用され難いと判断できる。また、分析対象とした仮設計画プロセスを鑑みると、
事業の早い段階で施工者の意見を取り入れ、工程計画を踏まえた仮設計画を立案するのが
望ましいと言える。しかし、施工者選定における公平性を勘案すると、設計者は工事見積
依頼前に特定の建設会社から意見を聴取することは控えなければならず、その手続きには
検討すべき課題が残っている。
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V．4．超高層マンションの大規模修繕工事における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足場仮設工事費のシミュレーション
　前節「V．3．超高層マンションの大規樹嚇工事における足場仮設計画プロセスと問題
点」では調査対象の足場仮設計画プロセスを整理したが、調査対象とした3マンション共、
施工者選定段階では、中層階まで枠組み足場を仮設する方法が見積者から提案されている。
　先述のとおり、枠組み足場はゴンドラ足場と比較すると工程が予測しやすく、作業員の
導入人数の制限も少ない。したがって、枠組み足場は、施工者にとっては工事施工上の利
点が多い仮設方法と考えられ、超高層マンションであっても有効な手段であると判断され
る。しかし、超高層マンションにおいて、地上から最上階までの全面に枠組み足場を仮設
する為には、足場材に対する強度検討や補強が必要になる。これらの補強費用や仮設足場
の設置に要する工期、足場材の揚重費用などを勘案すると、全面に枠組み足場を仮設した
場合、工事費が高額になることが想定される。
　そこで本節では、足場仮設工事費が全体工事費に及ぼす影響について明らかにし、その
上で、足場仮設計画に枠組み足場を採用した場合、ゴンドラ足場を採用した場合、ならび
にこれらの足場を併用した場合の足場仮設工事費に関するシミュレーションを行い、これ
らの足場の選定方法を工事費の観点から検討ナる。
（1）超高層マンションの足場仮設工事費が全体工事費に及ぼす影響
　　　　　図V－5，6，7には、調査対象とした超高層マンションの大規模修繕工事について、足場仮
　　　　設工事費が全体工事費に対して占める割合を整理した。なお、各図には比輯像として、
　　　　それぞれの超高層マンションの工事の施工者が、同年に実施した中高層マンションの工事
　　　　費についても併記したaa。
　　　　　大規模修繕工事における工事費内訳の構成は、各施工者によって少なからず特徴がある。
　　　　例えば、塗装・防水工事等の単価は低く設定するが、諸経費を高く見込む会社があったり、
　　　　塗装工事を得意とする会社であれば、塗装工事の単価を特に低く設定する会社もある。ま
　　　　た、同一会社であっても工事を実施した年代によっては、会社の体制や方針の変更により、
　　　　工事費内訳の特徴が変わる場合がある。そこで今回の分析においては、同年に同じ会社が
　　　　行った超高層マンションと中高層マンションの工事を比較することによって、工事費内訳
　　　　の轍に計る変鍍因を勧最小限に抑え、その上で、中高層マンションと超高層マン
　　　　ションの工事費構成を比較することにした。
一95一
第V章　超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究
　■総合仮設工事
1
：Dマンション
ロ足場仮設工事　　□躯体・止水・外壁・防水・環境改善などの改修工事　　辺諸経費　　ロ消費税
Nマンション
　　　　0％　　　　10％　　　20％　　　30％
1
総工事費
31百万円
総工事費
476百万円
400／，　　　50％　　　　60％　　　　70％　　　　80％　　　　90％　　　　100％
図V－50・T社、T社　工事事例
■総合仮設工事　　口足場仮設工事　　口躯体・止水・外壁・防水・環境改善などの改修工事　　en諸経費　　口消費税
Hマンション
Cマンション
！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
D
％
総工事費
48百万円
総工事費
306百万円
0％　　　　10％　　　20％　　　30％　　　40％　　　50％　　　60％　　　70％　　　80％ 　　90％　　　100％
図V－6A社工事事例
　■総合仮設工事　　口足場仮設工事　　口躯体・止水・外壁・防水・環境改善などの改修工事　　ee　9経費　　国消費税
一　　　　一
Tマンション
Yマンション
一
％
総工事費
72百万円
総工事費
250百万円
0％　　　　10％　　　20％　　　30％　　　40％　　　 50％　　　60％　　　70％　　　 80％　　　90％　　　100％
図V－7K社工事事例
　図V－5，6，7を見ると、超高層マンションの工事において、足場仮設工事費が全体工事費
に対して占める割合は、中高層マンションにおけるその割合の約2倍になっていると言え
る。
最も規模の大きな工事であるNマンションの工事事例では、総額約476百万円の工事に
対して、足場仮設工事費は全体工事費の25％にあたる約117百万円であった。また、当工
事では、外壁塗装工事が最も高額な改修工事項目であり、その金額は全体工事費の19％に
あたる約89百万円であった。したがって、主要工事項目である外壁塗装工事費より、その
工事を実施するための足場仮設工事費の方が高額になっていたことになる。なお、この現
象はYマンションでも見られた。改修工事項目として最も高額であった外壁塗装工事費は
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全体工事費の16％に当たる約39百万円だったのに対して、足場仮設工事費は23％に当た
る約58百万円となっていた。
　超高層マンションの大規模修繕工事では、主要な改修工事項目よりも、足場仮設工事費
の方が高額になる場合がある。これは中高層マンションの工事事例には見られない現象で
あり、超高層マンションの工事の場合、足場仮設工事費は全体工事費に大きな影響を与え
る工事の一つになっている。
（2）足場仮設工事費のシミュレーション
　　　　　超高層マンションの工事見積依頼時に見積者から提案される足場仮設計画は、枠組み足
　　　　場を取り入れた計画が多いことは、第3節で述べた。また、ゴンドラ足場と比較すると、
　　　　枠組み足場の方が、施工性が勝ると言える。しかし、足場仮設工事費の面では、枠組み足
　　　　場の優位性、あるいは劣位性が明瞭になっていない。そこで本項では、調査対象の内、Y
　　　　マンションの工事施工会社であるK社の協力のもと、Yマンションを全面ゴンドラ足場で
　　　　仮設した場合、全面枠組み足場で仮設した場合、ゴンドラ足場と枠組み足場を併用した場
　　　　合の足場仮設工事費についてシミュレーションを実施し、枠組み足場とゴンドラ足場の仮
　　　　設費用の関係を整理する注7）。
　　　　　K社によって算出された足場仮設工事費のシミュレーションを図V－8に見ると、最高金
　　　　額を示したのは、全面に枠組み足場を仮設する計画であり61，088，000円となった。また、
　　　　最低金額を示したのは、枠組み足場を13階まで仮設する計画であり42，485，600円となった。
（工事金額）
70，000，000
60，000，000
50，000，000
40、000，000
30，000，000
20，000，000
10，000，000
　　　0　・一一
ロゴンドラ仮設に伴うバルコニー内作業安全対策費
ロゴンドラ足場金額
■枠組み足場金額
3階～25階
枠組み足場
　（Ol23）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘13階～19階　　　3階～13階　　‘3階～8階　　　　3階のみ
枠組み足場　　　枠組み足場　1　枠組み足場　i　枠組み足場　　‘
　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll
　（6：17）　　　　　　　　（12：11）　　　1　　　　（17．6）　　　　　　　　（22：1）　　　　、
　　　　　　　（ゴンドラ足場の階層数：枠組み足場の階層数）‘
図V－8枠組み足場とゴンドラ足場の仮設工事費シミュレーション
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1）高層階まで枠組み足場を仮設した場合の仮設工事費
　高層階まで枠組み足場を仮設した場合、枠組み足場の仮設工事費には足場補強費、揚重
費などが加算され、足場仮設工事費総額を仮設面積で除した1㎡あたり工事単価注8）は、
低層のみに枠組み足場を仮設する場合と比較して高額になると予想される。
　本分析においても、各シミュレーションにおける枠組み足場の工事単価を算出すると、
全面に枠組み足場を仮設した場合で約4，600円／㎡、19階まで枠組み足場を仮設した場合
で約4，300円／㎡、13階、ならびに8階まで枠組み足場を仮設した場合で約3，100円／㎡、
3階のみ枠組み足場を仮設した場合で2，300円／㎡となっていた。一方、ゴンドラ足場の仮
設工事単価は、仮設する階層数に関わらず約3，000円／㎡となっている。
　したがって、建物の全面、あるいは19階まで枠組み足場を仮設する場合には、ゴンドラ
足場の工事単価である3，000円／㎡を大きく上回る約4，600円／㎡、あるいは約
4，300円／㎡が必要となり、ゴンドラ足場と比較して費用の面で劣位になる。
2）　低・中層階まで枠組み足場を仮設した場合の仮設工事費
　先述のとおり、高層階まで枠組み足場を仮設する場合は、枠組み足場の工事単価が高額
化し、費用の面で劣位になることが判った。一方で、中層階である13階まで枠組み足場を
仮設した場合の単価は約3，100円／㎡であり、ゴンドラ足場の工事単価と大きく変わらな
い。したがって、枠組み足場を13階、あるいは8階まで仮設した場合、ならびに3階のみ
に仮設した場合は、各シミュレーションで、足場仮設工事費に大きな差額は生じなかった。
　ただし、ゴンドラ足場の仮設階数が増えると、バルコニー内の作業に対する安全対策費
などが加算されていく。これらの費用を加味して足場仮設工事費を見た場合、13階以下に
枠組み足場を仮設することを想定した3つのシミュレーションの中では、ゴンドラ足場の
使用率が最低であった、「13階まで枠組み足場を仮設する計画」が最も経済的であり、工
事費の面で優位になると言える。
　なお、実際の工事においてもYマンションでは、「13階まで枠組み足場を仮設する計画」
を採用している。
3）　足場仮設工事費に見る、仮設足場の選定方法
　以上をまとめると、最も経済的な足場仮設方法は、枠組み足場の単価がゴンドラ足場の
単価を上回る高さまで、枠組み足場を仮設する方法であると言える。ただし、これは足場
仮設工事費に基づく分析からの知見であり、施工上の利点・欠点は考慮していない。一般
的にゴンドラ足場は上下に動くので、作業員が横に移動しにくいという欠点がある。これ
に対してYマンションでは、各バルコニーの隔て板を取り外すことによって、バルコニー
を通じて建物を一周することができ、各階での作業員の横移動がしやすいという好条件が
そろっていた。各バルコニーが独立している建物にあっては、こういった作業員の横移動
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は望めないため、作業経費と工程計画を踏まえ、極力上階まで枠組み足場を採用した方が
良い場合も考えられる。
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V．5．まとめ
　中高層マンションと同様に、超高層マンションの大規模修繕工事も、設計施工分離方式
によって工事を実施する傾向が強まってきている。しかし、超高層マンションの足場仮設
計画に際しては、施工者の考えを取り入れるべきであることは本章第3節rV．3．超高層
マンションの大規模修繕工事における足場仮設計画プロセスと問題点」で述べた。したがっ
て、今後は工事計画段階において、積極的に施工者の意見を取り入れるのが望ましく、そ
の方法を検討する必要が生じている。例えば本研究で取り上げた事例では、「見積依頼」
時に見積者から仮設計画の提案を募り、施工者の考えを取り入れているが、工事の「仕様
設計」時に、見積者に対して仮設計画の提案を募る事も一つの方策として考えられる。ま
た、第3節では、見積者から最新工法・特殊工法などの積極的な提案がされない事も問題
の一つとして取り上げたが、「仕様設計」時に提案を募集する際、工事計画途中であるので
工事費用にとらわれない仮設手法のみを募れば、最新工法が積極的に提案される可能性も
ある。
現在、超高層マンションの大規模修繕工事においては、ゴンドラ足場を主体に検討され
る事が多いが、本章第4節「V．4．超高層マンションの大規模修繕工事における足場仮設
工事費のシミュレーション」では枠組み足場の採用に対する検討をした。第4節での知見
を勘案すると、今後、超高層マンションの大規模修繕工事においては、ゴンドラ足場にと
らわれず、建物の特徴を踏まえた仮設方法の検討が必要と言える。
　超高層マンションの仮設足場は、ゴンドラメーカーを始めとした様々な機関で研究開発
が進められている。しかし、優れた仮設方法であっても、それが工事に採用されなければ
意味を成さず、マンションにおける工事計画プロセスの整備は、最新の技術を工事に採用
していく上でも重要になると言える。
　本章では仮設足場についての検討を行ったが、近年注目されている「太陽光発電」など
の省エネルギー設備導入工事や「耐震補強工事」等にあっては、その技術開発が目覚しく、
これらの工事における最新の特殊設備、技術、ならびに工法の採用にあたっては、本研究
での知見を応用することも可能と考える。
　以上の事を勘案すると、今後は設計者・施工者・発注者、さらには各種メーカー等が、
どの程度まで工事計画、ならびに設計に関わっていくかなど、建築生産システムの研究を
進めていく事が重要になると言える。
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V．6．注と参考文献
注
注1）本研究では、「設計者」「監理者」「施工者」「発注者」「見積者」を以下の通り定義
　する。
　「設計者」：設計者とは、注3）に記載した設計業務を行う者で、設計施工分離方式の
　場合、設計事務所、あるいは設計事務所の技術者を示す。
　「監理者」：監理者とは、注4）に記載した監理業務を行う者で、本研究では設計者と
　同一の設計事務所、あるいは設計事務所の技術者を示す。
　「施工者」：施工者とは、大規模修繕工事を実施した施工会社（建設会社）を示す。
　「発注者」：発注者とは、大規模修繕工事の発注主体であり、本研究ではマンションの
　管理組合を示す。
　「見積者」：見積者とは、工事の見積依頼時に、施工者の候補として工事金額を見積る
　建設会社を示す。したがって、本研究における見積者とは、一っの工事に対して数者
　存在し、その中から施工者が選定される。
注2）マンションの大規模修繕工事では、仕様書で設計者が工事用足場の種類等を設定す
　ることが多く、その設定に施工者が異議を持たなければ、工事請負契約に、設定され
　た足場の種類等が指定工法として盛り込まれる。
注3）マンションの大規模修繕工事において、設計者は各種工事の工事範囲、改修方法、
　足場の種類や工法、使用材料、材料の塗布量などについて、工事の仕様を設定する。
　本研究でいう設計事務所の行う「設計」とは、これらの工事内容を記載した工事仕様
　書を作成する作業を主体とした、管理組合に対する大規模修繕工事のコンサルタント
　業務を指す。
注4）マンションの大規模修繕工事を設計施工分離方式で行う場合、監理者は、工事が仕
　様書どおりに行われているかどうかの確認をする事が主な業務となる。本研究でいう
　設計事務所の行なう「監理」とは、工事中のこれらの確認作業を主体とした、管理組
　合に対する大規模修繕工事のコンサルタント業務を指す。
注5）設計者がゴンドラメーカーから情報を得る場合、通常、ゴンドラメーカーは、営業
　の一環として設計事務所に無償協力を行っている。本研究では詳細に触れないが、設
　計事務所とゴンドラメーカーの協力体制のあり方も、今後は整備しなければならない
　問題の一つと考える。
注θ　比較対象とした超高層マンションと中高層マンションの工事費総額を見ると、最大
　で10数倍の差が生じている。工事単価は、工事費総額などの工事規模の違いによっ
　ても変動するが、工事規模の違いによる工事単価の変動は、一種目の工事に限らず工
　事費全体として総体的に反映されると考えられる。ここでは、工事単価や工事費自体
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　を比較するのではなく、全体工事費に対する足場仮設工事費の割合を考察することを
　主眼に置いているので、総体的な工事単価の変動要因は除外して分析を進めても、問
　題は少ないと判断した。
注7）　「V．4．（1）超高層マンションの足場仮設工事費が全体工事費に及ぼす影響」の
　検討では、付属施設を含めたマンション全体の仮設工事費について分析を行った。こ
　れは、超高層マンションは複合用途型のマンションであることが多く、付属施設を含
　めて大規模修繕工事を行う事が工事の特徴の一つと言える事を勘案した為である。こ
　れに対して「V．4．（2）足場仮設工事費のシミュレーション」では、超高層建物部分
　のみの足場仮設工事費の実態を明らかにする為に、付属施設などの足場仮設工事費は
　除外して分析を進めた。図V4のとおり、Yマンションは25階建てであるが、1階～
　2階までと3階～25階まで、ならびに駐車場棟は、仮設足場が切り離されている。そ
　こで、ここでは3階～25階の足場仮設工事費のみについてシミュレーションを行った。
　なお、3階～25階の全面にゴンドラ足場を仮設した場合でも、3階にはゴンドラの着
　床ステージを設置しなければならず、3階は枠組み足場を設置する必要がある。した
　がって、当シミュレーションにあたっては、ゴンドラを全面に仮設することを想定し
　た場合でも、3階は枠組み足場を仮設する計画とした。また、ゴンドラの養生は全面
　メッシュ養生を基本仕様とした。
　さらに、仮設費用は足場の存置期間によっても変動する。当シミュレーションでは、
　工期を6ヶAとして足場仮設工事費の算出を試みた。なお、実際の工事も工期は6ヶ
　月としている。
注8）枠組み足場の場合、登り桟橋や水平養生、朝顔養生、1階部分の侵入防止柵の設置、
　補強部材など、各醐立に付帯設備を取り付けなければならず、それぞれの部立でそれ
　ぞれの工事費が生じている。また、ゴンドラ足場の場合も、最上部の吊り金物や着床
　ステージの設置費用が生じる。したがって、本来、足場の工事単価は全ての音田立を一
　様に表示することは出来ない。ここで言う仮設足場の工事単価とは、これらの付帯設
　備を含めた足場仮設工事費総額を仮設面積（建物の外周長に建物の高さを乗じて算出
　した建物表層面積）で除した平均仮設工事単価を示す。
　Yマンションの場合、建物の形が整形ではなく、凹凸の多い平面形状となっている。
　これに対してゴンドラ足場の場合、壁面の凹凸に沿ってゴンドラを仮設することがで
　きる。一方、枠組み足場を仮設する場合には、壁面の凹凸に併せて、巾900㎜、1200
　㎜の足場を複合的に設置している。したがって、枠組み足場の足場巾は各所で異なり、
　その工事単価も各所で異なる。本研究で示した枠組み足場の工事単価は、付帯設備工
　事費の他、これらの巾寸法の違いに伴う各部位の工事費も全て合算し、仮設面積に対
　する平均仮設工事単価を算出した。
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VI．1．本研究のまとめ
　年々増え続ける高経年マンションに対して、そのストックを良好に維持・保全していく
ことは、現代の日本の住宅事情を勘案する上では重要な課題と言える。
　このような認識の下、本研究では良好なマンションストックの形成に寄与し、主要な保
全工事である大規模修繕工事を円滑に行うための基礎資料を整備する事を目的に、第皿，
IV，　V章において、以下の3っの主題に対して考察を行なった。
　　第皿章建物の躯体劣化の傾向に関する研究
　　第IV章　団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究
　　第V章超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究
第皿章では、経年マンションにおける躯体劣化の傾向を明らかにし、躯体劣化に対する
準備の一端を担う為の基礎的資料の整備を試みた。
第IV章では、保全工事の円滑な実施に向けて、その財源となる修繕積立金会計のあるべ
き姿を検証するために、団地型マンションにおける修繕費の棟別格差について分析を行っ
た。
第V章では、近年急増してきた超高層マンションの大規模修繕工事を円滑に実施するこ
とを目的に、現在、未整備の部分が多い仮設計画について、事例的に計画プロセスを分析
し、その問題点と課題の整理を行った。
以上の研究から得られた知見を以下に概説する。
（1）第皿章　建物の躯体劣化の傾向に関する研究
　　　　　第皿章では、「第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量」と「経年に伴う躯体劣
　　　　化数量の推移」を分析することで、経年マンションの躯体劣化の発生傾向を明らかにした。
1）第1回目の大規模修繕工事における躯体劣化数量
　躯体の劣化現象に対する大規模修繕工事の補修工事項目を大別すると、「躯体補修」「ひ
びわれ補修」「モルタル補修」の3項目に分ける事ができる。
　これに対して、調査対象としたマンションの躯体劣化の発生傾向は、建物の構造形式、
外壁仕上げの下地、外壁表面仕上げの違いなどに影響されると考えられる。そこでここで
は、調査対象マンションをこれらの要素の違いから以下の4つの区分に分類した上で、各
区分のマンションにおける「躯体補修」「ひびわれ補修」「モルタル補修」の工事数量を調
査し、それぞれの発生傾向を明らかにした。
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【分類1】RC造で、コンクリート躯体の上にモルタル下地層が施され、さらにその上に外
　　　壁塗装仕上げが施されているマンション。
【分類2】RC造で、コンクリート躯体の上に、外壁塗装仕上げが直接施されているマンショ
　　　ン。
【分類3】PC造で、コンクリート躯体の上に、外壁塗装仕上げが直接施されているマンショ
　　　ン。
【分類4】RC造で、外壁の一部にタイル貼り仕上げがあるマンション。
a．躯体補修の発生傾向
　躯体補修の内容には、躯体内の鉄筋発錆の補修や、コンクリートのジャンカ・巣穴補修
などがあるが、その内、主たる補修項目は鉄筋発錆の補修となる。
　各分類の補修量を考察した結果、比較的大きい鉄筋発錆補修（10cm以上）は、　RC造のマ
ンションに、比較的小さい鉄筋発錆補修（10cm未満）はPC造のマンションに多く生じる
事がわかった。
b．ひびわれ補修の発生傾向
　ひびわれの発生傾向はPC造に比較してRC造の方が多し噸向にあった。これはRC造に
比べてPC造のコンクリートは品質が均一で緻密であり、建物全体の歪を吸収する目地も
多い為と推測される。
c．モルタル補修の発生傾向
モルタル補修は建物に付帯する整形モルタルの量と補修数量に関係性があると考えられ、
モルタル下地層があるマンションを中心として、整形モルタルが多いマンションで補修数
量が多くなっている。したがって、意匠上、モルタル整形部を多用しているマンションに
あっては、近年の建物であっても注意を要する。
d．平均補修数量
　本研究では各補修工事項目における分鋤1］の平均補修数量とその標準偏差を示した。こ
のデータは、各マンションの特1生別に、将来起こり得る躯体劣化の予測などを定量的に判
断する為の基準となる資料であり、本研究における一つの成果と言える。ただし、ここで
整理したデータは、単一の設計事務所から抽出したデータであるので、今後はより多くの
改修データを蓄積することによって、データの精度を高めていく必要がある。
2）経年に伴う躯体劣化数量の推移
　過去に複数回の大規模修繕工事を実施した経歴を持つマンションについて、第1回目と
第2回目の工事データを比較することで、経年に伴う躯体劣化の傾向を明らかにした。
　その結果、「躯体補修」「ひびわれ補修」については経年に伴って補修数量が減少する傾
向にあることがわかった。一方、「モルタル補修」については、適切な補修を施すことによっ
一105一
第VI章　結
て、ある程度まで劣化の進行を抑制できるものの、経年に伴って新たな劣化が生じており、
「躯体補修」「ひびわれ補修」の様に明らかな減少傾向は見られなかった。したがって、モ
ルタル整形部が多用されているマンションにあっては、将来的には健全な部位も含めてモ
ルタル部の保全対策を講じることが望ましいと言える。
　本章の研究では、適切な工事を実施すれば、経年に伴う「躯体補修」「ひびわれ補修」の
発生は抑制できると結論付けた。ただし、調査対象としたマンションは、各回の工事とも
設計事務所の設計・監理の下で実数精算契約を取り入れて実施しており、第1回目の工事
時に、十分な躯体改修工事を実施できたマンションと判断される。これに対して、設計・
監理者を選任せず、実数精算契約も取り入れずに工事を実施するマンションも少なくない。
これらのマンションにあっては、第1回目の工事時に十分に躯体改修がされず、第2回目
の工事時に躯体改修数量が激増する可能性がある。翻って言うならば、将来のマンション
保全を見通す上で、第1回目の工事の重要性は非常に高いと言える。
（2）第IV章　団地型マンションにおける修繕費の棟別格差に関する研究
　　　　　第IV章では、形が類似した住棟で構成される団地型マンションと、形が異なる住棟で構
　　　　成される団地型マンションの修繕費の棟別格差を明らかにすることで、修繕積立金会計の
　　　　あるべき姿を検証した。
1）形が類似した住棟で構成される団地型マンションの修繕費の棟別格差
　形が類似する住棟で構成される団地型マンションでは、一見して各棟の修繕費に棟別格
差が生じにくいと考えられる。そこで、形が類似した住棟で構成される団地の2回の大規
模修繕工事について分析した結果、この様な団地でも、「環境改善工事」で大きな修繕費の
格差が生じることが解った。
　特に第2回目の大規模修繕工事時には第1回目の工事時と比較して「環境改善工事」の
金額が増大しており、大きな棟別格差が生じる結果となった。
2）形が異なる住棟で構成される団地型マンションの修繕費の棟別格差
　形の異なる住棟で構成されたK団地の第2回目の大規模修繕工事について分析を試みた。
その結果、各棟の形態の違いに伴う工事対象面積の違いによって、工事費に大きな格差が
生じていることが解った。また、K団地においてもH団地と同様に、建物形状の違いに伴
う「環境改善工事」が修繕費の格差を拡大させていた。
以上から、形が異なる住棟で構成される団地型マンションはもとより、形が類似した住
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棟で構成される団地型マンションであっても修繕費に棟別格差が生じていることが実証さ
れ、その原因は「環境改善工事」の増加に起因していることが明らかになった。
特に高経年化した団地型マンションにあっては、建物の劣化に伴う鉄部・金物類の交換
工事や、居住者の高齢化に伴うバリアフリー化工事など、様々な「環境改善工事」が発生
することが予測される。したがって、本章の研究成果を踏まえると、修繕積立金の棟別会
計制度の整備は、高経年化していくマンションにとって重要な役割を担うと言える。
（3）第V章超高層マンションの仮設計画プロセスに関する研究
　　　　　ここでは、近年実施された超高層マンションの大規模修繕工事事例を基に、足場仮設計
　　　　画のプロセスを整理し、それに伴う問題点を明らかにした。また、「枠組み足場で仮設計画
　　　　をした場合」、「ゴンドラ足場で仮設計画をした場合」、「枠組み足場とゴンドラ足場を複合
　　　　させて仮設計画をした場合」の足場仮設工事費についてシミュレS－一一一ションを行うことで、
　　　　ゴンドラ足場、ならびに枠組み足場の選定手法を工事費の観点から検討した。
1）　超高層マンションの仮設計画プロセス
　中高層マンションと同様に、超高層マンションの大規模修繕工事でも設計施工分離方式
によって工事を実施する傾向が強まってきている。
　本研究では、設計施工分離方式で大規模修繕工事の計画をした工事事例にっいて、その
仮設計画プロセスを整理し、問題点の抽出を試みた。その結果、超高層マンションの仮設
足場計画においては、施工者が決定する前（施工者選定前）に施工者の意見を取り入れた
い事が、そのプロセス上、問題になっている事を指摘した。
　なお、この問題に対しては、工事計画段階において、工事見積参加者による仮設計画提
案を募る事が、その解決策としての一つの方向性を示している事を提起した。
2）超高層マンションの仮設足場シミュレーション
超高層マンションの仮設足場は、ゴンドラ足場を主軸に検討が進められる事が多い。し
かし、超高層マンションであっても枠組み足場を採用する事例もある。
　そこでここでは、「枠組み足場で仮設計画をした場合」、「ゴンドラ足場で仮設計画をした
場合」、「枠組み足場とゴンドラ足場を複合させて仮設計画をした場合」の仮設費用のシ
ミュレーションを行い、工事費用の観点から、枠組み足場とゴンドラ足場の採用に対する
検討を行った。
　その結果、本研究で検討対象としたマンションにおいては、中層階まで枠組み足場を仮
設し、中層階から最上階までをゴンドラ足場とする手法が、工事費の面では安価になり有
効であることが解った。これらの知見を勘案すると、今後、超高層マンションの大規模修
繕工事においては、ゴンドラ足場にとらわれず、建物の特徴を踏まえた仮設方法の検討が
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必要と言える。
　超高層マンションの仮設足場は、ゴンドラメーカーを始めとした様々な機関で研究開発
が進められている。しかし、優れた仮設方法であっても、それが工事に採用されなければ
意味を成さない。本研究では、仮設計画プロセスを整理することでその問題点を抽出し、
計画プロセスの重要性を明らかにした。
ここでの知見は、超高層マンションの足場仮設計画に限らず、マンションで実施される
様々な工事計画に準用できると考えられる。例えば、耐震補強工事や省エネルギー設備導
入工事など、近年技術開発が目覚しい工事の計画にあっては、その特殊な工事技術の採用
と施工者選定に際して、本研究で扱った超高層マンションの仮設計画プロセスを応用する
ことも可能である。
したがって、今後のマンションにおける保全工事のあり方を検討する上では、当研究の
様に、設計者・施工者・発注者、さらには各種メーカL－．一・が、どの程度まで工事計画、なら
びに設計に関わっていくかなど、建築生産システムの研究を進めることが重要になると言
える。
（4）結　　語
　　　　　以上のとおり、本研究では先ず、マンションの根幹を支える躯体劣化の傾向を明らかに
　　　　し、今後のマンション保全を検討する上で重要となる躯体劣化の予測の為の基礎的データ
　　　　を整理した。ここで整理されたデータは、将来の大規模修繕工事における躯体改修工事の
　　　　予測データとして役立つ。また、将来の躯体劣化を抑制する為には、第1回目の大規模修
　　　　繕工事が重要になる事も指摘した。
　　　　　っついて、保全工事の財源である修繕積立金会計にっいて、団地型マンションの修繕費
　　　　の棟別格差の実態を明らかにすることで、棟別会計制度の必要性を指摘した。マンション
　　　　を良好に維持・保全していく上では、経年に伴う建物の陳腐化を防ぐ上でも住環境の向上
　　　　を目的とした環境改善工事が大きな意味を持つ。そしてこの環境改善工事において、イ彦繕
　　　　費に棟別格差が生じていることが解った。今後、経年したマンションでは、多くの環境改
　　　　善工事が大規模修繕工事に併せて実施されていくと考えられ、大規模修繕工事の円滑な実
　　　　施に向けては、棟別会計制度は重要になると言える。
　　　　　更には、近年増大してきた超高層マンションの大規模修繕工事について、足場仮設計画
　　　　プロセスの問題点を抽出し、マンションの合意形成手続きを踏まえた工事計画手法にっい
　　　　て、一っの方向性を示した。ここでの検討は、超高層マンションの足場仮設計画に限らず、
　　　　様々な工事計画に応用できると考えられる。
　　　　　本研究では、建物劣化に対する「ハード」と、マンションの特異性を踏まえた「ソフト」
　　　　の両面から、大規模修繕工事を円滑に実施するための基礎的資料の整備を行った。ここで
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の成果は、今後増え続ける経年マンションの、良質なストックの形成に寄与するものであ
り、今後はこれらの知見に更なる検討加え、マンションの維持・保全に関わる実務に反映
する事によって、マンションの老朽化が具体的な形として抑制されていく事が期待される。
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VI．2．今後の課題
本研究の成果を受けて明らかになった問題点、ならびに本研究では十分に検討できな
かった問題点に関して、今後、重要になる課題を以下に整理する。
（1）躯体劣化について
　　　　　第皿章でも指摘したとおり、建物躯体の鉄筋発錆やひびわれは、適切な修繕によって抑
　　　　制することができる。一方、建物のモルタル整形部については経年に伴って不具合が増加
　　　　する事が予測される。
　　　　　モルタル整形部の不具合が増加し、外壁のモルタル層や手摺天端などの付け送りモルタ
　　　　ルが剥落した場合、人命を損傷する危険性がある。これらを踏まえると、マンションの外
　　　　壁廻りにおけるモルタル部の不具合対策については、今後、慎重に検討する必要がある。
　　　　　これと同種の問題として、タイル仕上部の劣化についても注意を要する。本研究ではタ
　　　　イル仕上部の劣化については検討していないが、大規模修繕工事時にタイルの異常な「浮
　　　　き」が発見される事がある。
　　　　　外壁などの広範囲にわたるタイルの剥落対策については、樹脂やネソト入りモルタルな
　　　　どを壁面に被せ、浮き部の剥落を防止する工法が、樹脂メーカーなどを中心に開発されて
　　　　いる。しかし、マンションに住まう一般居住者の視点からすれば、「タイルはメンテナンス
　　　　フリーである」との認識が少なからずあり、マンションの長期修繕計画において、タイル
　　　　の浮きに伴う外壁仕上の抜本的な見直しを計画に見込んでいる管理組合は、筆者の知る限
　　　　りでは無い。
　　　　　今後は、これらのタイル・モルタルの保全対策について、居住者の劣化に対する認識を
　　　　深めると同時に、新築時におけるこれらの素材の使用に際するあり方も再考する必要があ
　　　　ろう。
（2）修繕積立金会計について
　　　　　修繕積立金会計については、本研究では取り上げなかった問題として「駐車場会計」の
　　　　扱いがある。マンション標準管理規約では、駐車場会計は一般会計や修繕積立金会計とは
　　　　区分して計理することとしており、修繕積立金会計と駐車場会計は明確に分けられている。
　　　　しかし、マンション標準管理規約では駐車場会計の収入は駐車場の保全に要する費用にあ
　　　　てる他、余剰金は修繕積立金に繰入れられるとも規定しており、この部分で駐車場会計と
　　　　修繕積立金会計は密接に関わる。
　　　　　団地型マンションにおいて、駐車会計の余剰金を各棟修繕積立金に繰入れる場合、各棟
　　　　への按分率については、住戸数、持分面積、駐車場使用者数など様々な考え方があり、こ
　　　　の議論で紛糾する事がある。さらに、機械式駐車場を設置しているマンションにおいては、
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駐車場使用料だけではその更新費用がまかないきれない場合もあり、機械式駐車場を使用
し続けるためには修繕積立金に頼らざるをえない事態も考えられる。一方で、駐車場会計
からの繰入金が潤沢にあることによって、修繕積立金額が低減できている管理組合もある。
　マンションの高経年化に伴い居住者の高齢化が問題視される中、修繕積立金の徴収や値
上げは、区分所有者にとって非常に重たい負担になると考えられる。したがって、修繕積
立金会計と駐車場会計との関係やその問題点を整理する事は、重要な研究課題になると言
える。
（3）超高層マンションの大規模修繕工事における仮設計画について
　　　　　超高層マンションの大規模修繕工事については、本研究で取り扱った「仮設計画プロセ
　　　　ス」の他、未だ整備されていない不明瞭な部分が多い。
　　　　　例えばゴンドラ足場と枠組み足場を比較した場合、工事の作業性については枠組み足場
　　　　の方が優れると言える。一般には、作業性が向上すれば、塗装工事や防水工事の工事単価
　　　　を低減できると考えられる。しかし、超高層マンションにおいて、これらの関係は現在不
　　　　明瞭であり、必ずしも作業性が工事単価に反映されているとは限らない。
　　　　　本研究では、仮設足場のみの工事費用を検討したが、工程計画と仮設足場の種類に伴う
　　　　各種工事単価との関係などについて更なる検討を行う事で、今後はより経済的な仮設計画
　　　　の立案が可能になると考える。
（4）その他の課題
　　　　　以上の他、マンションの大規模修繕工事に対して、区分所有者の理解がどの程度まで進
　　　　んでいるか、あるいはその理解をどのように促進するかも大きな課題となる。
　　　　　本研究では、工事契約時に数量を確定できない工事は『実数精算契約』とすることに合
　　　　理性があるとした。しかし、工事の内容、契約方法、工事費の精算方法を最終的に決定す
　　　　る区分所有者にとって、『実数精算契約』が浸透しているとは言い難い。また、大規模修繕
　　　　工事は、外壁の塗り替えを主とする工事であるとの認識も少なからずあり、本研究で扱っ
　　　　た躯体改修工事の重要性についても、認識を深める必要がある。
（5）本研究を通して
　　　　　以上に整理したとおり、本研究で扱った研究主題に関連し、その周辺分野の研究をさら
　　　　に進める必要性が多分にある。
　　　　　一方で、既往の研究にもあるとおり、本研究で扱ったような大規模修繕工事ではなく、
　　　　増築・改築・用途変更などを伴う大規模な「再生工事」に関する研究を進めていく必要性
　　　　　もある。
　　　　　再生工事に対しては、区分所有法や建築基準法だけでなく、居住者の合意形成なども併
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せて調整していかなければならず、多くの問題を包含していると言えるが、本研究で扱っ
た「大規模修繕工事」については、今後これらの「再生工事」に繋がっていくと考えられ
る。
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　本研究は、マンションの維持・保全の実務に携わる筆者が、マンションの様々な保全問題に直面し
たことに端を発しています。
　今、マンションでは建物の高経年化、ならびにそれと並行して進む居住者の老齢化が、深刻な社会
問題として取り上げられていますが、これらの問題に対して悲観的にならず、積極的に立ち向かって
いる管理組合も多くあります。
　特に、築後30年以上を経過した高経年マンションにおいて、80歳を越える方々が管理組合理事会
の中心役員として、明るく積極的に活動している様を目の当たりにした時には、その前向きな姿勢と
バイタリティに圧倒された事が思い出されます。
　一方で、本論文でも取り上げたとおり、マンションの高経年化に伴う建物保全問題ならびに合意
形成手続きなどのマンションに特有する管理・運営の問題は、如何ともし難い課題として、度々、理
事会での話題に上っております。
　本論文は、こういった現場で尽力しておられる管理組合の皆様の思いに、一介の実務者である筆者
がいかに応えることができるか、この試みを一っの形にしたものでもあります。
　また、本論文は、筆者が東洋大学大学院博士後期課程在学中に取り組んだ研究を学位論文としてと
りまとめたものでありますが、今後は、マンション問題に立ち向かう管理組合の方々にとって僅かで
も助力になれるよう、研究の成果を実務に反映させていくことが重要になると考えております。
　ともあれ、本論文をまとめるにあたっては多くの方々からご指導、ご協力をいただくことで、恵ま
れた環境の中、研究を進めていく事ができました。
　指導教官の東洋大学工学部　秋山哲一　教授には、研究の手法や考え方などの研究を行う上での基
礎から、建築生産システムの幅広い知識に至るまで、様々な事柄についてのご指導とご助言を頂き、
まことに感謝しております。特に、マンション保全の分野に留まらず、建築経済分野、ならびに建築
生産システム分野の全般に渡ってご教示をいただけたことは、筆者にとって大変貴重な財産となりま
した。
　また、東洋大学工学部高草木明教授、ならびに東洋大学工学部長澤悟教授からは、本論文
の構成、さらには今後の本論文の発尉生などについて貴重なご助言、ならびにご指導を頂きました。
ご指導下さいました先生方に深く感謝いたします。
　本研究に対して大規模修繕工事のデータを提供してくださった設計事務所の方々からは、その工事
の状況、運営方針などについても詳細なご説明を頂きました。深く御礼申し上げます。これらの資料・
情報がなければ、本研究を進めることはできず、本論文をまとめる上で大変重要な資料となりました。
　超高層マンションの研究にあたっては、当研究で対象とした工事の施工会社、ならびにゴンドラ
メーカーから、多大な情報提供を頂きました。これらの資料により、超高層マンションの仮設計画に
っいて研究を深めることができました。心より御礼申し上げます。
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　おわりに、マンションの維持・保全の分野において、筆者の父は30年近くに渡って実務と研究を
積み重ねてきた人物です。筆者がマンションの維持・保全業界に身を投じたのは父の影響が強かった
事は言うまでもなく、実務、研究を問わず、様々な面で父から援助を受けた事が本研究の成果につな
がっております。改めて、父に感謝の意を表したいと思います。
2010年　2H
藤木亮介
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